
 

 

 

 

 

 

 

 

韓国の労働問題マニュアル 
 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2015 年 3 月 

 

独立行政法人 日本貿易振興機構（ジェトロ） 

 

ソウル事務所 

 

進出企業支援・知的財産部 進出企業支援課 

 

 



Copyright © 2015 JETRO. All rights reserved. 

 

 

 

 

 

 

本報告書の利用についての注意・免責事項 

本報告書は、日本貿易振興機構（ジェトロ）ソウル事務所が税務法人三友 SNTA に作成

を委託し、2015 年 3 月現在入手した情報に基づくものであり、その後の法律改正等によっ

て記載内容が変わる場合があります。掲載した情報・コメントは作成者の判断によるもの

ですが、一般的な情報・解釈がこのとおりであることを保証するものではありません。ま

た、本稿はあくまでも参考情報の提供を目的としており、法的助言を構成するものではな

く、法的助言として依拠すべきものではありません。本稿にてご提供する情報に基づいて

行為をされる場合には、必ず個別の事案に沿った具体的な法的助言を別途お求めください。 

ジェトロおよび税務法人三友 SNTA は、本報告書の記載内容に関して生じた直接的、間

接的、派生的、特別の、付随的、あるいは懲罰的損害および利益の喪失については、それ

が契約、不法行為、無過失責任、あるいはその他の原因に基づき生じたか否かにかかわら

ず、一切の責任を負いません。これは、たとえジェトロおよび税務法人三友 SNTA が係る

損害の可能性を知らされていても同様とします。 

 

本報告書にかかる問い合わせ先： 

 

独立行政法人日本貿易振興機構(ジェトロ) 

進出企業支援・知的財産部 進出企業支援課 

 
※2015 年 4 月 1 日の組織変更により、部課名 
およびメールアドレスが変更となりました。 
ビジネス展開支援部・ビジネス展開支援課  

E-mail : BDA@jetro.go.jp 

 

ジェトロ・ソウル事務所 

E-mail : KOS@jetro.go.jp 

 

  

  

mailto:BDA@jetro.go.jp
mailto:KOS@jetro.go.jp


Copyright © 2015 JETRO. All rights reserved. 

 

目次 

第 1 章 韓国の労働法制および主要内容......................................................... 1 

1.労働法の構成体系および対象法律 ................................................................................... 2 

2.勤労基準法 ....................................................................................................................... 3 

3. 最低賃金法 ..................................................................................................................... 4 

4. 賃金債権保障法 .............................................................................................................. 5 

5. 勤労者退職給与保障法 ................................................................................................... 7 

6. 派遣勤労者保護などに関する法律 ................................................................................. 8 

7. 期間制および短時間勤労者保護などに関する法律 ..................................................... 10 

8. 産業安全保健法 ............................................................................................................. 11 

9. 男女雇用平等と仕事および家庭の両立支援に関する法律 .......................................... 14 

10. 障害人雇用促進および職業リハビリ法 ..................................................................... 17 

11. 雇用上の年齢差別禁止および高齢者雇用促進に関する法律 ..................................... 18 

12. 勤労者参与および協力増進に関する法律 .................................................................. 20 

13. 労働組合および労働関係調整法 ................................................................................ 22 

第 2 章 主な労働関連法律解説 .................................................................... 23 

1. 労働時間制度 ................................................................................................................ 24 

2. 休日と休暇 ................................................................................................................... 35 

3. 通常賃金と平均賃金 ..................................................................................................... 54 

4. 退職給与制度 ................................................................................................................ 65 

5. 企業買収･合併(M&A)と雇用承継の問題 ..................................................................... 76 

6. 解雇の要件と手続き ..................................................................................................... 82 

7. 労働組合 ....................................................................................................................... 92 

8. 団体交渉と団体協約 ..................................................................................................... 95 

9. 労働争議と争議調整の手続き .................................................................................... 100 

10. 労使協議会 ............................................................................................................... 108 

11. その他 ........................................................................................................................ 112 

第 3 章  社会保険制度 .................................................................................116 

1. 社会保険制度の概要 .................................................................................................... 117 

2. 労災保険の雇用情報管理制度 .................................................................................... 122 

3. 保険料賦課告知 .......................................................................................................... 124 

4. その他徴収制度 .......................................................................................................... 125 

 

 

 



Copyright © 2015 JETRO. All rights reserved. 

 

第 4 章 雇用労働政策(2015 年) .................................................................. 127 

1. 最低賃金額の引き上げ ............................................................................................... 128 

2. 小規模事業場の低賃金勤労者に対する社会保険料の支援拡大 ................................. 128 

3. 60 歳以上の高齢者雇用支援金の支援期間を延長 ...................................................... 129 

4. 出産育児期の雇用安全に対する支援金の支援金額拡大 ............................................ 129 

5. 採用手続きの公正化に関する法律の施行 .................................................................. 130 

6. 失業者や勤労者の区別なく誰もが希望し必要な職業訓練への参加が可能に ........... 130 

7. 保健管理者の選任対象を建設業にまで拡大 .............................................................. 131 

8. 障害者雇用負担金の算定方式および適用単価の変更 ................................................ 131 

9. 時間選択制雇用の拡大に向けた支援の強化 .............................................................. 132 

10. 中小企業勤続奨励金 ................................................................................................. 132 

11. 賃金ピーク制導入の支援強化 .................................................................................. 132 

 

付録 1 2014 年の産業･規模別賃金および勤労時間 ..................................................... 133 

付録 2 日系企業がアクセスしやすい人材派遣会社 ..................................................... 134 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Copyright © 2015 JETRO. All rights reserved. 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 章 韓国の労働法制および主要内容 
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1.労働法の構成体系および対象法律 
 

労働法は大きく個別的勤労関係法と集団的労使関係法に分けられる。 

個別的勤労関係法は、成立、内容および種類において国家が介入して一定水準以上を

補償するために規律する特徴があり、現行法には勤労基準法（＝労働基準法）、期間

制･短期間勤労者保護法、勤労者退職給与保障法、最低賃金法、男女雇用平等と仕事

および家庭の両立支援に関する法律などがある。 

 

一方、集団的労使関係法は、勤労条件と関連して勤労者と使用者間の集団的な自治

基準を規律する法体系であり、現行法には労働組合および労働関係調整法、労働委員

会法、勤労者の参加および労使協力増進に関する法律などがある。 

 

＜個別的勤労関係法の対象法律＞ 

 

(1) 勤労基準関連法令 

 ① 勤労基準法 

② 最低賃金法 

③ 公認労務士法 

④ 賃金債権保障法 

⑤ 勤労者退職給与保障法 

⑥ 派遣勤労者保護に関する法律 

⑦ 期間制･短時間勤労者保護などに関する法律 

⑧ 勤労福祉基本法 

(2) 雇用平等関連法令 

 ① 男女雇用平等と仕事および家庭の両立支援に関する法律 

  ② 障害人雇用促進および職業リハビリ法 

 ③ 雇用上年齢差別禁止および高齢者雇用促進法 

  ④ 経歴断絶女性などの経済活動促進法 

(3) 職業訓練･資格関連法令 

 ① 勤労者職業能力開発法 

 ② 職業教育訓練促進法 

 ③ 国家技術資格法 

 ④ 熟練技術奨励法 

 ⑤ 資格基本法 

 ⑥ 韓国産業人力公団法 

(4) 産業安全保健関連法令 

 ① 産業安全保健法 

 ② 塵肺予防と塵肺勤労者の保護などに関する法律 

 ③ 韓国産業安全保健公団法 

(5) 雇用･産災保健関連法令 

 ① 雇用保険法 

 ② 雇用保険および産業災害補償保険の保険料徴収などに関する法律 

 ③ 産業災害補償保険法 
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(6) 雇用サービス法令 

 ① 雇用政策基本法 

 ② 職業安全法 

 ③ 社会的企業育成法 

 ④ 建設勤労者の雇用改善などに関する法律 

 ⑤ 青少年雇用促進特別法 

 ⑥ 外国人勤労者の雇用などに関する法律 

 ⑦ 自由貿易協定締結に伴う貿易調整支援に関する法律 

(7) 労使協力関連法令 

 ① 勤労者参与および協力増進に関する法律 

 ② 労働委員会法 

 ③ 経済社会発展労使政委員会法 

 ④ 勤労者の日制定に関する法律 

 ⑤ 労使関係発展支援に関する法律 

(8) 労働組合関連法令 

 ① 労働組合および労働関係調整法 

 ② 公務員の労働組合設立および運営などに関する法律 

 ③ 教員の労働組合設立および運営などに関する法律 

 

 

 

 

2.勤労基準法 
 

(1) 沿革 

1953 年 10 月制定→1997 年 3 月 13 日に従来の法を廃止し、新たな法を制定 

→2014 年 1 月 21 日改正、同年 7 月 1 日施行予定 

 

 

(2) 目的 

賃金･労働時間など勤労条件に関する最低基準を定めることにより、勤労者の基本

的な生活を保障し、向上させて、均衡のある国民経済の発展を図る。 

 

 

(3) 主要内容 

  第 2 章 主な労働関連法律解説を参照 
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3. 最低賃金法 
 

(1) 沿革 

1986 年 12 月 31 日制定→2015 年 1 月 1 日改正、同年 1 月 1 日施行 

 

 

(2) 目的 

勤労者の賃金の最低水準を保障して、勤労者の生活安定と労働力の質的向上を期す

ることにより、国民経済の健全な発展に寄与する。 

 

 

(3) 主要内容 

 

1) 適用対象 

 

勤労者を使用するすべての事業または事業場に適用する。 

※同居する親族のみを使用する事業、家事使用人および(雇用労働部長官の認可を受

けた)障碍勤労者に対しては適用しない。 

 

 

2) 最低賃金を適用するための算入賃金の範囲 

 

最低賃金に算入する賃金は、勤労基準法第 2 条による賃金をいう。ただし、次の

賃金であって雇用労働部長官が定めるものは最低賃金の算入範囲から除く。 

 

①毎月 1 回、定期的に支給する賃金以外の賃金 

②所定の労働時間または所定の勤労日に対して支給する賃金以外の賃金 

③その他最低賃金額に算入するのが適当でない賃金 

 

タクシー運転者の場合には、賃金体系の特殊性を反映して最低賃金に算入する賃

金の範囲を、出来高による賃金を除いた賃金のうち、大統領令で定める賃金とする。 

 

 

3) 最低賃金の決定過程 

 

雇用労働部長官が最低賃金に対する審議を要請→最低賃金委員会は要請後 90 日

以内に審議して審議案を提出→雇用労働部長官が告示→勤労者･使用者代表から異

議提起を受ける→必要時に再審議を要請する→雇用労働部長官が最低賃金を決定･

告示(8 月 5 日まで。適用期間 翌年度 1 月 1 日～12 月 31 日) 

※最低賃金委員会 

－労･使･公益を代表する各 9 人で構成(計 27 人)され、雇用労働部長官の推薦

によって大統領が委嘱する。 

－勤労者委員は総連合団体である労働組合(韓国労働組合総連盟、全国民主労

働組合総連盟)が、使用者委員は全国規模の使用者団体の中で雇用労働部長官
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が指定する団体(大韓商工会議所、中小企業協同組合、韓国経営者総協会、貿

易協会、全国経済人聯合会)が推薦した者の中で任命する。 

 

※2015 年 1 月 1 日～2015 年 12 月 31 日に適用される最低賃金 

時間給：5,580 ウォン、日給(8 時間基準)：44,640 ウォン、 

月換算額(週 40 時間制基準):1,166,220 ウォン 

 

 

4) 最低賃金の適用 

 

最低賃金は 一人以上の勤労者を使用するすべての事業･事業場に適用されるが、

勤労者の一部に対しては最低賃金額を減額適用する。 

－修習勤労者に対しては 3 カ月限度で最低賃金額の 10％を減額適用する。 

－監視･断続的勤労者であって雇用労働部長官の承認を受けた者は、最低賃金

額の 100％を適用する(2015 年 1 月 1 日から適用)。 

精神または身体の障碍により、勤労能力が著しく低い者であって、雇用労働部長

官の認可を受けた者は最低賃金の適用対象から除く。 

 

 

5) 最低賃金に達しているかどうかの判断 

 

最低賃金を適用するための賃金に算入する賃金の総額を時間給で換算して告示

された最低賃金額と比較して最低賃金に達しているかどうかを判断する。 

 

 

6) 最低賃金の効力および違反時の処罰 

 

使用者は最低賃金を適用する勤労者に最低賃金額以上の賃金を支給しなければ

ならない。これに違反した勤労契約は無効であり、最低賃金額と同じ金額を支給す

ることにしたものとみなす。 

※違反時には 3 年以下の懲役または 2,000 万ウォン以下の罰金に処する(併科可能)。 

 

 

 

 

 

4. 賃金債権保障法 
 

(1) 沿革 

1998 年 2 月 20 日制定→2012 年 2 月 1 日改正、同年 8 月 2 日施行 

 

 

(2) 目的 

倒産企業の退職勤労者に対する最小限の生計を保障する。 
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(3) 主要内容 

企業の倒産によって賃金･休業手当または退職金を受け取らずに退職した勤労者が、

一定の期間内に未払賃金などに対して支給を請求する場合、 

－国家が事業主に代わって一定範囲の未払賃金などを支給し、今後、事業主に 

勤労者の未払賃金などの請求権を代位行使して回収する制度である。 

 

破産宣告など裁判上の倒産および事実上の倒産として認められた企業、常時勤労者数が  

10 人未満である企業や、常時勤労者全体の月平均報酬が雇用労働部長官が告示する金額以

下である事業場から賃金･休業手当または退職金を支給されなかった勤労者に支給する。 

 

－裁判上の倒産：｢債務者再生および破産に関する法律｣に基づく①破産宣告、 

②再生手続開始決定 

－事実上の倒産：常時勤労者 300 人以下事業主であって管轄地方雇用労働官 

署長から｢倒産など事実認定｣を受けた場合 

 

※事実上の倒産である場合、管轄地方雇用労働官署から倒産認定を受けなければな

らないが、退職日の翌日から 1 年以内に倒産など事実認定を申請しなければなら

ない。 

 

※支給対象勤労者は、破産･再生手続の申請日または事実上の倒産認定の申請日 

 以前の 1 年から 3 年以内に退職した者 

 

支給範囲は、最終 3 カ月分の賃金･休業手当と最終 3 年分の退職金のうち、未払額

を支給(立替金)するが、現在一人当り最高 1,800 万ウォン(支給上限額)まで支給する

ように定められている。 

 

※立替金とは、企業の倒産によって賃金･休業手当および退職金を受け取らずに退職し

た勤労者に事業主に代わって、国家が支給する賃金･休業手当および退職金を意味す

る。 

 

＜立替金の月極め上限額＞ 
 

退職当時の年齢 

 

立替金の種類 

30 歳未満 
30 歳以上 

40 歳未満 

40 歳以上 

50 歳未満 

50 歳以上 

60 歳未満 
60 歳以上 

賃金、退職金 180 万ｳｫﾝ 260 万ｳｫﾝ 300 万ｳｫﾝ 280 万ｳｫﾝ 210 万ｳｫﾝ 

休業手当 126 万ｳｫﾝ 182 万ｳｫﾝ 210 万ｳｫﾝ 196 万ｳｫﾝ 147 万ｳｫﾝ 

 

※立替金上限額は、2014 年 1 月 1 日以降、賃金債権保障法第 7 条および同法施行令第

6条による未払賃金などの支給事由が発生した立替金から2016年12月25日まで適

用する。 

 

所要財源は、事業主負担金などで構成される賃金債権保障基金から調達する。 

－事業主は、毎年、雇用労働部長官が告示する比率によって負担金を納付(2014

年の場合、0.8/1,000、法定限度 2/1,000)する。 
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※事業主負担金：賃金総額×負担金比率 

 

常時 一人以上の勤労者を使用するすべての事業または事業場に適用する。 

※ただし、公務員年金法･軍人年金法･船員法･漁船法･漁船災害補償保険法･私立学

校教員年金法に基づいて災害補償が行われる事業、2,000 万ウォン未満の建設工

事、国または地方公共団体が直接に行う事業などは適用対象から除外する。 

 

 

 

 

5. 勤労者退職給与保障法 
 

 

(1) 沿革 

2005 年 1 月 27 日制定→2011 年 7 月 25 日全面改正 

 

 

(2) 目的 

高齢化時代に備えて勤労者の安定的な老後所得を保障するため、退職年金制度の導

入を主要骨子として制定する。 

※退職金制度は、社会経済的な与件の変化(勤続年数の短縮、年俸制など)により、勤

労者の老後所得保障という本来の機能を遂行していない。 

 

 

(3) 主要内容 

 

1) 適用範囲 

 

退職金制度は、勤労者を使用するすべての事業場に適用されている(ただし、同

居する親族のみを使用する事業と家族内の雇用活動には適用されない)。 

※ただし、継続勤労期間 1 年未満と短時間勤労者(4 週間を平均して 1 週当り 15 時

間未満の勤労者)に対しては適用する義務が免除される。 

※既存では勤労者の要求に応じて行なわれていた退職金の中間精算に対し、住宅無

保有者の住宅購入など、規定された条件に対してのみ中間精算を認める。 

 

 

2) 退職給与制度の設定 

 

使用者は退職給与制度〔退職金制度および退職年金制度(確定給付型および確定拠出

型)のうち、一つ以上〕を設定しなければならず、退職給与制度の種類を選択したり、

変更したりするときは、勤労者過半数(過半数労組)の同意を得なければならない。 

 

※確定給付型(Defined Benefit)：勤労者の年金給与が事前に確定され、 

使用者の積立負担は積立金の運用結果によって変動する。 

※確定拠出型(Defined Contribution)：使用者の負担金が事前に確定され、
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勤労者の年金給与は積立金の運用結果によって変動する。 

 

退職年金制度を設定しようとする場合、｢退職年金規約｣を作成し、勤労者過半数

の同意を得て、雇用労働部に申告しなければならない。 

 

※退職年金規約は、個別事業場の退職年金制度の設計書に該当するもので、必須作

成項目および法定最低基準を満たさなければならない。 

 

 

3) 退職年金制度の運営 

 

退職年金制度の運営に関連する業務(運用管理業務および資産管理業務)は、退職

年金事業者(金融機関)に委託しなければならない。 

※運用管理業務：積立金運用方法の提示、運用現況の記録管理業務 

※資産管理業務：使用者負担金の受領、積立金保管･管理業務 

 

退職年金の取扱金融機関(退職年金事業者) 

－退職年金を取り扱おうとする者は、一定の要件をそなえて雇用労働部長官

(金融委員会に委託)に登録しなければならない。また、退職年金事業者は加

入者に退職年金制度の運営状況などを年 1 回以上説明･教育しなければなら

ない。 

※登録要件：資産運用会社･保険会社･銀行･証券会社･その他上記に準ずる者であ

って、大統領令で定める財政健全性基準･人的･物的要件をそなえている者 

 

 

4) 職場移動時に通算できる機能(個人退職口座)を設ける 

 

職場移動時に受領した一時金を個人退職口座に積み立てる場合には、課税が繰り

延べられ、一定の受給保障を受けることができる。 

 

 

 

 

6. 派遣勤労者保護などに関する法律 

 

(1) 沿革 

1998 年 2 月 20 日制定→2014 年 3 月 18 日一部改正→2014 年 9 月 19 日施行 

 

 

(2) 目的 

派遣勤労者の雇用安定と福祉増進および人員需給の円滑化を図る。 

 

 

(3) 主要内容 

勤労者派遣は、派遣事業主が勤労者を雇用した後、その雇用関係を維持しながら勤

労者派遣契約の内容に基づいて使用事業主の指揮･命令を受け、使用事業主のための
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勤労に従事するようにすることをいう。 

 

 

 

 

＜勤労者派遣の三者関係＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専門知識･技術･経験または業務の性格などを考慮して、適合であると判断される業務

に限って勤労者派遣を認める。 

 

ただし、出産･疾病などで欠員が生じたり、一時的･間欠的に人員が必要な場合には、

例外的に認められていない業務であっても派遣が可能である。しかし、建設工事現場

業務、港湾荷役業務などはいかなる場合であっても派遣が禁止される。 

 

※勤労者派遣が禁止される業務(主として危険な業務や公衆道徳上の有害な業務)  

－建設工事現場で行われる業務 

－荷役業務であって港湾運送事業法第 3 条第 1 項などの規定により、勤労者供給事

業許可を受けた地域の業務 

－船員業務、粉塵業務、有害･危険作業の業務、医療･看護補助業務、医療技師、旅

客および貨物自動車運輸事業法上の運転業務など 

 

派遣期間は 1 年以内を原則とするが、当事者間の合意がある場合には 1 年間延長する

ことが可能で、延長された派遣期間を含めた合計の期間は 2 年を超えることはできない。

ただし、｢高齢者雇用促進法｣に基づき、高齢者(55 歳以上)は 2 年を超過して派遣期間

を延長することができる。 

－違法派遣使用事業主に対しては直接雇用義務を賦課する。 

 

勤労者派遣契約は必ず書面にて締結し、派遣勤労者の数、業務内容および理由、事

業場の名称･位置･勤務場所、派遣勤労時の指揮･命令する者に関する事項、派遣期間、

勤労時間(始業･終業･休憩時間など)、時間外勤労、安全保健に関する事項、派遣代価、

派遣事業管理責任先などを記載する。 

 

派遣中である勤労者の賃金･災害補償に対する義務は派遣事業主が、労働時間･休日 

産業安全義務は使用事業主が、それぞれ負担する。 

派遣事業主 使用事業主 

派遣勤労者 

（賃金支払） 

（雇用契約） （勤労提供） 

（指揮･命令） 

（勤労者派遣契約） 

（派遣代金） 
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勤労者派遣事業は雇用労働部の許可を受けなければならない。 

※許可要件：勤労者 5 人以上(派遣勤労者を除く)を雇用、資本金 1 億ウォン以上、事

務室の面積 20 ㎡以上、4 大保険への加入 

 

差別的な処遇禁止および事業主の義務を怠った場合は、罰則と共に該当勤労者を直

接雇用する義務を負わなければならなず、労働委員会･雇用労働部長官は是正措置を

講じることができる。 

 

 

 

 

7. 期間制および短時間勤労者保護などに関する法律 
 

 

(1) 沿革 

2006 年 12 月 21 日制定(2007 年 7 月 1 日から施行)→2014 年 3 月 18 日一部改正→

2014 年 9 月 19 日施行 

 

 

(2) 目的 

不合理な差別是正、期間制勤労者の雇用安定、短時間勤労者の超過勤労制限など、

非正規職を保護する。 

 

 

(3) 主要内容 

 

1) 差別是正 

 

非正規職(期間制･短時間)勤労者に対する不合理な差別処遇禁止を明文化する。 

労働委員会を通じた差別是正手続きを設ける。 

－非正規職(期間制･短時間)勤労者が差別的な処遇を受けた場合、差別を受けた日

から 6 カ月以内に労働委員会に是正を申し出ることができる。 

－労働委員会において差別処遇であると認めた場合は、使用者に対し是正命令(差別

的行為の中止、勤労条件の改善命令、適切な金銭補償など)を下すことができる。 

－使用者は労働委員会および雇用労働部長官が決定した是正命令を履行しなか

ったときは、該当勤労者一人につき 1 億ウォン以下の過料を賦課する。 

－差別したかどうかを立証する責任は使用者が負う。 

 

※ 差別的な処遇の例示: 勤労基準法に基づく賃金、定期的に支給される賞与金、

経営成果に伴う成果金、その他勤労条件および福利厚生などに関する事項 

 

 

2) 期間制勤労者の保護 

 

期間制勤労者の総使用期間を 2 年に制限する(短期間の契約を反復して締結して

計 2 年になった場合も含む)。 
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－2 年を超過して使用するときは、期間の定めのない勤労契約(無期契約)を締結

した勤労者とみなす。 

 

ただし、一部の例外事由に該当する場合には、2 年を超過して期間制勤労者とし

て使用可能である。例外事由に該当する場合とは、特定プロジェクトの完成、一時

的に欠員が発生した勤労者の代替、勤労者の学業･職業訓練履修、専門職種、55 歳

以上の勤労者をいう。 

 

 

3) 短時間勤労に対する濫用規制 

 

法定労働時間(1 週 40 時間または 44 時間)以内であっても所定労働時間を超過し

た超過労働時間を制限する(1 週 12 時間)。 

 

－使用者の不当な延長勤労の指示に対する拒否権を明示する。 

－使用者は超過勤労に対して通常賃金の 100 分の 50 以上を加算して支給する 

義務がある。 

 

 

 

 

8. 産業安全保健法 
 

 

(1) 沿革 

1981 年 12 月 31 日制定→2013 年 6 月 4 日他法改正→2015 年 1 月 1 日施行 

 

 

(2) 目的 

産業安全･保健に関する基準を確立し、その責任所在を明確にして産業災害を予

防し、快適な作業環境を造成することにより、勤労者の安全と保健を維持･増進す

る。 

 

 

(3) 主要内容 

 

1) 総則 

 

産業災害の予防と勤労者の安全･保健の維持･増進のための政府の責務、事業主 

および勤労者の義務を明示する。 

 

産業安全･保健業務に関する基本計画および中央行政機関に関連する主要政策を

総合的に審議･調整するため、雇用労働部に｢産業安全保健政策審議委員会｣を設置。 

 

雇用労働部長官は、労災予防管理不良事業場の労災発生件数などを公表すること

ができ、事業主は労災発生時に災害発生原因などを記録して雇用労働部長官に報告
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しなければならない。 

 

 

2) 安全･保健管理の体系および安全保健の管理規程 

 

産業安全保健法で規定する一定の規模および業種に該当する事業主は、事業場の

安全･保健管理のため、安全保健管理の責任者、安全･保健管理者および管理監督者

を選任し、該当安全保健の業務を遂行しなければならない。 

※安全保健管理責任者は 100 人以上、安全および保健管理者は 300 人以上の事業場 

 

事業主は事業場内の安全･保健に関する主要事項を審議･議決するため、100 人

(有害･危険業種は 50 人)以上の事業場は労･使同数で｢産業安全保健委員会｣を設置

することにする。 

 

100 人以上の事業場は、安全･保健管理組織と職務などに関する事項を含んだ｢安

全保健管理規程｣を作成して各事業場に掲示または備置し、これを遵守するようにす

る。 

 

 

3) 有害･危険予防措置および勤労者の健康管理 

 

事業主は、機械･器具･設備による危険および有害･危険作業などに備えた安全上

の措置と、騒音･粉塵および人体に負担を与える作業などに備えた保健上の措置を

取らなければならない。 

 

事業主は、重大な災害が発生したときは、作業を中止させ、勤労者を退避させなけ

ればならないなど、必要な安全保健措置を講じた後、作業を再開しなければならない。

また、必要に応じ、現場を保存しなければならない場合もある。 

 

事業主は、勤労者を対象に安全保健教育を実施しなければならず、管理責任者お

よび安全･保健管理者は雇用労働部長官が実施する安全･保健に関する職務教育を

受けなければならない。 

 

危険･有害な機械･器具･設備および防護装置･保護具製造･輸入者は、安全認証また

は自律的な安全確認に関する申告をしなければならず、危険･有害な機械･器具および

設備を使用する事業主は雇用労働部長官が実施する安全検査を受けなければならない。 

 

事業主は、職業病を誘発する有害因子に対する作業場内の漏出程度を許容基準値

以下に維持しなければならない。 

 

事業主は、化学物質などの名称･成分および注意事項などを表示した｢物質安全保

健資料｣を作成･備置しなければならない。 

 

事業主は、有機化合物などの有害因子を取り扱う作業場に対して 6 カ月ごとに作

業環境を測定しなければならない。 

※地方雇用労働官署は、事業主が測定した作業環境測定結果の正確性を評価するた

め、作業環境測定の信頼性評価を実施することができる。 
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－ベンゼンや騒音などの有害因子に漏出される勤労者に対しては特殊健康診断

を実施しなければならない。 

 

 

4) 監督と命令および罰則 

 

高さ 31 メートル以上や延面積 30,000 ㎡以上の建築物など、5 種類の建設工事の

場合は、事業着工前に｢有害危険防止計画書｣を作成･提出しなければならない。 

※大統領令で定める業種および規模の事業は、建設物･機械および設備の設置･移転･

変更時に有害危険防止計画書を作成し、安全保健公団に提出しなければならない。 

 

石油精製物再処理業など有害･危険設備を保有している事業場は、漏出･火災･爆発

事故など重大産業事故の予防のために｢公正安全報告書｣を提出しなければならない。 

 

雇用労働部長官は、事業場の施設およびその他の事項に対して、労災予防のため

に総合的な改善措置を取る必要があるときには、｢安全保健改善計画｣の樹立･施行

を命じることができる。 

 

勤労監督官は、事業場などに出入りして検査および安全保健点検を行い、機械･

器具などの代替･使用中止または設備の改善および作業中止などの必要な措置を命

じることができる。 

 

法令に違反したときの行政刑罰としては、最高 7 年以下の懲役、または 1 億 

ウォン以下の罰金から 500 万ウォン以下の罰金があり、過料の場合は最高 1,000

万ウォン以下から 500 万ウォン以下まで賦課することができる。 

 

 

5) 2013 年 6 月の改正内容 

 

2013年6月に改正された産業安全保健法により、事業主は安全保健管理責任者、

安全管理者、保健管理者および安全保健総括責任者を｢選任する義務｣だけではなく、

｢該当業務を遂行するようにしなければならない義務｣に強化された。 

 

また、改正法律の公布･施行日以降、事業主が安全･保健関係者に該当業務を遂行

することを行わない事実が摘発された場合には、安全･保健関係者を選任または指

定していないものとみなし、直ちに過怠料を賦課と是正命令などの行政措置が課せ

られる。 

 

2014 年からは安全管理者の選任義務を有害危険業務が多い業種に適用を拡大し

た。 

 

※安全管理者選任対象の業種: 現行法 58 業種+8 業種(①農業②漁業③縫製衣服製

造業④かつらおよび類似製品製造業⑤建物･産業設備の清掃および防除サービス業

⑥環境浄化および復元業⑦保健業⑧賃貸業)を追加 
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6) 2014 年 7 月 1 日の主要施行内容(産災発生報告の義務強化) 

 

従来は産災発生時、産災申請(療養申請)をすることで産業災害調査票の提出に代

えていたが、同法第 10 条第 2 項の但書規定が削除されたことによって、2014 年 7

月 1 日から産災が発生した時点から療養申請書の提出とは別に、産業災害調査表を

労働庁に提出しなければならない。 

 

 

 

 

9. 男女雇用平等と仕事および家庭の両立支援に関する法律 
 

 

(1) 沿革 

1987 年 12 月 4 日制定→2014 年 1 月 14 日一部改正、同日施行→2015 年 1 月 20

日一部改正および施行 

 

 

(2) 目的 

憲法の平等理念に従って雇用上の男女の平等な機会および待遇を保障し、母性保護

と女性雇用を促進して男女雇用平等を実現するとともに、勤労者の仕事および家庭の

両立を支援することによって、国民の生活の質向上に寄与することを目的とする。 

 

 

(3) 主要内容 

 

1) 雇用における男女平等 

事業主は、勤労者の募集･採用、賃金、教育･配置･昇進、定年･退職･解雇などに

おいて、合理的な理由なしに男女を差別してはならない。 

※5 人未満の事業場の場合は、上記の条件から募集･採用についてのみ適用する。 

 

 

2) 職場内セクハラの禁止および予防 

 

事業主、上級者または勤労者は、職場内でのセクハラを行ってはならない。 

－事業主は、職場内セクハラを予防するため、セクハラ予防教育を年 1 回以上

実施し、セクハラ加害者に対しては部署転換、懲戒などの措置を取らなけれ

ばならない。 

－2014 年の改正法では、事業主による職場内のセクハラを予防するため、事業

主も職場内のセクハラ予防教育を受けるように明示した(法律第 13 条第 2 項

新設)。 

 

※職場内セクハラの概念：事業主、上級者または勤労者が職場内の地位を利用し

たり、業務に関連して、ほかの勤労者に性的言動などによって性的屈辱感また
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は嫌悪感を感じさせたり、性的言動、そのほかの要求などに従わなかったとい

う理由で雇用上の不利益を与えたりすること。 

※10 人未満事業場、または事業主と勤労者の性別が同じ事業場は、広報物を掲

示･配布する方法でセクハラ予防教育に代えることができる。 

 

 

3) 顧客などによるセクハラ防止 

 

事業主は、顧客など業務に密接な関連のある者が業務遂行過程で性的な言動など

によって勤労者に性的屈辱感または嫌悪感などを感じさせ、勤労者がこれによる苦

衷解消を要請する場合 

－勤務場所の変更、配置転換など可能な措置を取るように努力しなければな

らず、 

－セクハラ被害を主張したことや、顧客などからの性的要求などに従わなか

ったことを理由にした解雇その他の不利益な措置はできない。 

 

 

4) 積極的な雇用改善措置の施行 

 

政府投資機関、政府傘下機関、常時 500 人以上の事業場は、積極的な雇用改善

措置の施行計画を樹立･提出しなければならない。 

 

履行実績の評価および支援のために地方労働庁などで｢積極的雇用改善委員会｣

を設置する。 

 

職種別による女性勤労者の比率が 3 回連続して女性の雇用基準に達しない事業

主が、積極的に雇用改善の措置や施行計画履行の催促を受けたのにもかかわらず、

これに従わなかった場合は、雇用労働部長官がその名簿を公表するようにする(法

律第 17 条の 5 新設)。 

 

 

5) 母性保護と仕事および家庭生活の両立支援 

 

国は勤労基準法第 74 条による産前･後休暇を使用した勤労者のうち、一定の要

件に該当する者に、当該休職期間中に通常賃金に相当する金額を社会保険(雇用保

険)から支給することができる。 

 

常時女性勤労者 300 人以上または常時勤労者 500 人以上を雇用している事業場

は、授乳･託児など育児に必要な職場保育施設を設置･運用しなければならない。 

 

事業主は、満 8 歳以下または小学校 2 年生以下の子女がいる男女勤労者が養育

のために休職を申請する場合、1 年以内の育児休職を付与しなければならず、30

日以上の休暇を得た勤労者に対し育児休職給与を支給しなければならない。 

 

2014 年の改正法では、勤労者が育児休職を申請することができる子女の年齢を満

6 歳以下から満 8 歳以下または小学校 2 年生以下に上方調整された(法律第 9 条第 1

項)。 
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事業主は、勤労者が育児休職を使用する代わりに 1 年以内の期間を定め、週 15

時間以上 30 時間以内の範囲内で勤務する｢育児期労働時間短縮｣を申請する場合に

はそれを許容することができ、許容しない場合には書面にてその事由を該当勤労者

に通知しなければならない。 

 

ただし、勤続勤労期間が 1 年未満の勤労者と同一の子女に対して配偶者が育児休

職中の勤労者に対しては、育児休職を認めない。 

育児期労働時間短縮制度を利用する勤労者の勤労条件は、当事者間での書面によって 

定めるが、 

－労働時間に比例して定める勤労条件以外には育児期労働時間の短縮を理

由に勤労条件を不利にしてはならず、 

－延長勤労は、該当勤労者の明示的な請求がある場合にのみ週 12 時間を限

度にして可能であり、 

－育児期労働時間の短縮期間は平均賃金算定期間から除き、労働時間短縮を

理由にして解雇などの不利益な処遇を禁止する(期間制および派遣勤労者

も同様)。 

 

事業主は、勤労者が配偶者の出産を理由にして出産した日から 30 日以内に休暇

を請求する場合には、5 日の範囲内で 3 日以上の休暇を与えなければならず、初め

の 3 日は有給とする。 

 

事業主は、勤労者の父母、配偶者、子女または配偶者の父母の疾病、事故、高齢

によってその家族を介護するための休職を申請する場合は、家族介護休職として認

めなければならない。 

 

－ただし、代替人材の確保が困難な場合や、正常な事業運営に重大な支障を来た

す場合には、書面で通知し、業務を始業･終業時間の調整や延長勤労の制限、

勤労時間の短縮や弾力性勤務制度の運営などの支援を行なうよう努力しなけ

ればならない。 

－家族介護休職の期間は最長 90 日とし、これを分けて使用することができ

るが、1 回の期間は 30 日以上でなければならない。 

－家族介護休職期間中は勤続期間に含まれるが、平均賃金算定期間からは除

外され、家族介護休職を理由にした解雇などの不利益な処遇を禁止する。 

 

雇用労働部長官は、仕事および家庭両立プログラムの導入･拡散などを支援する

ため、調査･研究および広報などの事業と専門的な相談サービスなどを、事業主と

勤労者に提供しなければならない。 

 

 

6) 女性の再就職を支援 

 

雇用労働部長官は、妊娠･出産･育児などの理由で経歴が断絶された女性や経歴

はなくとも就職を希望するすべての女性のために就業有望職種を選定し、特化した

訓練と雇用促進プログラムを開発しなければならず、 

－職業安定機関を通じて職業情報、職業訓練情報などを提供し、専門化した



Copyright © 2015 JETRO. All rights reserved. 

 

17 

職業指導、職業相談などのサービスを提供する。 

 

 

7) 紛争の予防と調整 

 

雇用労働部長官は、事業場の男女雇用平等の履行を促進するため、当該事業場に所属

する勤労者のうち、労使が推薦する者を名誉雇用平等監督官として委嘱することができ

る。 

※名誉雇用平等監督官の業務：当該事業場の差別および職場内でのセクハラ発生

時に被害勤労者に対する相談 アドバイス、当該事業場の雇用平等履行状態の

自律点検および指導時の立会い、法令違反事項が発生時したときにおける事業

主に対する改善建議および監督機関への申告など。 

 

 

 

 

 

10. 障害人雇用促進および職業リハビリ法 
 

 

(1) 沿革 

1990 年 1 月 13 日｢障害人雇用促進などに関する法律｣制定→2000 年 1 月 12 日｢障

害人雇用促進および職業リハビリ法｣に全面改正→2012 年 12 月 18 日一部改正→

2014 年 1 月 1 日施行、→2011 年 3 月 9 日一部改正→2015 年 1 月 1 日施行 

 

 

(2) 目的 

障害者の職業生活を通じた雇用促進および職業リハビリを図る。 

 

 

(3) 主要内容 

 

民間部門の 50 人以上の事業場は、一定の義務雇用比率以上の障害者を雇用しなけ

ればならず、これを履行しない場合には負担金を徴収する。 

 

－義務雇用基準の比率は 2014 年以降から 2016 年 12 月 31 日までは 2.7％となり、

義務雇用基準を遵守しなかったときには月別で雇用負担金を納付しなければなら

ない。月別の雇用負担金は、障害者の義務雇用人数に対して雇用している障害勤

労者の割合によって 781,000 ウォンから 1,166,200 ウォンまでを負担しなければ

ならない。 

 

※常時 50 人以上 100 人未満事業場は負担金を徴収せず、100 人以上の事業場から負

担金を徴収する。 

 

障害者を 2014 年以降 2.7％以上雇用した事業主に対しては、超過人員一人当り障害人

雇用奨励金を支給する(重症および女性障害者の雇用時は加算支給する)。 
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国･地方公共団体の場合は障害者を 3％以上雇用しなければならず、3％に達しない

機関は新規公開採用人員の 6％が障害者になるよう試験を実施しなければならない。 

 

雇用労働部長官は、職業指導、就業斡旋、職業訓練、創業支援、支援雇用、保護雇

用などの障害者雇用促進を図るための事業を実施しなければならず、このための組織

的･財政的な基盤として韓国障害人雇用促進工団、障害人雇用促進および職業リハビ

リ基金を設置･運営する。 

 

 

(4) 改正内容 

 

従来の｢障害人雇用計画および実施状況報告書｣の提出命令は地方雇用労働官署、報

告書の受付業務は韓国障害人雇用公団へと 2 元化されており、障害者の雇用義務の履

行を指導することについては非効率であった。この状況に対し、報告書の受付業務を

韓国障害人雇用公団から地方雇用労働官署に業務が変更された。 

 

 

 

 

11. 雇用上の年齢差別禁止および高齢者雇用促進に関する法律 
 

 

(1) 沿革 

1991 年 12 月 31 日制定→2013 年 5 月 22 日一部改正→2014 年 5 月 23 日施行 

 

 

(2) 目的 

雇用時における年齢差別禁止および高齢者の就業支援･就業促進を図る。 

 

 

(3) 主要内容 

 

1) 雇用上の年齢差別禁止 

 

雇用の全段階において年齢差別を禁止し、間接差別の禁止も含む。 

救済手続きや過料賦課などの制裁規定を設ける。 

－被害者が実質的な権利救済を受けることができるように雇用労働部長官に

是正命令権限を与える。 

※被害者が人権委員会に陳情を提起できるようにし、国家人権委員会で救済措

置などの勧告をした場合、その内容を雇用労働部長官に通報するように規定

する。 

－確定した是正命令を履行しなかったときは、3,000 万ウォン以下の過料を賦

課する。 

－年齢差別の行為に対する陳情、資料提出、答弁･証言、訴訟、告発などを行

ったという理由で勤労者に解雇、転補、懲戒、その他の不利な処遇を行った
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事業主は 2 年以下の懲役または 1,000 万ウォン以下の罰金に処する。 

－募集･採用時の差別禁止条項に違反したときは、500 万ウォン以下の罰金に

処する。 

 

 

2) ｢高齢者雇用促進基本計画｣の樹立 

 

雇用労働部長官が関係中央行政機関の長と協議した後、｢雇用政策審議会｣を経て、

△高齢者の現況と展望、△能力開発、△就業支援など、高齢者雇用に関連する主要

政策に対する｢高齢者雇用促進基本計画｣を樹立する。 

 

 

3) 事業主の高齢者雇用努力の義務 

 

常時 300 人以上の勤労者を使用する事業場の事業主は、各業種ごとに定められ

た基準雇用率以上の高齢者を雇用しなければならない。 

－事業主は年 1 度、高齢者雇用現況を作成し管轄する地方労働官署に提出しな

ければならならず、基準雇用率を遵守しない事業主に対しては、雇用労働部

長官は高齢者の雇用促進および安定のための措置を講じることができる。 

※基準雇用率：製造業：2％、運輸業、不動産、および賃貸業：6％、その他の産業 

：3％ 

準高齢者･高齢者の優先雇用職種 

－｢雇用政策審議会｣の審議を経て準高齢者および高齢者の雇用に適合な職種

を選定･告示する。 

－公共部門：国、地方公共団体、政府投資機関、政府拠出機関、政府出資委託

機関は、優先雇用職種に新規採用および人員補充などの事由が発生した場

合、準高齢者および高齢者を優先的に雇用しなければならない。 

－民間部門：優先雇用職種に準高齢者および高齢者を優先雇用するよう努力し

なければならない。 

－300 人以上の勤労者を使用する事業主は、年 1 度定年制度の運営現況を作成し

管轄する地方労働官署に提出しなければならならず、定年を著しく低く定め

た事業主に対しては、雇用労働部長官が定年延長勧告などの措置を講じるこ

とができる。 

 

2016 年 1 月 1 日より 300 人以上の事業場と公共機関は 60 歳定年制を義務化し、

2017 年 1 月 1 日からは 300 人未満の事業場に対し 60 歳定年制を義務化する。 

 

 

4) 定年退職者の再雇用 

定年退職者が再就業を希望する場合には、再雇用するよう努力しなければならな

い。定年退職者を再雇用したり、雇用安定に必要な措置を取ったりした事業主に対

しては、奨励金支給など必要な支援をすることができる。 

※定年退職者継続雇用奨励金制度の運用(雇用保険基金) 
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5) 基準雇用率の履行および定年延長計画書の提出義務の履行確保 

高齢者基準雇用率の履行計画および定年延長の計画を提出しない者に対して、そ

れぞれ 500 万ウォン以下の過料を賦課する。 

 

 

6) 定年 60 歳の法制化 

 

事業主は、勤労者の定年を 60 歳以上に定めることを義務化し、もし、60 歳未満

として定年を定めている場合は 60 歳とみなす。 

 

定年を延長する事業または事業場の事業主と勤労者の過半数で組織された労働

組合(勤労者の過半数で組織された労働組合がない場合には、勤労者の過半数を代

表するものをいう)は、その事業または事業場の要件によって賃金体系の改編など

必要な措置をとらなければならない。 

 

雇用労働部長官は、定年 60 歳の措置を行った事業または事業場の事業主や勤労者

に大統領令で定める内容に基づき雇用支援金などの必要な支援を行うことができ、賃

金体系の改編などにためにコンサルティングなどの必要な支援を行うことができる。 

 

定年 60 歳の導入規定の施行は、次のとおりである。 

 

1. 常時 300 人以上の勤労者を使用する事業または事業場、｢公共機関の運営に関

する法律｣第 4 条に基づく公共機関、｢地方公企業法｣第 49 条に基づく地方公社

および同法第 76 条に基づく地方公団: 2016 年 1 月 1 日 

2. 常時 300 人未満の勤労者を使用する事業または事業場、国家および地方自治団

体:2017 年 1 月 1 日 

 

 

 

 

12. 勤労者参与および協力増進に関する法律 
 

 

(1) 沿革 

1980 年 12 月 31 日労使協議会法制定→1997 年 3 月 13 日勤労者の参与および協力

増進に関する法律制定 →2010 年 7 月 5 日改正施行 

 

 

(2) 目的 

労使が、参与と協力を通じて労使共同の利益を増進することによって産業平和を図

り、国民経済発展に寄与するのを目的とする。 
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(3) 主要内容 

 

 

1) 総則 

常時 30 人以上の勤労者を使用する勤労条件の決定権がある事業(場)単位で、労

使協議会を設置するよう義務付ける。 

労使協議会が設置されていても労働組合の役割と機能は制約を受けないことを

明示する。 

 

 

2) 労使協議会の構成 

 

労使協議会委員は勤労者と使用者を代表する同数の委員で、各 3 人以上 10 人以

内で構成するようにする(非常任･無報酬、任期 3 年)。 

 

勤労者委員は、勤労者の直接･秘密･無記名投票によって選出するが、勤労者の過

半数で組織された労働組合がある場合には、労働組合の代表者とその労働組合が委

嘱する者とする。 

 

使用者委員は、事業場の代表者とその代表者が委嘱する者とする。 

 

労使協議会は、会議を主宰する議長(委員の中で互選)と、会務記録などのために

労使各一人の幹事を置くようにする。 

 

 

3) 労使協議会の運営および協議会規程 

会議は定期会議(四半期 1 回)、臨時会議(随時)に区分し、労使委員各過半数の出

席で開催し、出席委員 3 分の 2 以上の賛成によって議決する。 

 

労使協議会の組織と運営に関する事項を定めた労使協議会規程を制定して、協議

会設置日から 15 日以内に雇用労働部長官に提出しなければならない。 

 

勤労者委員の選出時の介入･妨害の禁止、勤労者委員の業務のための場所使用、

協議会出席時間などの基本的な便宜を、使用者が提供するよう義務付ける。 

 

 

4) 労使協議会の任務 

 

労使協議会の議決事項として、勤労者の教育訓練および能力開発の基本計画樹立、

福祉施設の設置と管理などを定める。 

 

労使協議会の協議事項として、生産性向上と成果配分、作業環境の改善と健康増

進、作業工程の改善、勤労者監視設備の設置、女性勤労者の母性保護と仕事および

家庭生活の両立を支援するための事項などを定める。 

 

労使協議会の報告事項として、経営実績、生産計画･実績、人員計画などを定め



Copyright © 2015 JETRO. All rights reserved. 

 

22 

る。 

 

 

5) 苦衷処理 

 

常時 30 人以上の勤労者を使用する事業(場)の場合は、苦衷処理委員(労使を代表

する 3 人以内)を選任しなければならない。 

 

労使協議会が設置されている場合には協議会がその委員の中で選任し、設置され

ていない場合には使用者が委嘱するようにする。 

 

 

 

 

13. 労働組合および労働関係調整法 
 

 

(1) 沿革 

1953 年 3 月 8 日｢労働組合法｣および｢労働争議調整法｣制定 

1997 年 3 月 13 日｢労働組合および労働関係調整法｣制定→2011 年 7 月 1 日改正施行

→2014 年 5 月 20 日一部改正および施行 

 

 

(2) 目的 

 

憲法に基づく勤労者の団結権、団体交渉権、および団体行動権を保障して、勤労条

件の維持･改善と勤労者の経済的かつ社会的地位の向上を図る。 

 

労働関係の公正な調整を通じて労働争議を予防･解決することによって産業平和の

維持および国民経済の発展に寄与する。 

 

 

(3) 主要内容 

第 2 章 主な労働関連法律解説を参照 
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第 2 章 主な労働関連法律解説 
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1. 労働時間制度 
 

 

(1) 勤労基準法上の労働時間制度概要 

 

勤労基準法は、重要な勤労条件の一つである労働時間に対し｢法定基準労働時間｣を、

｢休憩時間を除き 1 日 8 時間、1 週 40 時間以内｣と規定(勤労基準法第 50 条)しており、

法定基準労働時間を超過する場合には、必ず当事者間の合意を要すると規定している。 

 

現在、週 40 時間勤務制度は常時勤労者 5 人以上の事業場に適用されている。ただ

し、勤 労者の 5 人未満の事業場に対しては、勤労基準法の勤労時間および休暇関連

規定が適 用されないため、週休二日制度が適用されない。 

 

 

(2) 法定基準労働時間 

 

＜5 人以上の事業場 ＞ 

区   分 
基準労働時間 延長可能 

時間 

夜間、 

休日勤労 
備  考 

1 日 1 週 

成人男性勤労者(勤労

基準法第 50 条) 
8 時間 40 時間 1 週 12 時間 規定がない  

成人女性勤労者(勤労

基準法第 70～71 条) 
8 時間 40 時間 1 週 12 時間 本人の同意 

 

産後 1 年未満の女性勤

労者(勤労基準法第 70

～71 条) 

8 時間 40 時間 

1 日 2 時間 

1 週 6 時間 

1 年 150 時

間 

本人の同意 

雇用労働部長官

の認可が必要 

 

妊娠中の女性勤労者 

(勤労基準法第 70 条) 
8 時間 40 時間 延長勤労不可 

本人からの 

明確な請求 

雇用労働部長官

の認可が必要 

 

18 歳未満の勤労者(勤

労基準法第 69～70 条) 
7 時間 40 時間 

当事者との同

意によって 

1 日 1 時間 

1 週 6 時間 

本人の同意、雇

用労働部長官

の認可が必要 

15 歳以上 

18 歳未満 

勤労者 

有害危険作業勤労者(産

業安全保険法第46条) 
6 時間 34 時間 延長勤労不可 

 
潜水、潜鑑 

作業 
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1) 成人勤労者の労働時間 

 

勤労基準法第 50 条(労働時間) 

①1 週間の労働時間は、休憩時間を除き、40 時間を超過することができない。 

②1 日の労働時間は、休憩時間を除き、8 時間を超過することができない。 

③第 1 項および第 2 項による勤労時間を算定することにおいて、作業のために勤

労者が使用者の指揮･監督のもとにある待機時間などは、勤労時間としてみなす。 

(注 1)常時勤労者 5 人以上の事業場に対して提供される。 

 

勤労基準法では 1 日 8 時間、1 週 40 時間を基準労働時間として定めている。こ

の基準労働時間は、成人男性勤労者だけではなく成人女性勤労者にも適用される。 

 

 

2) 年少勤労者の労働時間 

 

勤労基準法第 69 条(労働時間) 

15 歳以上 18 歳未満の者の労働時間は、1 日に 7 時間、1 週間に 40 時間を超

過してはならない。ただし､当時者間の合意によって 1 日に 1 時間､1 週間に 6 時

間を限度として延長することができる。 

 

年少勤労者に対しては、1 日 7 時間、1 週 40 時間を基準労働時間としている。

関連条文は、15 歳以上 18 歳未満者を対象に労働時間を制限しているが、15 歳未

満者でも雇用労働部長官の就職認許証をもって就業した者は、基準労働時間を 1 日

7 時間、1 週 40 時間とみなす。年少勤労者の延長労働時間は 1 日 1 時間、1 週 6

時間を超過することができない。 

 

 

3) 有害危険作業勤労者の労働時間 

 

産業安全保健法第 46 条(労働時間延長の制限) 

事業主は、有害または危険な作業であって大統領令が定める作業に従事する勤

労者に対しては、1 日 6 時間、1 週 34 時間を超過して勤労させてはならない。 

 

有害･危険作業の労働時間は、1 日 6 時間、1 週 34 時間を超過することはできず、

延長勤労をさせないように産業安全保健法に規定している。有害･危険作業とは、

潜艦または潜水作業などの高い気圧で行う作業をいう(同法施行令 32 条の 8)。 

 

 

4) 労働時間と関連する事例 

 

①業務待機時間は労働時間に含めるのか 

待機時間は、勤労者がその時間を自由に利用することができるか否かによって、

自由な利用が可能な場合には休憩時間になり、使用者の指揮･監督下に置かれて

いる場合は勤務時間に含まれるものと解釈される。 
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②教育時間 

教育は、所定労働時間内外およびその種類を問わず、使用者の指揮命令により行

われ、参加しないときに制裁など勤労者に不利益を与える場合には、その時間は労

働時間とみなす。しかし、教養教育など参加が義務付けられていない教育は労働時

間と見なさないので、勤労者個人の自由による教育は勤務時間とは関係がない。 

 

③野遊会など会社の行事参加 

勤務時間中に行われる野遊会など、会社の行事参加は労働時間とみなす。しか

し、勤務時間外または休日に実施されるときは参加義務の有無によって勤務時間

に含めるか否かが決定される。 

 

④当直勤労 

一般的に当直勤労とは、定期的巡察、電話や文書の受付、その他非常事態発生

などに対備して施設内に待機していることであり、労働の密度が低く、監視･取締

りの勤務をする場合が大部分であって、慣行的な正常業務ではない。従って、別

途の勤労契約を必要とせず、本来の契約に付随する義務として履行されるものに

対しては実費弁償的な金品が支給される。ただし、当直時に監視･取締り的な当直

ではなく、本来の業務の延長により勤務する場合には、当然、労働時間とみなす。 

 

⑤使用者の承認を得ていない延長勤労 

ソウル中央地方法院では、現実的に延長勤労が必要であるにもかかわらず、使

用者側が嫌がるために事実上延長勤労を放棄する雰囲気にある職場であるなら、

延長勤労に対して使用者の承認を得ていなかったり延長勤労申請を行っていなか

ったとしても、実際に延長勤労した時間に対してはそれに相当する賃金を支給し

なければならない。ただし、原告が出勤時間よりも早く出勤した場合には、使用

者の要求によって出勤時間よりも早く出勤したという事実に対する立証がない以

上、その時間を延長勤労したということを認めることはできず、退勤時間が 30 分

以内で遅くなった場合でも、退勤準備のための時間である可能性があるという事

情を考慮し、延長勤労を行ったとしては認めない(2014.1.7, 2013 ガ訴 5258885)。 

 

雇用労働部の行政解釈では、勤労基準法第 53 条[当事者間で合意すれば･･･(中

略)･･･勤労時間を延長することができる]を根拠として、｢債権回収の成果を高め、

成果手当をより多く得るため自ら延長勤労を行なった場合、成果手当以外に時間

外手当を使用者が支給する義務はない｣と解釈している(2005.8.22,勤基-4380)。 

しかし、現実的に勤労者が実際に延長勤労を行ったにもかかわらず、使用者が名

目上の規定を理由として延長勤労の合意を行わず、延長勤労手当を受け取ること

ができないという労働の現実を反映させるのと同時に、自発的な延長勤労に対し

ては、延長勤労が否認されるという点も、この判例の中から判断することができ

る。 
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(3) 弾力的労働時間制 

 

 

1) 弾力的労働時間制の意義 

 

弾力的労働時間制とは、2 週間、3 カ月間などのように一定期間を平均して 1 日

または 1 週間の労働時間が法定労働時間を超過しない範囲内で、特定日または特定

週に基準労働時間を超過しても労働時間の違反でないのは勿論のこと、超過した時

間に対しても延長勤労の加算手当を支給しなくてもよい制度である。仕事が多いと

きは労働時間を長くし仕事が少ないときは労働時間を短くするなど、労働時間の運

営に弾力性を賦与するための制度である。 

 

 

2) 2 週以内の弾力的労働時間制 

 

勤労基準法第 51 条(弾力的労働時間制) 

① 使用者は、就業規則(就業規則に準ずるものを含む)で定めるところにより、2

週以内の一定の単位期間を平均して 1 週間の労働時間が第 50 条第 1 項の労働

時間を超過しない範囲内で、特定の週に第 50 条第 1 項の労働時間を､特定の日

に第 50 条第 2 項の労働時間を超過して勤労をさせることができる。ただし、

特定の週の労働時間は 48 時間を超過することができない。 

②使用者は、勤労者代表との書面合意によって、次の各号の事項を定めれば、3

カ月以内の単位期間を平均して 1 週間の労働時間が第 50 条第 1 項の労働時間

を超過しない範囲内で、特定の週に第 50 条第 1 項の労働時間を､特定の日に第

50 条第 2 項の勤務時間を、超過して勤労をさせることができる。ただし、特

定の週の労働時間は 52 時間を、特定日の労働時間は 12 時間を超過することが

できない。 

1.対象勤労者の範囲 

2.単位期間(3 カ月以内の一定の期間に定めがなければならない) 

3.単位期間における勤労日および当該勤労日別労働時間 

4.その他大統領令で定める事項 

③第 1 項および第 2 項の規定は、15 歳以上 18 歳未満の勤労者および妊娠中の女

性勤労者に対しては､ これを適用しない｡ 

④使用者は､ 第1項および第2項の規定によって当該勤労者を勤労させる場合に

は、既存の賃金水準が低下しないように賃金補填方案を講じなければならな

い。 

 

①内 容 

｢2 週以内の弾力的労働時間制｣とは、2 週間以内の一定の精算期間を定めて、

その期間中の週当り平均労働時間が 40 時間を超過しない状態で、延長勤労加算

手当なしに特定の日と週に法定労働時間を超過して勤労させることができる制

度である。例:1 週目は 6 日勤務、ほかの週は 4 日勤務などのかたちで活用するこ

とができる。 
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②労働時間制限 

2 週以内の弾力的労働時間制を導入しても、特定週の労働時間は 48 時間を超

過することができない。しかし、特定日に対する労働時間制限規定はないので、

法的には特定日に徹夜作業などが可能であると解釈することができる。ただし、

｢3 カ月以内の弾力的労働時間制｣では、特定日の労働時間が 12 時間を超過でき

ないように規定している点に留意し、｢12 時間以内｣に運営するのが望ましい。 

 

③2 週単位の弾力的労働時間制 

従来のごとく就業規則により可能であり、1 週の限度が 48 時間であるが、法定労

働時間が 40 時間に短縮されたので、2 週間の平均労働時間が 40 時間を超過してはな

らない。 

 

④3 カ月単位の弾力的労働時間制 

従来のごとく労使書面合意により可能であるが、法定労働時間が短縮すること

により、単位期間中の平均労働時間が 1 週 40 時間を超過することができず、特

定週の労働時間が 52 時間、特定日の労働時間が 12 時間を超過することができな

い。 

 

⑤弾力的労働時間制を施行するときの延長勤労 

弾力的労働時間制を施行しても、従来のごとく法第 53 条第 2 項の規定により

1 週 12 時間を超過しない範囲内で延長勤労をすることができる。 

 

⑥就業規則などの規定 

2 週以内の弾力的労働時間制は、就業規則またはこれに準ずるものに規定して

運営することができる。適法な手続きによって就業規則を作成･変更して弾力的

労働時間制を明示している場合には、勤労者個人の同意は必要ない。 

 

⑦該当勤労日別に労働時間を事前明示 

勤労契約や就業規則には、始業と終業の時間を明示するようにしているため、

2 週以内の弾力的労働時間制を導入する場合には、特定週の始業および終業時間

は事前に明示しなければならない。 

 

⑧有効期間 

法令上有効期間に対する規定はない。その運営は就業規則に従うことにしているの

で、別途に有効期間を定めていない場合には、期間に制限なく実施することができる。  

 

 

3) 3 カ月以内の弾力的労働時間制 

 

勤労基準法施行令第 28 条(弾力的労働時間制に関する合意事項など) 

①法第 51 条第 2 項第 4 号において｢その他大統領令で定める事項｣とは、書面合

意の有効期間をいう。 

②雇用労働部長官は、法第 51 条第 4 項による賃金補填方法に関し必要な場合に

は、使用者にその補填方法の内容を提出するように命じ、これを直接確認す

ることができる。 
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①内 容 

｢3 カ月以内の弾力的労働時間制｣とは、3 カ月以内の一定の精算期間を定めて、

その期間中の週当り平均労働時間が 40 時間を超過しない状態で、特定日に 8 時

間を、特定週に 40 時間を超過して勤労させる制度である。この場合、8 時間超

過または 40 時間を超過した部分に対する延長勤労加算手当は発生しない。この

制度は、一般的に 3 カ月以内の弾力的労働時間制の形態で運営することができる。

月末に勤務量が増加するなど一定の周期で業務量が変動する業種において効率

的な労働時間の管理が可能である。 

 

②勤労者代表との書面合意 

｢3 カ月以内の弾力的労働時間制｣は、2 週以内の弾力的労働時間制に比べてそ

の対象期間が長い点でその要件を制限しており、使用者と勤労者代表の間で書面

合意を経なければならない。労使間の書面合意によりこの制度を導入して運用す

れば、別途の個別勤労者の同意は必要でない。 

 

③勤労者代表との書面合意内容 

｢3 カ月以内の弾力的労働時間制｣を導入するためには、労使間に次の事項につ

いて書面合意をしなければならない。 

イ.対象勤労者の範囲：制度を適用する対象業務、対象職業などを定めた後、こ

れに属する勤労者を対象とする。 

ロ.単位期間：1 日の勤労時間と 1 週の勤労時間の平均を出した単位期間を 3 カ

月以内に定める。 

ハ.単位期間における勤労日および当該勤労日別労働時間：対象勤労者が自身の

勤労を予め把握できるよう、精算期間と精算期間における勤労日および当該

勤労日別労働時間を明確に定めなければならない。 

ニ.有効期間：濫用を防止するため書面合意において有効期限を定めなければな

らない。 

 

④労働時間制限 

｢3 カ月以内の弾力的労働時間制｣を導入しても、特定週の労働時間は 52 時間

を、特定日の労働時間は 12 時間を超過することができないので、これを考慮し

て勤務時間を運営しなければならない。 

 

 

4) 事 例 

 

①弾力的労働時間制を運営する場合における延長勤労 

延長勤労は、弾力的労働時間制の導入をしたか否かとは関係なく、当事者間に

別途の合意があれば 1 週 12 時間まで可能である。従って、弾力的労働時間制を

導入した場合には、 

－｢1 週の最長労働時間｣は 1 週所定労働時間 ＋ 延長勤労 12 時間になる。 

－｢2 週以内弾力的労働時間制｣の場合には、特定週に 48 時間 ＋ 12 時間、即

ち 60 時間まで勤労が可能である。 

－｢3 カ月以内弾力的労働時間制｣の場合には、特定週に 52 時間 ＋ 12 時間、



Copyright © 2015 JETRO. All rights reserved. 

 

30 

即ち 64 時間まで勤労が可能になる。 

 

3 カ月以内の弾力的労働時間制の場合には、特定日の労働時間を 1 日 12 時間

に制限しているが、これは特定日の所定労働時間に対する制限であり、当事者間

の別途合意により延長する労働時間は含めない。 

 

 

(4) 選択的労働時間制 

 

 

1) 選択的労働時間制の内容 

 

勤労基準法第 52 条(選択的労働時間制) 

使用者は、就業規則(就業規則に準じるものを含む)によって始業および終業時

刻を勤労者に任せることにした勤労者に対しては、勤労者代表との書面合意に

よって次の各号の事項を定めたときは、1 カ月以内の精算時間を平均して、1 週

間の労働時間が第 50 条第 1 項の労働時間を超過しない範囲内で、1 週間に第 50

条第 1 項の労働時間を、1 日に第 50 条第 2 項の勤務時間を超過して勤労させる

ことができる。 

1.対象勤労者の範囲(15 歳以上 18 歳未満の勤労者を除く) 

2.精算期間(1 カ月以内の一定期間に定めなければならない)。 

3.精算時間における総労働時間 

4.必ず勤労しなければならない時間帯を定める場合には、その開始および終了

時刻 

5.勤労者がその決定によって勤労することができる時間帯を定める場合には、

その開始および終了時刻 

6.その他大統領令で定める事項 

 

 

勤労基準法施行令第 29 条(選択的労働時間制に関する合意事項) 

法第 52 条第 6 号において｢その他大統領令で定める事項｣とは、標準労働時間

(使用者と勤労者代表が有給休暇などの計算基準として合意して定めた 1 日の労

働時間をいう)をいう。 

 

｢選択的労働時間制｣とは、就業規則に定めて始業および終了時刻を勤労者の決定に

任せることにし、勤労者との合意を通じて 1 カ月以内の精算期間を定めて、総労働時

間の範囲内で出退勤時刻と 1 日の労働時間を勤労者が自主的に決定させる制度である。 

即ち、精算期間中の週当りの平均労働時間や 40 時間を超過しない範囲内で、特定

日または特定週に法定基準労働時間を超過して勤務することができる。出退勤時間

と 1 日の労働時間を対象勤労者が自主的に定めることができるので、専門職または

研究職勤労者の業務能率向上を図ることができるほか、主婦勤労者の採用を促進す

ることができる。 
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2) 就業規則に規定 

｢選択的労働時間制｣を導入するためには、まず就業規則にその対象を規定しなけ

ればならない。これは、勤労者が始終業時刻を自らの意志によって決定することが

選択的労働時間制の核心であるので、これを担保するため規則に明示するように要

求している。 

 

 

3) 勤労者代表との書面合意およびその内容 

 

｢選択的労働時間制｣を導入する場合には、必ず使用者と勤労者代表間に書面合意

が必要となる。書面合意の内容には、対象勤労者の範囲、精算期間、精算期間にお

ける総労働時間などの事項を含めなければならない。 

 

①対象勤労者の範囲 

選択的労働時間制を適用する勤労者の範囲は、就業規則に規定し、適用対象者

について勤労者代表と具体的に合意しなければならない。その対象に関しては、

法令上制限がなく、各事業場の業務の実情によって全員を対象にしたり、特定部

署単位または一定資格をもっている者に限定することもできる。 

 

②精算期間 

精算期間とは、選択的労働時間制の下で勤労する労働時間を定めた期間である。

勤労者は、精算期間内で各勤労日の始業および終了時刻を自ら決定することがで

きる。精算期間は 1 カ月以内の期間で定めなければならず、1 カ月または 2 週間、

4 週間などに定めることができる。 

 

③精算期間における総労働時間 

精算期間中の総労働時間は、選択的労働時間制においては勤労契約上の勤労者

が勤労しなければならない時間として定めている所定労働時間である。 

総労働時間は、精算期間中の週当り平均労働時間と法定労働時間の範囲内で定め

なければならない。 

 

④労働時間帯の決定 

労働時間帯の決定において、開始および終了時刻選択的労働時間制の適用を受

ける勤労者が、義務的に勤労する時間帯(core time)を定める場合には、その時間

帯の開始および終了時刻を定めなければならない。 

義務的な時間帯を定めても、その時間帯以外の始終業は勤労者の自由意志に任せ

なければならない。 

 

⑤標準労働時間 

選択的労働時間制を導入する場合には、有給休暇などの計算基準のために使用

者と勤労者代表が書面合意して定めた 1 日の労働時間、即ち標準労働時間を定め

なければならない。 
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4) 事 例 

 

①精算期間中の実際労働時間が所定労働時間を超過する場合における延長勤労手

当の問題 

精算期間中の実労働時間が労使合意で定めた所定労働時間を超過する場合に

おいて、その超過した労働時間を労働時間に認めるか否かは労使間の合意による。

選択的勤労時間制は、事前に労使間に所定労働時間を合意して運営するものであ

り、事前合意された所定労働時間以上の労働時間に対しては労使間でこれを認め

る合意が必要である。ただし、精算期間を平均して週当り 12 時間以内の延長勤

労に対して合意した場合には、延長勤労加算手当を支給しなければならない。 

 

②Core time 帯が夜間である場合における夜間勤労手当の支給問題 

選択的労働時間制を導入しても、義務的労働時間帯が夜間勤労に該当すれば夜

間勤労加算手当を支給しなければならない。 

 

 

(5) 裁量労働時間制の内容 

 

 

1) 裁量労働時間制の内容 

 

勤労基準法第 58 条(労働時間計算の特例) 

①事業の性質に照らし､業務遂行方法を勤労者の裁量に任せる必要がある事務

であって大統領令で定める業務は、使用者が勤労者代表との書面合意により

定めた時間を勤労したものとみなす。この場合、当該書面合意には次の各号

の事項を明示しなければならない。 

 

1.対象業務 

2.使用者が、業務の遂行手段および時間配分などに関し勤労者に具体的な指

示をしないという内容 

3.労働時間の算定は、当該書面合意により定めるところに従うとの内容 

②第 1 項および第 3 項の施行に必要な事項は、大統領令で定める。 

 

 

勤労基準法施行令第 31 条(裁量勤労の対象勤労など) 

法第 58 条第 3 項において｢大統領令で定める業務｣とは、次の各号のいづれか一

つに該当する業務をいう。 

    1.新商品、新技術の研究開発、人文社会科学または自然科学分野の研究業務 

    2.情報処理システムの設計または分析業務 

    3.新聞、放送または出版業務における記事の取材、編成または編集業務 

    4.衣服、室内装飾、工業製品、広告などのデザインまたは考案業務 

    5.放送番組、映画などの製作事業におけるプロデューサーまたは監督業務 

    6.その他、雇用労働部長官が定める業務 
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｢裁量労働時間制｣とは、研究職、出版職などのように業務の性質上、業務遂行の

手段や時間配分の決定などに対して具体的に指示をすることが難しい業務に対し、

使用者がその施行方法などを勤労者の裁量に任せ、労働時間は勤労者代表との書面

合意によって定められた時間を勤労したものと認める制度である。ただし、裁量労

働時間制は長時間勤労による勤労者の健康を損なう憂慮があるため、使用者にそれ

を防止する義務を付与する条文等を整備する必要がある。 

 

 

2) 裁量労働時間制の対象業務 

裁量労働時間制の適用対象業務は、高度の専門職、裁量的業務であり、一律的な

労働時間管理よりは業務の質や成果を重視したり創意性を必要とする業務であり、

現状では具体的な対象業務は規定されていないが、今後、その対象がますます拡大

する見通しである。 

 

 

3) 書面合意および合意の内容 

｢裁量労働時間制｣は、勤労者代表との書面合意が必須条件である。書面合意には、

対象業務、使用者の業務遂行手段および時間配分などについて、勤労者に具体的な指

示を行なわないという内容と労働時間の算定などに関する内容を含めなければならな

い。もし、上記の内容が明示されていない場合は、合意が無効になることがある。 

 

 

4) 事 例 

 

①裁量勤労制の適用を受ける勤労者の延長または夜間勤労適用は。 

裁量勤労制の適用においては、その勤労者の実際労働時間とは関係なく、書面

合意により定められた時間を勤労したものと認める。従って、書面合意した労働

時間が法定労働時間を超過して定められた場合には、超過した部分は延長勤労と

し、夜間労働時間帯に定めた場合には夜間勤労が適用される。 

 

②事前合意のない休日勤労 

出退勤の規律を受けない完全裁量勤労制の場合には、休日に勤務しても事前に

書面合意がなければ、休日勤労に該当しない。 

 

 

(6) 事業場外のみなし労働時間制 

 

1) 事業場外のみなし労働時間制度の内容 

 

勤労基準法第 58 条(労働時間計算の特例) 

①勤労者が、出張その他の事由によって労働時間の全部または一部が事業場外の

勤労により労働時間の算定が難しいときは、所定労働時間を勤労したものとみ

なす。ただし、当該業務を遂行するため通常所定労働時間を超過して勤務する

必要がある場合には、その事務の遂行に通常必要な時間を勤労したものとみな

す。 
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②第１項但書の規定にかかわらず、当該業務に関して勤労者代表との書面合意があ

るときは、その合意により定める時間をその事業の遂行に通常必要な時間とみな

す。 

 

｢事業場外のみなし時間制｣とは、労働時間の計算において、出張などその他の事

由で事業場の外で勤労をし労働時間の測定が難しい場合には、労使間の紛争の可能

性があるので一定時間を勤務したものとみなす制度である。この制度を適用すれば、

労働時間算定が難しい場合に、ⅰ)所定労働時間を勤務したものとみなす、ⅱ)業務

遂行に通常必要な時間を勤務したものとみなす、ⅲ)労使が書面で合意した時間を

労働時間とみなすことになる。 

 

 

2) 事業場外のみなし労働時間制の適用要件 

 

｢事業場外のみなし労働時間制｣を適用するのは、勤労者が出張その他の事由によ

り、労働時間の全部または一部を事業場の外で勤労し、労働時間を算定することが

難しいときに適用する。 

 

 

3) 労働時間とみなす原則と例外 

 

①原 則 

｢事業場外のみなし労働時間制｣の適用要件が満たされた場合には、原則的に

｢所定労働時間を勤務したもの｣とみなす。業務の性質上、正確な算定が難しい労

働時間を所定労働時間を勤労したものとみなす。 

 

②例 外 

ただし、所定労働時間とみなす際に当該業務遂行のために通常所定労働時間を

超過して勤労する必要がある場合には、その業務の遂行に通常必要な時間を勤労

したものとみなす。 

 

③労使合意によるみなし 

②項の例外に該当したとしても、当該業務に対して勤労者代表と書面合意した場

合には、その合意によって定めた時間をその業務遂行に通常必要な時間とみなす。 
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2. 休日と休暇 
 

(1) 休日と休暇の意義 

休日と休暇は、勤労者が休むことにおいてはその効果が同じものである。しかし、

休日は最初から勤労義務がない日であり、休暇はもともと勤労義務がある日であるが

勤労者の請求または特別な事由を満たしたことによって勤労義務が免除される日をい

う。 

 

休日と休暇は、法的に与えなければならない法定休日･休暇と、会社が定める約定

休暇(会社休暇)に区分することができる。 

 

区 分 法  定 約  定 

休 日 

－週休日(勤労基準法 55 条) 

－勤労者の日(5 月 1 日、勤労者の日制定

に関する法律) 

－公休日(官公署の公休日に関す

る規程) 

－会社創立日 

－その他休務日 

休暇 

－胎児検診時間(勤労基準法 74 の 2) 

－年次有給休暇(勤労基準法 60 条) 

－生理休暇(勤労基準法 73 条) 

－産前産後有給休暇(勤労基準法 74 条) 

－育児休職(男女雇用平等法 19 条) 

－家族介護休職(男女雇用平等法 22の 2) 

－夏季休暇 

－慶弔休暇 

－特別休暇 

－病暇休暇 

特 徴 

－義務的に賦与しなければならないが

法定基準以上は労使が自律的に決定 

－部分的に有給を義務化 

－付与の可否、付与の条件、付与

の日数、賃金支給に対して社規

や団体協約などに規定 

－有給または無給決定 

 

 

(2) 休日の類型と内容 

 

1) 法定休日 

 

勤労基準法第 55 条(休日) 

使用者は、勤労者に 1 週間に平均 1 回以上の有給休日を与えなければならない。 

   

勤労者の日制定に関する法律 

5 月 1 日を勤労者の日と定めて、この日を勤労基準法による有給休日とする。 

 

法定休日には週休日と勤労者の日がある。週休日は 1 週間の所定勤労日を皆勤し

た者に有給休暇を賦与し、勤労者の日(メーデー)は 5 月 1 日を有給休日とする。 
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2) 公休日 

 

国慶日に関する法律 第 2 条[国慶日] 

国慶日は下記のとおりである。 

3.1 節：3 月 1 日 

制憲節：7 月 17 日 

光復節：8 月 15 日 

開天節：10 月 3 日 

ハングルの日：10 月 9 日 

 

官公署の公休日に関する規程 第 2 条[公休日] 

官公署の公休日は下記のとおりである。ただし、在外公館の公休日は韓国の

国慶日と駐在国の公休日とする。 

   1.日曜日 

   2.国慶日のうち、3.1 節、光復節および開天節、ハングルの日 

   3.1 月 1 日 

   4.正月前日、正月、正月翌日(陰暦 12 月末日、1 月 1 日、2 日) 

   5.削除 

   6.釈迦誕生日(陰暦 4 月 8 日) 

   7.子供の日(5 月 5 日) 

   8.顕忠日(6 月 6 日) 

   9.秋夕前日、秋夕、秋夕翌日(陰暦 8 月 14 日、15 日、16 日) 

  10.クリスマス(12 月 25 日) 

  10 の 2.公職選挙法第 34 条の任期満了による選挙の選挙日 

  11.その他政府が随時に指定する日 

 

官公署の公休日に関する規程 第 3 条[代替公休日] 

①第 2 条第 4 号または第 9 号による公休日がほかの公休日と重なる場合、第 2

条第4号または第9号による公休日の次の1番目の非公休日を公休日とする。 

②第 2 条第 7 号による公休日が土曜日やほかの公休日と重なる場合、第 2 条第

7 号による公休日の次の 1 番目の非公休日を公休日とする。 

 

 

公休日は、大統領令である｢官公署の公休日に関する規程｣に規定された日であり、

官公署の休日であって労働関係法上の勤労者の休日ではない。公休日は、就業規則

などに休日として定められた休日であり、就業規則で有給とするかもしくは無給に

するかを定めることができる。公休日は、国内企業の事務職では、大部分が有給休

日としている。 

 

政府では、正月･秋夕および子供の日に対して代替公休日制を導入するという｢官

公署の公休日に関する規定｣の一部改正案が 2013 年 10 月 29 日に国務会議を通過

した。改正案によると、ソルナル(旧正月)または秋夕(旧盆)の連休がほかの公休日

と重なったり、子供の日が土曜日またはほかの公休日と重なる場合には、該当日の

次の最初にあたる非公休日が代替公休日として指定される。これによって、今後
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10 年間の公休日が 11 日(年平均 1.1 日)増加する効果が生まれる。 

 

 

3) 有給休日勤労と賃金支給 

 

勤労基準法第 56 条(延長、夜間および休日勤労) 

使用者は、延長時間勤労(第 53 条、第 59 条および第 69 条但書の規定によっ

て延長された時間の勤労をいう)および夜間勤労(午後 10 時から午前 6 時までの

勤労をいう)または休日勤労については、通常賃金の 100 分の 50 以上を加算し

て支給しなければならない。 

 

 

4) 有給休日の重複 

週休日と異なる有給休日と週休日が重複する場合には、就業規則と団体協約など

に翌日の休務制などを明示するなどの特別な約定がなければ、勤労者に有利な休日

だけを認めればよい。 従って、週休日と｢勤労者の日｣が重なっても 1 日の有給休

日だけ与えればよい。 

 

 

5) 補償休暇制導入 

 

勤労基準法第 57 条(補償休暇制) 

使用者は、勤労者代表との書面合意により、第 56 条による延長勤労･夜間勤労

および休日勤労について、賃金の支給に替えて休暇を与えることができる。 

 

 

6) 法違反と効果 

法定有給休日の法規定を違反すれば、2 年以下の懲役または 1,000 万ウォン以下

の罰金に処するように規定している(勤労基準法 110 条)。 

 

 

7) 事 例 

 

①1 日に 3 時間ずつ 3 日を早退すれば欠勤 1 日として処理し、休日休暇を計算する

ことができるか。 

 

就業規則に遅刻や早退が何回以上または遅刻や早退の総時間が 1 日の労働時

間より多ければ欠勤 1 日にみなすことと定めた場合、これを理由として週休、年

次休暇を計算するときに欠勤とみなして給与を削減することは違法である。 

勤労義務がある日に出勤して勤労をしていれば欠勤とみなすことはできないが、

遅刻や早退等を制裁するための懲戒や、昇給、賞与金支給などに影響を与える制

度を設けることは可能であり、実際に勤務しなかった時間分の賃金を控除するこ

とは可能である。 
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②国慶日に出勤して 2 時間を残業した場合における賃金支給 

 

国慶日は労働法上の有給休日ではないので、会社の実情に合わせて有給休日ま

たは無給休日、勤労日等に定めて実施することができる。 

国慶日を有給休日に定める場合には、有給休日に当然支給される賃金と 8 時間勤

務した賃金に有給休日勤務手当 50％を加算して支給し、残業 2 時間に対する有

給休日手当と時間外手当を各々50％加算して計 100％を加算して支給しなけれ

ばならない。国慶日を無給休日に定めた場合には有給休日にならない。 

 

 

(3) 年次休暇 

 

 

1) 年次有給休暇 

 

第 60 条(年次有給休暇) 

①使用者は、1 年間 8 割以上出勤した勤労者に 15 日の有給休暇を与えなければ

ならない。 

②使用者は、継続勤労年数が 1 年未満である勤労者または１年間 8 割未満出勤し

た勤労者に 1 月間皆勤するときは 1 日の有給休暇を与えなければならない。 

③使用者は、勤労者の最初 1 年間の勤労に対して有給休暇を与える場合には、第

2 項による休暇を含めて 15 日とし、勤労者が第 2 項による休暇を既に使用し

た場合には、その使用した勤労日数を 15 日から控除する。 

④使用者は、3 年以上継続勤労した勤労者に対しては、第 1 項による休暇に最初

1 年を超過する継続勤労年数 2 年ごとに 1 日を加算した有給休暇を与えなけれ

ばならない。この場合、加算休暇を含めた総休暇日数は 25 日を限度とする。 

⑤使用者は、第 1 項から第 4 項までの規定による休暇を勤労者の請求がある時期に

与えなければならず、その期間については就業規則などで定める通常賃金または

平均賃金を支給しなければならない。ただし、勤労者が請求した時期に休暇を与

えることが事業運営に重大な支障がある場合には、その時期を変更することがで

きる。 

⑥第 1 項から第 3 項までの規定の適用において、次の各号のいずれか一つに該当

する期間は、出勤したものとみなす。 

1.勤労者が業務上の負傷または疾病で休業した期間 

2.妊娠中の女性が第 74 条第 1 項から第 3 項までの規定による休暇で休業した

期間 

⑦第 1 項から第 4 項までの規定による休暇は、1年間行使しないときは消滅する。

ただし、使用者の帰責事由により使用できなかった場合には、この限りでない。 

 

1 年間 8 割以上出勤した勤労者については、15 日の年次有給休暇を与える。また、 

3 年以上継続勤労した勤労者については 15 日の有給休暇に加え、最初の 1 年を超過

する継続勤労 2 年ごとに 1 日を加算した有給休暇を与えなければならない。この場 

合、加算休暇を含めた総休暇日数は 25 日を上限とする。 
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勤労基準法第 61 条(年次有給休暇の使用促進) 

使用者が第 60 条の第 1 項･第 3 項および第 4 項による有給休暇の使用を促進

するために、次の各号の措置を取ったにもかかわらず、勤労者が休暇を使用す

ることなく第 60 条第 7 項本文の規定によって消滅する場合には、使用者はその

未使用休暇について補償する義務はなく、第 60 条第 7 項但書による使用者の帰

責事由に該当しないものとみなす。 

1.第 60 条第 7 項本文による期間が終了する 6 カ月前を基準にして、10 日以

内に使用者が勤労者別に未使用休暇日数を通知して、勤労者がその使用時

期を定めて使用者に通報するように書面を以て催促すること。 

2.第 1 号による催促にもかかわらず、勤労者が催促された 10 日以内に未使用

休暇の全部または一部の使用時期を定めて使用者に通報しない場合には、

第 60 条第 7項本文による期間が終了する 2 カ月前まで使用者が未使用休暇

の使用時期を定めて勤労者に書面を以て通報すること。 

 

 

2) 年次休暇算定のための特殊な期間の処理 

 

①勤労提供義務の停止により所定勤労日数計算から除外される期間 

－使用者の帰責事由による休業期間 

－適法な争議行為期間 

－育児休職期間および家族介護休職 

－その他、これらに準ずる期間 

 

②月の全部または年の全部を出勤しない場合 

欠勤とみなさない休暇や休職期間が、月の全部または年の全部に亘る場合には、

年次休暇の性格に照らし休暇を付与しなくてもよい。 

 

③遅刻、早退、外出 

遅刻、早退、外出は、年･月次休暇算定のための出勤率計算において欠勤とし

て処理することができない。 

 

④待機発令 

会社の労務管理上の理由によりやむを得ず待機発令されて勤労ができない場

合には、これを使用者の帰責事由による休業に準じて解釈する。 

 

⑤懲戒(停職、出勤停止)期間 

勤労者が自身の帰責事由により停職または出勤停止の懲戒を受けて出勤率が

法定基準に未達し、年次休暇を受けることができなかった場合においても、これ

を法違反とみなすことができない。 
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3) 月または年度中の入･退社者の休暇管理 

 

年次休暇の起算時点は、勤労者の入社日が基準であり､入社日から暦日で計算し

て 継続勤労年数が 1 年未満である勤労者または 1 年間 8 割未満出勤した勤労者に

対しては、1 カ月間皆勤するときは 1 日の有給休暇を与えなければならない。月中

または年度中の退社者の場合も上記と同様に計算し、休暇を与える。 

 

 

4) 未使用休暇に対する補償 

 

年次休暇の趣旨は休暇を取ることであり、これを使用できずに勤務した部分に対

しては賃金(年次休暇補償手当)で補償しなければならない。この場合、補償手当は

賃金の 100％を支給すれば別途の加算する必要はない。 

 

 

5) 年次休暇の代替 

 

勤労基準法第 62 条(有給休暇の代替) 

使用者は、勤労者代表との書面合意により第 60 条による年次有給休暇日に代

えて、特定勤労日に勤労者を休務させることができる。 

 

勤労者代表との書面合意により年次休暇日を特定勤労日と代替することができる。

従って、飛び石休日を連休とすることなどに活用できる。 

 

 

6) 年次休暇条項違反の効果 

年次休暇の基本条項を違反する場合には、2 年以下の懲戒または 1,000 万ウォン

以下の罰金に処する(勤労基準法 110 条)。 

 

 

7) 事 例 

 

①全職員が会社の承認なく集団で年次休暇を使用する場合 

 

年次休暇は､本人の自由意思によって使用することができるが､これは会社業

務の正常な運営を阻害しない範囲内で使用しなければならない。事業運営に莫大

な支障を与える場合においては、使用者は休暇変更の権利を行使することができ

る。労組または職員がこれを違反して集団休暇を使用すれば、これは正当な休暇

使用とみなすことができないため、無断欠勤扱いとなり懲戒事由になることがあ

る。 

 

②年次休暇をすべて使用するように指示したにもかかわらず、職員がこれを使用せ

ずに勤務した場合における休暇補償。 

 

年次休暇は、本来長期間勤務による肉体的･精神的疲労を解消する休養を与え
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るという趣旨で制定されたものである。会社が、充分な時間を与えて適当な時期

に休暇を使用するように勧告し､実際に休暇の措置を行なったにもかかわらず､

本人が休暇を使用しないときは、休暇未使用分に対する手当支給の義務はない。

ただし､この場合、休暇使用勧告のみを行い実際には休暇使用の措置を取らずに

勤務させた場合には、未使用分に対する手当は支給わなければならない。 

 

③年度中または年度末に、会社の事情で一斉に休務としながら、全職員に本人の年

次休暇を一斉に使用させて休務することができるか。 

 

会社の事情で休務をする場合には､事業継続が不可能で労働委員会の承認を得

た場合を除き､｢平均賃金の 70％以上の休業手当｣の支給義務が発生する。しかし、

勤労者代表者との書面合意によって年次休暇の同時使用は可能であり、全職員が

一斉に休暇を使用して休務を実施することができる。 

勤労者代表との合意がある場合には、職員各個人に対して別途の同意を得たり休

暇の申請を受ける必要がなく、年次休暇と代替して特定日を休務にすることがで

きるので、非需期などの人材管理に活用することができる。 

 

④海外研修期間中の年次休暇 

 

一般的に、海外研修は通常の勤労とは異なり、生産性向上と勤労者の資質向上

などの複雑な目的があるため、本来の勤労とは別の勤労契約があるものとみなけ

ればならない。従って、海外研修期間中は当事者間に別途での定めがない限り、

継続勤労による疲労回復と健康維持のために付与する年次休暇は発生しない。 

 

 

(4) その他法定休暇 

 

1) 生理休暇 

  

勤労基準法第 73 条(生理休暇) 

使用者は、女性勤労者が請求するときは月1日の生理休暇を与えなければならない。 

 

生理休暇は基本的に無給を原則とし、ほかの日に代替することはできない。また、

生理休暇規定を違反するときは 500 万ウォン以下の罰金に処する(勤労基準法 114

条)。 

 

 

2) 産前後休暇 

 

勤労基準法第 74 条(妊産婦の保護) 

①使用者は、妊娠中の女性に対して、産前後を通じて 90 日(一度にニ人以上の

子女を妊娠した場合には 120 日)の産前後休暇を与えなければならない。この

場合、休暇期間の配置は産後に 45 日(一度にニ人以上の子女を妊娠した場合

には 60 日)以上になるようにしなければならない。 

②使用者は、妊娠中の女性勤労者が流産の経験など、大統領令で定める事由で

第 1 項の休暇を請求する場合、出産前のいかなるときでも休暇を分けて使用
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することができるようにしなければならない。この場合、産後の休暇期間は

連続して 45 日(一度にニ人以上の子女を妊娠した場合には 60 日)以上になら

なければならない。 

③使用者は妊娠中の女性が流産または死産した場合として、その勤労者が請求す

れば、大統領令で定めるところにより流産･死産休暇を与えなければならない。

ただし、人工妊娠中絶手術(｢母子保健法｣第 14 条第 1 項による場合は除く)に

よる流産の場合にはこの限りでない。 

④第 1 項および第 3 項による休暇のうち最初 60 日は有給とする。ただし、｢男女

雇用平等と仕事および家庭の両立支援に関する法律｣第 18 条の規定により産

前後の休暇給与などが支給されたときはその金額の限度内で支給の責任を免

れる。 

⑤使用者は、妊娠中の女性勤労者に対して時間外労働をさせてはならず、当該

勤労者の請求がある場合には、軽易な勤労に転換させなければならない。 

⑥事業主は第 1 項による産前後休暇が終了した後には、休暇前と同一の業務 

または同等の水準の賃金を支給する職務に復帰させなければならない。 

 

従来は、一括的に妊娠中の女性勤労者に有給で産前後 90 日の休暇を賦与し、特に、

産後 45 日以上が確保できるようにしなければならず、最初の 60 日は有給としなけば

ならなかった。しかし、多胎児の産婦の場合、産後の回復により多くの時間が必要で

あり、育児負担または一般の産婦よりも事情が多いことを考慮し、多胎児を妊娠した

女性には産前後休暇を現行の 90 日から 120 日に拡大し、そのうち有給休暇の部分を

60 日から 75 日に拡大している。 

 

また、妊娠中の女性勤労者が産前後休暇を請求するときには、出産前においてもいつ

でも休暇を分けて使用することができるようにしなければならない。産前後休暇規定を違

反するときは 2 年以下の懲戒または 1,000 万ウォン以下の罰金に処する(勤労基準法 110

条)。 

 

 

3) 流産･死産休暇(勤労基準法施行令第 43 条) 

 

①休暇の請求方法 

妊娠後に流産または死産した勤労者が保護休暇を請求しようとするときは、休

暇請求事由および流産･死産日と妊娠期間などを記載した｢流産･死産による保護

休暇申請書｣に医療機関の診断書を添付して当該事業主に届出る。 

 

②休暇期間 

女性勤労者が流産または死産した場合、妊娠期間が 11 週以内のときには流産ま

たは死産した日から 5 日まで、12 週以上 15 週以内のときには 10 日まで、16 週

以上 21 週以内のときには 30 日まで、22 週以上 27 週以内のときには 60 日まで、

28週以上のときには90日までを、それぞれ上限として流産･死産休暇を付与する。 
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4) 配偶者の出産休暇(男女雇用平等および職場と家庭の両立支援のための法律第 18

条の 2) 

使用主は、勤労者の配偶者の出産を理由として出産日から 30 日以内に休暇を請

求するときは、5 日の範囲内で 3 日以上の出産休暇を与えなければならない。この

場合、使用する休暇期間のうち最初の 3 日は有給とする。 

 

 

5) 育児休職 

 

男女雇用平等および職場と家庭の両立支援に関する法第 19 条(育児休職) 

①事業主は、勤労者が満 8 歳以下の初等学校 2 学年以下の子女(入養した子女を

含む)を養育するために休職(以下｢育児休職｣という)を申請する場合には、こ

れを許容しなければならない。ただし、大統領令で定める場合には、この限

りでない。 

②育児休職期間は 1 年以内とする。 

③事業主は、育児休職を理由として解雇その他の不利な処遇をしてはならず、

育児休暇期間中に当該勤労者を解雇することができない。ただし、事業を継

続することができない場合には、この限りでない。 

④事業主は、育児休暇の終了後、休職前と同一の業務または同等の水準の賃金

を支給する職務に復帰させなければならない。また、第 2 項の育児休暇期間

は勤続年数に含むものとする。 

⑤期間制勤労者または派遣勤労者の育児休職期間は、｢期間制および短時間勤労

者保護などに関する法律｣第 4 条による使用期間または｢派遣勤労者保護など

に関する法律｣第 6 条による勤労者派遣期間に算入しない。 

⑥育児休職の申請方法および手続きなどに関し必要な事項は大統領令で定め

る。 

 

事業主は、男女勤労者の子女養育のための休職を申請する場合、1 年以内の育児

休職を与えなければならない。従来満 6 歳以下の小学校就学前の子女が対象だった

が、2014 年の改正法では勤労者が育児休職を申請することのできる子女の年齢を

満 6 歳以下から満 8 歳以下または小学校 2 年生以下に上方調整された。 

 

育児休職期間は、無給で男性勤労者も申請することができる。勤労者が育児休職

を申請した場合には事業主は育児休職を与えなければならない。ただし、継続勤労

した期間が 1 年未満の勤労者が申請した場合と同じ乳幼児に対して配偶者が育児

休職を行っている勤労者が申請した場合には、育児休職を許容されないことがある。 

一方、育児休職条項を違反するときは 500 万ウォン以下の罰金に処する(同法 37

条①④)。また、事業主が育児休暇を理由として不利な処遇をしたり、育児休暇中

に当該勤労者を解雇するときは、3 年以下の懲役または 2 千万ウォン以下の罰金に

処する。(同法第 37 条②) 
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男女雇用平等および職場と家庭の両立支援に関する法第 19 条の 2(育児期の労働

時間短縮) 

①事業主は、第 19 条第 1 項により育児休職を申請することができる勤労者が育

児休職の代わりに労働時間の短縮(以下、｢育児期の労働時間短縮｣という)を

申請する場合には、これを許容することができる。ただし、代替人材の採用

が不可能な場合、正常的な事業運営に重大な支障を来たす場合など、大統領

令で定める場合にはこの限りではない。 

②第 1 項の但書によって事業主が育児期の労働時間短縮を許容しない場合には、

該当勤労者にその事由を書面にて通報して育児休職を使用させたり、その他の

措置を通して支援できるかどうかを該当勤労者と協議しなければならない。 

③事業主が第 1 項により該当勤労者に育児期の労働時間短縮を許容する場合、

短縮後の労働時間は 1 週当り 15 時間以上でなければならず、30 時間を越え

てはならない。 

④育児期の労働時間短縮の期間は 1 年以内とする。 

⑤事業主は、育児期の労働時間短縮を理由として該当勤労者を解雇したり、そ

の他の不利な処遇をしてはならない。 

⑥事業主は、勤労者の育児期の労働時間短縮期間が終了した後、その勤労者に

育児期の労働時間短縮前と同一の業務または同等の水準の賃金を支給する職

務に復帰させなければならない。 

⑦育児期の労働時間短縮の申請方法および手続きなどに関して必要な事項は大

統領令で定める。 

 

 

6) 家族介護休職 

 

男女雇用平等および職場と家庭の両立支援に関する法第 22 条の 2(勤労者の家族

介護などのための支援) 

①事業主は、勤労者が父母、配偶者、子女または配偶者の父母(以下、｢家族｣とす

る)の疾病、事故、老齢などによってその家族を介護するための休職(以下、｢家

族介護休職｣とする)を申請する場合、これを許容しなければならない。ただし、

代替人材の採用が不可能な場合、正常的な事業運営に重大な支障を来たす場合

など、大統領令で定める場合にはこの限りではない。 

②第 1 項の但書によって事業主が家族介護休職を許容しない場合には、該当勤労

者にその事由を書面で通報し、次の各号のいずれか一つに該当する措置を講じ

るように努力しなければならない。 

1.業務を開始し終了する時間の調整 

2.延長勤労の制限 

3.勤労時間の短縮、弾力的運営など、勤労時間の調整 

4.その他事業場の事情に見合う支援措置 

③家族介護休職の期間は年間 90 日とし、これを分けて使用することができる。こ

の場合、分けて使用する 1 回の期間は、30 に日以上にならなければならない。 

④事業主は、家族介護休職を理由に該当勤労者を解雇したり勤労条件を悪化させ

るなどの不利益な処遇を行なってはならない。 

⑤家族介護休職の期間は、勤続期間に含める。ただし、｢勤労基準法｣第 2 条第 1
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項第 6 号による平均賃金の算定時間からは除外する。 

⑥事業主は、所属勤労者が健全な職場と家庭を維持することを手助けするよう必

要な心理相談サービスを提供するように努力しなければならない。 

⑦雇用労働部長官は、事業主が第 1 項による措置を講じる場合には雇用効果など

を考慮して必要な支援を行うことができる。 

⑧家族介護休職の申請方法および手続きなどに関して必要は事項は、大統領令で

定める。 

 

事業主は、勤労者が父母、配偶者、子女または配偶者の父母の疾病、事故、高齢

などによってその家族を介護するための休職を申請する場合、これを容認しなけれ

ばならない。ただし、代わりの人材の選定が困難な場合や事業運営に重大な支障を

来たす場合には、育児休暇を与えたり勤労時間の調整するなど努力を行なわなけれ

ばならない。家族介護休暇は最長 90 日とし、分けてすることができるが 1 回の使

用期間を 30 日以上にしなければならない。 

事業主は、家族介護休暇を理由に該当勤労者を解雇したり勤労条件を悪化させたり

するなどの不利な処遇を行なってはならず、これに反する場合には 3 年以下の懲役

または 2,000 万ウォン以下の罰金に処せられる。 

 

 

7) 胎児検診時間の許容 

 

勤労基準法第 74 条の 2(胎児検診時間の許容など) 

①使用者は、妊娠した女性勤労者が｢母子保健法｣第 10 条による妊産婦の定期

健康診断を受けるのに必要な時間を請求する場合、これを許容し与えなければ

ならない。 

②使用者は、第 1 項による健康診断の時間を理由にその勤労者の賃金を削減し

てはならない。 

 

母子保健法による妊産婦の定期健康診断の基準は、妊娠 7 カ月までは 2 カ月に 1

回、妊娠 8 カ月から 9 カ月までは 1 カ月に 1 回、妊娠 10 カ月以降は 2 週間に 1 回

を容認しなければならない。 

 

 

(5) 約定休暇(会社休暇) 

 

国内企業では法的に与える年次休暇、生理休暇、産前後休暇の他に、各会社の実情

によって夏季休暇、慶弔休暇、特別休暇、病暇休暇等を与えている。慶弔休暇は大部

分の企業で施行しており、夏季休暇は自身の年次休暇を使用するようにし、別途の休

暇を付えなくてもよい。休暇の付与条件や方法などに関しては就業規則などで定める

ところによる。 

 

 
(6) 土曜日の法的性格 

 

法定労働時間が 1 週 40 時間に短縮されても、当然土曜日が休日になるものではな

く、土曜日を所定の勤労日から除外しても、その日を必ず有給にしなければならない
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というものではない。 

 

勤労基準法第 55 条において使用者は勤労者に週 1 日の有給休日を与えるようにし

ているので、1 週間のうち所定の勤労日が 5 日(通常、月～金)である場合は法律上の

有給休日は 1 日(通常、日曜日)であり、残りの 1 日(通常、土曜日)は労使が別途で定

めなければ無給休務日となる。 

 

土曜日が無給休務日となると、土曜日に勤労させた場合には休日勤労手当は発生せ

ず、週 40 時間を超過したり 1 日 8 時間を超過したりすれば延長勤労手当だけが発生

する。 

 

時間当りの通常賃金算定のための算定基準時間は、所定労働時間以外に有給処理さ

れる時間も合算しなければらならない。従って、土曜日を無給休務日とする場合には、

算定基準時間を計算するときはこれを除外するが、労使が有給処理することにした場

合には、有給処理される時間を含めなければならない。 

 

 

(7) 月次休暇の廃止 

 

月次休暇は、週休二日制が施行される前には 1 カ月間の皆勤要件を満たした場合に 1

日の月次休暇が発生したが、週休二日制を施行していれば月次休暇を与える必要はない。 

 

 

(8) 年次休暇の調整 

 

 

1) 8 割以上出勤時に 15 日の年次有給休暇を与え 2 年ごとに 1 日を加算するが、休暇

日数の上限を 25 日に定める。 

 

1 年未満の勤労者に対しては、1 カ月間皆勤した時は 1 日の休暇を付与し、1 年

間 8 割以上出勤したときは 15 日からその期間中に使用した休暇日数を控除して残

余日数を休暇として付与する。 

 

 

2) 年次有給休暇の算定方法 

 

改正法が施行されても従来の勤労年数は認められ、年次休暇算定方法だけが改正

法によることになる。 

  

＜勤続年数別の休暇算定例＞ 

1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 10 年 15 年 20 年 22 年以降 

15 日 15 日 16 日 16 日 17 日 19 日 21 日 24 日 25 日 

※8 割以上の出勤者基準 
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3) 1 年未満の勤労者または 1 年間 8 割未満の勤労者の年次休暇 

 

1 年未満の勤労者または 1 年間 8 割未満を出勤した勤労者に対しても、1 カ月間

皆勤時には 1 日の年次休暇が発生する。 

 

勤労者が最初の 1 年間に 8 割以上出勤した場合には、1 カ月当り 1 日の休暇を含

めて計 15 日の年次休暇が発生する。1 年未満の勤労期間のうち、1 カ月当り 1 日

ずつ発生する休暇を使用した場合には、その使用した休暇日数を 15 日から控除し

て付与する。 

 

1年未満の勤労期間中に発生した休暇は発生日から 1年間使用することができる。 

 

1 年未満の勤労期間中に発生した休暇を使用できないまま 1 年未満の勤労期間中

に退職する場合には、その未使用休暇に対して年次休暇勤労手当を支給しなければ

ならない。1 年間勤務して退職する場合においても同様に年次休暇勤労手当を支給す

る。 

 

罰則規定(第 110 条)では加算休暇を付与していない場合にも、同罰則条項が適用

される(1 年未満の勤労期間中に発生する年次休暇の未付与も同処罰条項を適用)。

法律違反時には 2 年以下の懲役または 1,000 万ウォン以下の罰金処分を受ける。 

 

 

4) 会計年度単位で一律的に年次休暇を付与する場合における年度中入社者に対する

休暇の付与方法 

 

年次休暇は入社日を基準に算定するのが原則であるが、労務管理の便宜のために

会計年度などを基準にして全勤労者に一律的に付与することもできる。 

しかし、この場合においても勤労者に不利になってはならないので、年度中入社者に対

しては次年度 1 月 1 日に勤労期間に比例してあらかじめ休暇を付与するのが望ましい。 

 

 

(9) 休暇使用促進 

 

使用者の積極的な使用促進にもかかわらず、勤労者が休暇を使用しない場合には、

使用者の金銭補償の義務が免除される。 

ただし、使用者の悪用を防止するため、 

①休暇使用期間満了 6 カ月前を基準にして、10 日以内に使用者が勤労者に休暇使

用の時期指定を書面で要求し、 

②これに対して､勤労者が通報を受けた日から10日以内に使用時期を指定しない場合、

使用者が休暇使用期間満了 2カ月前に休暇使用時期を指定して書面で通報したにも

かかわらず勤労者が使用しない場合に限り、制限的に金銭補償の義務を免除する。 
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1) 休暇使用促進措置の対象となる年次休暇 

 

1 年以上勤労することによって発生する年次休暇に対しては、同休暇に 1 年未満

の勤労期間中に発生した年次休暇が含まれていても、その全体の休暇日数に対して

休暇使用促進措置が可能である。 

 

 

2) ｢第 60 条第 7 項本文による期間が終わる 6 カ月前を基準にして 10 日以内に｣と時

期指定をするようにした意味 

 

年次有給休暇は、発生した時から 1 年間使用できるので、｢年次休暇の使用期間

の終了日 6 カ月前を基準に 10 日以内に｣とは、年次休暇が発生して 1 年になる日

を基準にして 6 カ月前から 10 日間を意味する。 

 

※ 会計年度(例:1 月 1 日～12 月 31 日)単位で年次休暇が付与される場合、1 月 1 日

～12 月 31 日まで年次休暇を使用できるが、この場合には 7 月 1 日～7 月 10 日

の間に書面で時期指定を要求しなければならない。 

 

 

3) 休暇使用促進措置と休暇使用時期の変更 

 

使用者の休暇使用促進措置により勤労者が休暇使用時期を指定したり、または勤

労者が指定しないことによって使用者が使用時期を指定する場合において、勤労者

は、原則的にその指定した時期に休暇を使用するようにし、これを変更することは

できないが、使用者が承認した場合には変更することができる。 

使用者は、原則的にその指定時期に休暇を使用できるようにしなければならないが、

事業運営に莫大な支障がある場合には時期変更の権利を行使することができる。 

 

 

4) 勤労者が指定された休暇日に出勤する場合 

 

使用者は、指定された休暇日に勤労者が出勤した場合には、労務受領拒否の意思

を明確に表示しなければならず、明確な労務受領拒否の意思にもかかわらず、勤労

を提供した場合には年次休暇勤労手当を支給する義務はない。 

 

使用者が労務受領拒否の意思を明確に表示しなかったり、勤労者に対して業務指

示などをして勤労者が勤労を提供した場合には、休暇日勤労を承諾したとみなし、

年次休暇勤労手当を支給しなければならない。 

 

 

(10) 選択的補償休暇制 

 

使用者は、勤労者代表との書面合意により、延長･夜間および休日勤労に対して支

給する賃金の代わりに休暇を付与することができる。 
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1) 補償休暇制の導入要件 

 

使用者と勤労者代表との書面合意を必要とし、同要件を備えなければ効力がない。

勤労者代表とは、勤労者の過半数で組織された労働組合があるときはその労働組合、

勤労者の過半数で組織した労働組合がないときは勤労者の過半数を代表する者を

指し、書面合意は労使当事者が署名した文書の形態で作成しなければならない。 

 

 

2) 補償休暇の付与基準 

延長･夜間･休日勤労に対する賃金と、これに代る休暇の間には同等の価値でなけ

ればならないので、勤労基準法第 56 条による加算賃金まで勘案しなければならな

い。 

 

従って、休日勤労を 2 時間行った場合、加算賃金を含めると総計 3 時間分の賃

金を支給しなければならないので、3 時間の休暇が発生することになる。 

 

※ 延長･休日･夜間勤労が重複する場合には、各々の加算賃金を含めて算定した賃

金に該当する休暇が発生する。 

補償休暇制の適用対象を延長勤労などに対する加算賃金を含めた全体賃金にす

るか、加算賃金の部分だけにするかは、労使の書面合意で定めなければならない。 

 

 

3) 休暇の付与方法 

 

補償休暇は、所定の労働時間中に付与しなければならず、付与された休暇は有給

として処理しなければならない。休暇を時間単位で付与するか、あるいは、これを

蓄積して｢日｣単位で付与するかは、労使の書面合意で定めるところによる。 

 

 

4) 労使の書面合意に含めるべき事項 

 

法規定には、労使の書面合意による補償休暇制導入の根拠規定だけで、細部事項は

労使が書面合意によって自律的に定めることができる。 

 

－付与方式： 

①勤労者の請求によるものとするのか、使用者が一方的に指定するのか、 

②全勤労者に一律的に適用するのか、希望する勤労者に限って適用するのかなど 

－賃金請求権：休暇請求権と賃金請求権の選択権を認めるか、賃金請求権を除き

休暇請求権だけを認めるかなど 

－補償休暇の付与基準：どれほどの期間に延長･夜間･休日労働時間を蓄積し、い

つまで休暇として使用できるのかなど 

 

従って、労使の書面合意により全勤労者に一律的に適用して、休暇使用権だけを

認めることにした場合には、使用者は個別勤労者が賃金を請求してもこれに応ずる

義務はなく、勤労基準法第 56 条に対する違反などの問題も生じない。 
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5) 休暇を使用しない場合の賃金支給義務 

 

補償休暇制は、賃金支給の代りに休暇を付与する制度であるので、勤労者が休暇

を使用しない場合には、それに対する賃金を支給しなければならない。 

補償休暇は、年次有給休暇とは異なり、使用者が休暇使用促進措置を通じて賃金支

給義務の免除は受けることができない。 

 

上記の賃金請求権は、休暇を使用できないことが確定された日の翌日から行使で

きるようになり、同日の翌日から最初に来る賃金支給日に該当賃金を支給しなけれ

ば勤労基準法第 56 条の違反になる。 

 

休暇を使用できないことが確定された日は、労使の書面合意で定めたところによ

って判断し、休暇を全部使用できないまま退職した場合には、14 日以内に残余休

暇分に対する賃金を精算しなければならない。 

 

 

(11) 生理休暇制度 

 

有給生理休暇を無給化し、女性勤労者の請求によって付与するようにする。 

 

 

1) 生理休暇の付与方法 

 

生理休暇は、女性勤労者が生理であるかどうかの事実に基づいて本人が請求する

場合に付与しなければならず、生理休暇は 1 カ月間の所定勤労日数を皆勤したかど

うかとは関係なく、勤労者が直接請求するときに付与しなければならない。 

 

 

2) 賃金支給の可否 

 

生理休暇が無給であることから、女性勤労者が生理休暇を請求する場合には、休

暇使用日に対して賃金を支給する義務はない。 

 

 

3) 所定の勤労日数および出勤率の判断 

 

生理休暇は、週休日、年次休暇等を付与するための所定勤労日数および出勤率を

算定するときは、所定勤労日数に含めてその日は出勤したものとみなす。 
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(12) 延長勤労の上限および割増率 

 

 

1) 延長勤労限度 

 

勤労基準法では、当事者が合意すれば 1 週 12 時間を限度として同法第 50 条の

勤労時間を延長することができると規定されている。 

－成人勤労者(男性･女性):当事者間の合意によって 1 週 12 時間まで可能 

－産後 1 年未満の女性勤労者:当事者間の合意によって 1 日 2 時間、1 週 6 時間、

1 年 150 時間まで可能 

－妊娠中の女性勤労者:延長勤労は不可 

－満 18 歳未満の勤労者:当事者間の合意によって 1 日 1 時間、1 週 6 時間まで 

可能 

－有害危険作業(高圧)勤労者:延長勤労は不可 

 

 

(13) 団体協約･就業規則の変更 

 

労使は、できるだけ早いうちに団体協約、就業規則などに法改正事項が反映される

ようにしなければならない。 

 

 

1) 従来の就業規則と団体協約規定の効力 

 

勤労基準法は、勤労条件の最低基準を定めた法として労使は就業規則や団体協約

などを通じてこれより上位の勤労条件を定めることができるようにしているので、

法律が改正されたことを理由として改正された法律と異なる従来の就業規則や団

体協約の内容が自動的に変更されるものではない。 

 

従って、改正された法律の施行以後においても従来の就業規則と団体協約の規定

が変更されない場合には、 

－改正法より上位の勤労条件を定めた部分はその効力がそのまま認められ、 

－改正法より下位の勤労条件を定めた部分は無効になる。 

 

※勤労基準法第 3 条(勤労条件の基準)：この法で定める勤労条件は最低基準である

ので、勤労関係の当事者はこの基準を理由にして勤労条件を低下させることが

できない。 

 

従って、従来の法律による年月次休暇、有給生理休暇、延長勤労の限度および割

増率、弾力的労働時間制の単位期間などの規定が就業規則または団体協約にある場

合には、改正法が優先して効力をもつ。 
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2) 年次休暇日数の算定および付与方法 

 

就業規則や団体協約に年次休暇日数を具体的に明示した場合には、年次休暇

日数の合計が就業規則や団体協約で定めた年次休暇日数より多いときは、就業規

則や団体協約に規定された年次休暇の規定が適用される。 

 

<参考> 勤労基準法第 60 条(年次有給休暇) 

①使用者は 1年間 8割以上出勤した勤労者に 15日の有給休暇を与えなければな

らない。 

②使用者は、3 年以上継続して勤労した勤労者には第 1 項による休暇に最初の 1

年を超える継続勤労年数の 2 年ごとに対して 1 日を加算した有給休暇を与え

なければならない。この場合、加算休暇を含めた総休暇日数は 25 日を限度と

する。 

 

 

＜｢年次休暇は勤労基準法に従う｣と規定している場合＞ 

 

就業規則や団体協約で、勤労基準法より上位の年次休暇を定められるにもかか

わらず、勤労基準法に従うと規定したものは、法律で定めた休暇だけを付与する

ことに約定したものであるので、法律が改正される場合には休暇日数も変更され

る。 

 

ただし、法律が改正されたり改正された法律が適用される場合には、新たに

定めると具体的に明示した場合には、変更されるときまでは従来の年次休暇を継

続的に適用するものと解釈されるので、従来の休暇規定を適用しなければならな

い。 

 

 

3) 団体協約の有効期間終了後の効力 

 

労働組合および労働関係調整法法では、団体協約の有効期間が終了しても 3 カ月

間はその効力を認めているので、労使間に別途の約定がない限り、満了日から 3 カ

月までは従来の団体協約が効力をもつ。 

 

※ 労働組合および労働関係調整法第 32 条第 3 項：団体協約の有効期間が終了する

ときを前後にして当事者の双方が新たな団体協約を締結するために団体交渉を

したにもかかわらず、新たな団体協約が締結されないときは別途の約定がある

場合を除いては、従来の団体協約はその効力の満了日から 3 カ月まで効力を有

すると規定している。 

 

満了日から 3 カ月が経過して団体協約が消滅しても、年月次休暇など勤労条件に

関する部分、即ち、規範的な部分は個々の勤労契約の内容に従って効力を有するの

で、使用者はこれを履行しなければならない。 

 

※ 関連行政解釈：団体協約の内容のうち、勤労条件その他勤労者の待遇に関する
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事項に関しては規範的な効力が付与されており、このような規範的な部分は団

体協約の有効期間が満了して新たな協約が締結されていない場合においても個

別勤労者の勤労契約の内容となり、継続してその効力を維持する(1997.8.4、労

組 01254-688)。 

 

 

4) 就業規則の変更 

 

勤労基準法第 94 条では、使用者が就業規則を変更しようとする場合には、該当

事業場に勤労者の過半数で組織された労組がある場合にはその労働組合の、そのよ

うな労組がない場合には、勤労者過半数の意見をきくことになっており、就業規則

が不利益に変更される場合には、その同意を得るようにしている。 

 

また、判例(大判 93 タ 1893)では、不利益変更を判断するときに、変更される内

容を個別的に比較するものではなく、総合的(パッケージ)に考慮するようにしたと

考えれば、労働時間を短縮するときに、休暇等を合理的に調整したことを就業規則

の不利益変更とみることはできない。 

 

従って、使用者が就業規則のうち従来の法律によって規定された労働時間･休暇

などに関する事項を法律の改正によって変更しようとする場合には 勤労者過半数

や労組などの意見聴取で可能である。 

 

 

(14) 常時勤労者数の概念 

 

 

1) 常時勤労者数の判断基準 

 

｢常時勤労者数｣というのは、使用者が常時雇用している平均勤労者数を意味する。 

直前 1 カ月間の 1 日平均勤労者数を基準に判断する。 

 

また、勤労基準法は、臨時･日雇･常用職などに関係なく適用されるので、｢常時勤

労者数｣の算定時に、臨時･日雇･常用職などに関係なく使用者が直接雇用している全勤

労者を含めるが、使用者が直接雇用しない下請企業の勤労者や派遣勤労者は除外する。 

 

 

2) 事業場が数ヶ所にある場合の判断基準 

 

人事労務管理、会計などが明確かつ独立的に運営され、互いに異なる団体協約、

就業規則を適用するなど、各々の事業場が互いに独立性をもっている場合を除いて

は、数ヶ所に散在している事業場を一つの事業としてみなして、各々の勤労者数を

すべて合算する。 

 

 

3) 一つの事業内に数種の業種がある場合の判断基準 

 

一つの事業内に数種の業種がある場合には、①勤労者数、②賃金総額、③売上高
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の順に主な業種を決める。例えば、勤労者数が最も多い業種を主な業種にするが、

勤労者数が同一の場合には賃金総額、売上高を順番に比較する。 

 

 

4) ｢勤労者過半数｣の意味および同意を得る方式 

 

｢勤労者過半数｣とは、勤労基準法第 14 条による勤労者に該当する者の中で同法

第 15 条による使用者に該当する者を除いた者の過半数を意味する。しかし、労使

協議会の場合、勤労者の過半数で組織したとしても同意の主体にはなれない。 

 

 

 

 

3. 通常賃金と平均賃金 
 

 

(1) 通常賃金と平均賃金の意義 

 

勤労基準法では、賃金を通常賃金と平均賃金の 2 種類に分けており、延長勤労や夜

間勤労に対する加算賃金など、各種法定手当と補償金の算定において、この 2 種類の

賃金のうち一つを適用するようにしている。 

  

＜通常賃金と平均賃金の適用規定＞ 

(法：勤労基準法) 

通 常 賃 金 平 均 賃 金 

－解雇予告手当(法 26 条) 

－休業手当(法 46 条) 

－延長･夜間･休日勤労加算手当(法 56 条) 

－年次休暇手当(法 60 条) 

－延長･休日勤労に対する賃金 

－その他法に｢有給｣と表示された補償 

－退職金(法 34 条、勤労者退職給与保障法

8 条) 

－休業手当(法 46 条) 

－年次休暇手当(法 60 条) 

－休業補償、障害補償、遺族補償、葬礼費、

一時補償、分割補償など各種災害補償(法

78～92 条) 

－減給の制限(法 95 条) 

 

 

(2) 通常賃金の定義と算定 

 

1) 法令上の通常賃金の定義 

 

勤労基準法施行令第 6 条(通常賃金) 

①法およびこの令において｢通常賃金｣とは、勤労者に定期的、一律的に所定勤労ま

たは総勤労に対して支給することと定めた時間給金額、日給金額、週給金額、月

給金額または請負金額をいう。 

②第 1 項による通常賃金を時間給金額により算定する場合には、次の各号の方法に

よって算出された金額とする。 
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1.時間給金額で定めた賃金に対してはその金額 

2.日給金額で定めた賃金に対しては、その金額を 1 日の所定労働時間数で割った金額 

3.週給金額で定めた賃金に対しては、その金額を週の通常賃金算定基準時間数

(法第 2 条第 1 項第 7 号による週の所定労働時間と所定時間外の有給処理され

る時間を合算した時間)で割った金額 

4.月給金額で定めた賃金に対しては、その金額を月の通常賃金算定時間数(週の

通常賃金算定基準時間に 1 年間の平均週数をかけた時間を 12 で割った金額)

で割った金額 

5.日、週、月以外の一定期間で定めた賃金に対しては、第 2 号から第 4 号までの

規定に準じて算定された金額 

6.請負金額で定めた賃金に対しては、その賃金算定期間において請負制によって

計算された賃金の総額を、当該賃金算定期間(賃金締切日がある場合には、賃

金締切日をいう)の総労働時間数で割った金額 

7.勤労者が受け取る賃金が、第 1 号から第 6 号までの規定で定めた二つ以上の賃

金となっている場合には、第 1 号から第 6 号までの規定により各々算定され

た金額を合算した金額 

③第 1 項による通常賃金を日給金額に算定するときは、第 2 項による時間給金額に

1 日の所定労働時間数をかけて計算する。 

 

法令上規定している通常賃金は、勤労者に定期的･一律的に所定勤労または総勤

労に対して支給することに定めた、時間給金額、日給金額、週給金額、月給金額ま

たは請負金額をいう。 

 

 

2) 雇用労働部による通常賃金労使指導指針の要約と通常賃金の判断基準 

 

 ①金品の名称ではなく実質を基準として判断 

－法院は金品の名称ではなく実質を基準として判断するため、事業場での賞与金

と諸手当の名称より、支給条件と運用実態などの客観的な性質を基準として通

常賃金を判断するように指導。 

 ※ 名称が福利厚生手当であったとしても、その実質が所定勤労の代価として

定期性･一律性･固定性をもち合わせた場合には通常賃金に該当する。 

 

②所定勤労の代価を判断 

－所定勤労時間に通常的に提供するものと定めた勤労者の価値をどのように評

価し、それに対してどれほどの金品を支給することと定めたかを基準として全

体的に判断するように指導。 

 

③定期性の判断 

－定期性とは、一定の間隔を置いて継続的に支給されなければならないことを意

味しているため、1 カ月を超える期間ごとに支給されるものは、所定勤労の対

価を 1 カ月を超える期間ごとに分割支給することのみである。従って、支給周

期が 1 カ月を超えたという事情のみでその賃金が通常賃金から除外されない

よう指導。 

－このように定期性の判断基準によって 1 カ月を超過して支給する定期賞与金

は、定期性の要件を満たし通常賃金になりうる(固定性の判断は別途)。 
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④一律性の判断 

－｢すべての勤労者｣のみならず、｢一定の条件または基準に達したすべての勤労

者｣に支給する賃金は、一律性の要件を満たす。このとき、｢一定の条件または

基準｣には、各種資格や免許以外に｢勤続期間｣も含まれる。 

 

⑤固定性の判断 

－通常賃金は、超過勤労手当の算定などのための基礎賃金であるため、実際に超

過勤労などを提供する前に予め確定されていなければならない(事前確定性)。

従って、固定性を判断するためには、特定賃金の支給条件において｢超過勤労

の提供当時｣の時点でその支給条件が満たされているかどうかの可否に対して

判断するように指導。これによって特定時点で在職中の勤労者に支給される賃

金は、超過勤労を提供する時点から判断すると、その勤労者が特定時点に在職

しているかどうかが不確実であるため、固定性がないものとする。 

－従って、定期性の要件を満たした定期賞与金の中でも支給要件が｢特定時点に

在職中の勤労者に限定｣する場合には固定性はないため、通常賃金から除かれ

るものとみなし指導する。 

 

賃金の名目 賃金の特徴 通常賃金に該当するかどうか 

技術手当 
技術や資格保有者に支給される手当

(資格手当、免許手当など) 
通常賃金 ○ 

勤続手当 
勤続期間によって支給するかどう 

かや支給額が変わる賃金 
通常賃金 ○ 

家族手当 

扶養家族の人数によって変わる 

家族手当 

通常賃金 × 

(勤労に無関係な条件) 

扶養家族の人数と関係なく 

すべての勤労者に支給する家族手当 

通常賃金 ○ 

(名目のみ家族手当、一律性を認める) 

成果給 

勤務の実績を評価して支給するか 

どうかや支給額を決定する賃金 

通常賃金 × 

(条件に左右される、固定性として

認められない) 

最低限度が保障される成果給 
最低限度のみ通常賃金 ○ 

(最低限度は一律的、固定的に支給) 

賞与金 
定期的な支給が確定されている 

賞与金(定期賞与金) 
通常賃金 ○ 
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企業の実績によって一時的、不定

期的、使用者の裁量による賞与金

(経営成果分配金、奨励金、インセ

ンティブ) 

 

 

 

 

 

通常賃金 × 

(事前には未確定、固定性として認

められない) 

特定時点に

在職してい

るときのみ

支給される

金品 

特定時点に在職中である勤労者のみ

に支給される金品(名節休暇費や休

暇費の場合、前述のケースが多い) 

通常賃金 × 

(勤労の代価として、かつ固定性と

して認められない) 

特定時点の前に退職したときに勤

務日数に比例して支給される金品 

通常賃金 ○ 

(勤務日数に比例して支給される限

度では固定性が認められる) 

 

 

3) 通常賃金の算定 

 

①時間給が原則 

通常賃金は時間給で算定するのが原則である。通常賃金を計算基礎にする延長、

夜間、休日勤労手当は時間単位で算定するようになっている。 

 

②月給額の時間給換算方法 

月給金額で定めた賃金は、1 カ月を単位として支給するように定めた通常賃金

を月の通常賃金算定基準時間数で割った金額が時間給通常賃金になる。 

 

③月の通常賃金算定基準時間数 

－月の通常賃金算定基準時間数は、週の通常賃金算定基準時間に 1 年間の平均

週数をかけた時間を 12 で割った金額である。  

－週の通常賃金算定基準時間は、週給金額を時間給通常賃金に換算するときの基

準時間であり、法第 20 条の規定によって週の所定労働時間(40 時間)と有給とし

て処理される週休日の時間(8 時間)を合せた時間になる。 

－1 年間の平均週数は 365 日を 7 日で割って算定する。 

－通常賃金算定基準時間の例 

月の通常賃金算定基準時間数 ＝(40 時間＋8 時間)× 365 日／7 日 ÷ 12 月 

                           ≒  209 時間 
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4) 事 例 

 

①勤務日に限って支給される食事代と交通費の通常賃金算入問題 

通常賃金は、定期的、一律的に所定勤労に対する代価として一つの賃金算定期

間に支給するように定めた固定賃金を意味するので、実際勤務日に限って支給さ

れる食事代および交通費は通常賃金算定対象から除かれる。ただし、勤務の有無

と関係なく一律的に支給される場合には通常賃金の算定対象に含まれる。 

 

②実績によって支給される生産手当は通常賃金に含まれるか 

生産技術と能率を向上させる目的で、勤務成績に関係なく一定金額を一律的に

支給する生産手当は通常賃金に含まれる。しかし、実際勤労の有無によってまた

は生産能率によって支給金額が変動される生産手当は通常賃金に含まれない。 

 

③家族手当を労使間の団体協約で通常賃金に含めるように定めた場合 

配偶者の有無や家族数、勤務時間などによって個別に支給される家族手当は通

常賃金に含まれない。しかし、これらを扶養家族の人数と関係なくすべての勤労

者に支給する家族手当は、通常賃金に含めなければならない。 

 

 

5) 大法院による通常賃金の見解(2013 年 12 月 18 日大法院判決) 

 

①主要判決内容 

 

－どのような賃金が通常賃金に属するかどうかについては、その賃金が所定の勤

労の代価として勤労者に支給される金品として定期的、一律的、固定的に支給

されているかどうかを基準に、その客観的な性質に基づいて判断しなければな

らず、賃金の名称やその支給周期の長短など、形式的な基準によって定めるも

のではなく、一定の対象期間に提供される勤労に応じて 1 カ月を超える一定の

期間ごとに支給される定期賞与金は、(原則として)通常賃金に該当するが、(例

外として)勤労者が所定の勤労を行ったかどうかとは関係なく支給日、その他、

特定の時点に在職中の勤労者にのみに支給すると定められている賃金は、｢所定

勤労｣に対する代価の性質をもち合わせていると判断することは困難であるの

みならず、勤労者が任意の日に延長･夜間･休日勤労を提供する時点において、

在職中であるというようにその支給条件が成し遂げされているかどうかが不確

実であり、固定性にも欠けているものとみえるため、通常賃金には該当しない。 

 

－法律上において、通常賃金に該当する定期賞与金などを通常賃金の算定から除

くこととする労使の合意は、勤労基準法に違反するため、無効であることを確

認する。ただし、｢定期賞与金｣については、労使が通常賃金には該当しないも

のと信頼して、これを通常賃金の算定から除くものと合意し、これをもとに賃

金総額およびほかの勤労条件を定める場合において; 

 

イ. 企業が限定された収益の範囲内において細部項目別ではなく総額を基準

に賃金などを定めることが一般的であるため、労使は定期賞与金が通常
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賃金に含まれていると知り得たとしたら、ほかの条件を変更して合意さ

れた従前の総額と差異がないように調整したものとして、 

ロ. 定期賞与金が通常賃金の算定から除かれた部分のみを無効と主張して勤

労者が追加賃金を請求することができるのであれば、労使合意による賃

金はすべて支給されたということと共に、その合意された条件が無効で

あり、企業の限定した収益を超える追加賃金の支給を受け取ることにな

るという結果になるため、勤労者の追加賃金の請求によって予想以外の

過度な財政的負担を抱えることになる企業には重大な経営上の困難を招

くことになることをみると、正義と衡平の概念にかんがみて容認するこ

とができず、このような場合に限れば、勤労者の追加賃金の請求は信義

誠実の原則に反しており容認することはできない。 

 

②当該事件による主要法律関係 

 

－勤労者は、この判決が示した基準によって法律上の通常賃金に該当する賃金を

通常賃金の算定に含め、再度計算した追加賃金を請求することができる。 

 

－｢労使合意｣として法律上通常賃金に該当する賃金を通常賃金から除外させる

場合にも、そのような労使合意は無効であるため、追加賃金を請求することが

できることが原則であるが、定期賞与金に基づく追加賃金の請求は信義則によ

って制限させることができる。 

 

－信義則上、定期賞与金を基礎とした追加請求が認められないケース  

 

イ.定期賞与金の場合に、 

ロ.この判決で定期賞与金を通常賃金から除外する労使合意が無効であること

が明確に宣言される以前に労使が定期賞与金が通常賃金に該当しないと信

頼される状態において、これを通常賃金から除外する合意を行い、これをも

とに賃金などを定めたが、勤労者がその合意の無効を主張し追加賃金を請求

する場合、予想されない新たな財政的負担を抱えることになる、 

ハ.企業に重大な経営上の困難を招いたり、企業の存立自体が危うくなるとい

う事情が認められれば(信義則適用の条件)、追加賃金の請求は、信義則に反

しており認められない。 

 

※定期賞与金に限定された問題である(そのほかの賃金は、信義則適用の余地

はない)。 

※通常賃金から除く合意がなかったり、合意を行ったとしても上記のように事

情が認められなければ、信義則に適用しないため、追加賃金を請求すること

ができる。 
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(3) 平均賃金の定義と算定 

 

 

1) 法令上の平均賃金の定義 

 

勤労基準法第 2 条第 1 項第 6 号(平均賃金の定義) 

この法において｢平均賃金｣とは、これを算定すべき事由が発生した日以前 3

カ月間にその勤労者に対して支給した賃金の総額をその期間の総日数で割った

金額をいう。就業後 3 カ月未満においてもこれに準ずる。 

 

①平均賃金とは、｢これを算定しなければならない事由が発生した日以前の 3 カ月間に、

その勤労者に支給された賃金の総額をその期間の総日数(暦日)で割った金額｣である。 

 

平均賃金 ＝ 
事由が発生した日以前 3 カ月間の賃金総額 

事由が発生した日以前 3 カ月間の総日数 

 

②賃金総額は勤労基準法上の賃金の全額が含まれる。 

ただし、ⅰ)臨時に支給した賃金および手当 

ⅱ)通貨以外のもので支給された賃金(ただし、雇用労働部長官が定めるも

のを除く)は賃金総額から除かれる。 

 

③算定された平均賃金が当該勤労者の通常賃金より低額である場合には、その通常

賃金を平均賃金とする。 

 

④平均賃金の計算から除外される期間および賃金(令 2 条 1 項) 

平均賃金の算定期間中に次に該当する期間がある場合には、その期間とその期間

中に支給された賃金は、平均賃金算定基準になる期間と賃金からそれぞれ控除する。 

 

ⅰ)修習中の期間(3 カ月以内) 

ⅱ)使用者帰責の休業期間 

ⅲ)産前後休暇期間 

ⅳ)業務上災害による療養のための休業期間 

ⅴ)育児休職期間 

ⅵ)争議行為期間 

ⅶ)兵役関連休職期間(賃金支給の場合を除く) 

ⅷ)私傷病により使用者の承認を得て休業した期間 

 

 

2) 賞与金の平均賃金算定方法(雇用労働部例規第 39 号、81.6.5) 

 

賞与金が団体協約、就業規則、その他勤労契約に予め支給条件などが明示され、

慣例として継続支給してきた事実が認められる場合には、その賞与金の支給が法的

な義務として拘束力をもつことになる。また、賃金としてみなされるので、その支

給回数にかかわらず平均賃金の算定基礎に含めなければならない。 
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賞与金は、これが支給されるとき(月)だけの賃金とみて一時に全額を平均賃金に 

算入するものではなく、12 カ月間に支給された賞与金全額を分割計算して平均賃

金を算定しなければならない。 

 

 

3) 年次休暇手当の算入方法 

 

使用していない年次休暇に対する補償として支給される年次休暇手当は、当然平

均賃金に含まれる。年次休暇手当は、平均賃金算定事由発生日前 12 カ月間に支給

された金額を分割して算定する。 

 

 

4) 雇用労働部指針上の平均賃金の例示 

 

①所定労働時間または法定勤労時間に対して支給される賃金･基本給賃金 

 

②日･週･月、その他一つの賃金算定期間内の所定労働時間または法的勤労時間に対して

日給･週給･月給などの形態で定期的･一律的に支給することと定められた固定給賃金 

－職務手当、職責･業務関連手当など 

－物価手当、調整手当など物価変動や職級間の賃金格差調整用手当など 

－技術手当、資格手当、免許手当、特殊作業手当、危険作業手当など 

－僻地手当、寒冷地勤務手当など 

－乗務手当、運行手当、航海手当など 

－生産奨励手当、能率手当など 

 

 

③実際勤労の有無によって支給金額が変動支給される金品 

－法令上支給される延長･夜間･休日･年･月次休暇･生理休暇手当および就業規

則上定めた休日に勤労した代価として支給される休日勤労手当 

－勤務日によって一定金額を支給する乗務手当、運航手当、航海手当、入坑手当な

ど 

－能率によって支給する生産奨励手当、能率手当など 

－長期勤続者への優待または皆勤を促進するための皆勤手当、勤続手当、精勤

手当など 

－就業規則などで予め支給金額を定めて支給する日･宿直手当 

 

④一つの賃金算定期間外に支給される金品 

－定期賞与金、体力鍛錬費など 

 

⑤労働時間と関係なく勤労者の生活補助的、福利厚生的に支給される金品で定期

的、一律的に全勤労者に支給される場合 

－通勤手当、家族手当、教育手当、給食代など 

 

 

5) 雇用労働部指針上の平均賃金から除かれる金品の例示 

 

①慣例のない企業利潤により一時的、不確定的に支給される賞与金(定期賞与金、
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激励金、生産奨励金、報奨金、インセンティブなど) 

 

②労働時間と関係なく勤労者に生活補助的、福利厚生的に支給される金品で一時的

または一部勤労者に支給されるもの 

－通勤手当、車両維持費、社宅手当、家族手当、教育手当など 

 

③勤務日数によって差等支給する給食および給食費 

 

④賃金の性質に含まれない金品 

－休業手当、退職金、解雇予告手当 

－慶弔費、医療費、災害慰労金、教育･体育施設利用費、寄宿舎、住宅提供な

ど 

－実費弁償的な出張費、作業用品代、活動費、車両維持費など 

－各種保険料負担金など 

 

 

6) 事 例 

 

①企業利潤によって一時的に支給された賞与金の平均賃金算入問題 

賞与金は、団体協約や就業規則などに予め明示され、もしくは全職員に慣例と

して継続支給されてきた事実が認められる場合には平均賃金に含まれるが、慣例

的に支給された例がなく一時的に企業利潤を勘案して支給したものは平均賃金

に含まれない。 

 

②家族数によって支給される家族手当 

独身者を含めて全勤労者に家族の人数に関係なく一律的に支給するものは平

均賃金に算入する。しかし、家族数によって支給される家族手当は、扶養家族数

が勤労の質や量と関連がないので勤労の代価とみなすことができない点を勘案

して平均賃金から除かれる。 

 

③海外勤務者に対する駐在手当や住宅手当の平均賃金算入問題 

海外駐在員として勤務する者に支給される駐在手当および住宅手当は、海外勤

務という特殊な勤務条件によって臨時に支給される賃金であるので平均賃金に含

まれない。 

 

④毎年支給された会社創立記念費は平均賃金に含める。 

会社創立記念費は、団体協約や就業規則、勤労契約などにより支給され、もし

くは毎年慣例的に支給されて一つの勤労条件化されたときは平均賃金に含まれ、

その他臨時に支給される場合には平均賃金から除く。 

 

⑤辞職書を提出して受理前に退社した場合の平均賃金 

職員が辞職書を提出したときにおいても、会社がこれを受理するときまでは出勤

する義務がある。辞職書を提出して受理されるときまでの期間を欠勤したときは、

欠勤期間中の賃金が支給されないのでそれを控除した賃金総額で平均賃金を計算す

る。 
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⑥争議行為により勤労しなかったため賃金が支給されなかった期間の平均賃金計算 

適法な争議行為期間は平均賃金算定時にその期間の日数とその期間に支給さ

れた賃金は、法令により控除されなければならない(勤労基準法施行令 2 条 1 項)。

しかし、争議行為が不法な行為であったときは無断欠勤に処理され、平均賃金の

計算対象から除かれる。 

 

 

(4)勤労者に支給される金品別賃金例示抜粋(雇用労働部例規第 327 号、2012) 

 

勤労者に支給される金品の名称 
平均

賃金 

その他

金品 

1.所定労働時間または法定勤労時間に対して支給することと定め

た基本給･賃金 

○  

 

 

 

 

 

2.日･週･月その他１賃金算定期間内の所定労働時間または法定勤

労時間に対して定期的･一律的に日給･週給･月給などの形態で支

給することと定めた固定給賃金 

  

①金融･出納など職務手当、班長、課長など職責手当など予め定

められた支給条件により担当する業務と職責の軽重によって

支給する手当 

○  

②物価手当、調整手当など物価変動や職級間の賃金格差などを調

整するために支給する手当 

○  

③技術手当、資格手当、免許手当、特殊作業手当、危険作業手当

など技術や資格･免許証所持者、特殊作業従事者などに支給す

る手当 

○  

④僻地手当、寒冷地勤務手当など特殊地域で勤務する者に一律

的･定期的に支給する手当 

○  

⑤乗務手当、運航手当、航海手当など、バス、タクシー、貨物自

動車、船舶、航空機などに乗務して運行･操縦･航海などの業

務に従事する者に、勤務日数と関係なく一定金額を一律的に

支給する手当 

○  

⑥生産奨励手当や能率手当てなど、生産技術と能率を向上させる

目的で勤務成績に関係なく毎月一定金額を一律的に支給する

手当 

○  

⑦その他第 1 号から第 6 号までに準ずる賃金または手当 ○  

 

 

 

3.実際の勤労の有無によって支給金額が変動支給される金品と1賃

金算定期間外に支給される金品 

  

①勤労基準法と勤労者の日制定に関する法律などによって支給

される延長勤労手当、夜間勤労手当、休日勤労手当、年･月次

休暇手当、生理休暇保健手当および就業規則などによって定

○ 
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勤労者に支給される金品の名称 
平均

賃金 

その他

金品 

めた休日に勤労した代価として支給される休日勤労手当 

②乗務手当、運航手当、航海手当、入坑手当など、勤務日によっ

て一定金額を支給する手当 

③生産奨励手当、能率手当など、生産技術と能率を向上させる目

的として支給する手当 

④皆勤手当、勤続手当、精勤手当など、長期勤続者の優待または

皆勤を促進するための手当 

⑤就業規則などで既に支給金額を定めて支給する日･宿直手当 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

⑥賞与金 

イ.定期賞与金、体力鍛錬費など、就業規則などに支給条件、

金額、支給時期が定められていたり、全勤労者に慣例的に

支給して社会通念上、勤労者が当然に支給を受けることが

できるという期待をもたせる場合 

ロ.経営成果配分金、激励金、生産奨励金、報奨金、インセン

ティブなど、慣例的に支給した事例がなく企業利潤によって

一時的、不確定的に使用者の裁量や厚意として支給する場合 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

⑦奉仕料(チップ)として、使用者が一括管理配分する場合 ○  

 

 

 

 

4.労働時間と関係なく勤労者の生活補助的、福利厚生的に支給され

る金品 

  

①通勤手当、車両維持費 

イ.全勤労者に定期的･一律的に支給する場合 

ロ.出勤日数によって変動的に支給したり一部の勤労者に支給

する場合 

 

○ 

 

 

○ 

②社宅手当、越冬燃料手当、キムチ手当 

イ. 全勤労者に定期的･一律的に支給する場合 

ロ. 一時的に支給したり一部勤労者に支給する場合 

③家族手当、教育手当 

イ.独身者を含めて全勤労者に一律的に支給する場合 

ロ.家族数によって差等支給したり、一部勤労者にのみ支給す

る場合(学資補助金、勤労者教育費支援などの名称で支給) 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

④給食および給食費 

イ.勤労契約、就業規則、などに規定された給食費として勤務

日に関係なく全勤労者に一律的に支給する場合 

ロ.出勤日数によって差等支給する場合 

 

○ 

 

 

 

○ 

   

 

 

 

5.賃金の対象から除かれる金品   

①休業手当、退職金、解雇予告手当  ○ 
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勤労者に支給される金品の名称 
平均

賃金 

その他

金品 

②単純な生活補助的･福利厚生的なものとして補助したり、恵沢

を賦与する慶弔費(結婚祝儀金、弔慰金)、医療費、災害慰労金、

教育機関･体育施設利用費、被服費、通勤車利用、寄宿舎、住

宅提供など 

 ○ 

③社会保障性および損害保険性の保険料負担金:雇用保険料、医

療保険料、国民年金、運転者保険など 

④実費弁償として支給される金品:出張費、情報費(活動費)、業務

推進費、職業用品購入費など 

⑤突発的な事由によって支給されたり支給条件が規定されてい

ても事由発生が不確定に発生する金品:結婚手当、私傷病手当

など 

 ○ 

 

○ 

 

○ 

⑥企業の施設やその補修費:器具損失金など  ○ 

   

 

 

 

 

4. 退職給与制度 
 

 

(1) 勤労者退職給与保障法の制定･施行 

 

韓国政府では、すべての事業場に対し退職給与制度を施行するよう義務付けて

いる。また、2012 年 7 月 26 日以降設立された事業場に対しては、退職年金制度

を適用しなければならない。ただし、同法は、すべての事業または事業場に適用

されるが、同居する親族のみを使用する事業や家族内の雇用活動については適用

されない。 

 

 

(2) 退職給与制度 

 

すべての事業場では次の退職給与制度のうち一つ以上を設定しなければならない。 

イ.退職金制度 

ロ.確定給付型退職年金制度(Defined Benefit) 

ハ.確定拠出型退職年金制度(Defined Contribution ) 

－退職金制度とは、従来の勤労基準法による退職金制度をいう。 

－確定給付型退職年金制度とは、勤労者に支給される退職給与の水準が予め

確定された年金制度をいう。 

－確定拠出型退職年金制度とは、退職給与を支給するために使用者が負担す

る負担金の水準が予め決定された年金制度をいう。 
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(3) 適用除外 

この保障法は、すべての事業場に適用するが次の場合にはこの限りでない。 

イ.同居家族のみを使用する事業場 

ロ.家事使用人 

ハ.継続労働時間が 1 年未満である勤労者 

ニ.4 週を平均した 1 週間の所定労働時間が 15 時間未満である勤労者 

 

 

(4) 強制適用 

使用者が退職給与制度を設定しない場合には、継続勤労期間 1 年について 30 日分

以上の平均賃金を退職金として支給する制度(退職金制度)を設けたものとみなす。 

 

 

(5) 退職給与制度の創設または変更 

 

使用者が退職給与制度の種類を選択し、もしくはほかの種類の退職給与制度に変更

しようとする場合には、当該事業場の勤労者過半数で組織された労働組合があるとき

はその労働組合、勤労者の過半数で組織された労働組合がないときは勤労者の過半数

(以下、｢勤労者代表｣という)の同意を得なければならない。 

 
使用者が退職給与制度を選択し、もしくは変更された退職給与制度の内容を変更し

ようとするときは勤労者代表の意見を聴取し、勤労者に不利益に変更しようとすると

きは勤労者代表の同意を得なければならない。 

 

 

(6) 従来の退職金制度 

 

 

1) 従来の退職金制度と中間精算精度 

 

勤労者退職給与保障法第 8 条(退職金制度の設定) 

①退職金制度を設定しようとする使用者は、継続労働時間 1 年について 30 日分

以上の平均賃金を退職金として退職する勤労者に支給することができる制度

を設定しなければならない。 

②第 1 項の規定にかかわらず、使用者は住宅購入など大統領令で定める事由で勤

労者が要求する場合には、勤労者が退職する前に該当勤労者の継続勤労期間に

対する退職金を予め精算して支給することができる。この場合、予め精算して

支給した後の退職金算定のための継続勤労期間は、精算時点から新たに計算す

る。 

 

 

勤労者退職給与保障法施行令第 3 条(退職金における中間精算の事由) 

①法第 8 条第 2 項の上段で｢住宅購入など、大統領令で定める事由｣とは、次の各

号のいずれか一つに該当する場合をいう。 
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1.無住宅者である勤労者が本人名義で住宅を購入する場合 

2.無住宅者である勤労者が住居の目的で｢民法｣第 303 条によるチョンセ金ま

たは｢住宅賃貸借保護法｣第 3 条の 2 による保証金を負担する場合。この場合、

勤労者が一つの事業または事業場(以下、｢事業｣とする)に勤労する間において

1 回に限定する。 

3.勤労者、勤労者の配偶者または｢所得税法｣第 50 条第 1 項による勤労者または

勤労者の配偶者と生計を共にする扶養家族が疾病または負傷で 6 カ月以上療

養する場合。 

4.退職金の中間精算を申請する日から逆算して 5 年以内に勤労者が｢債務者回生

および破産に関する法律｣によって破産申告を受けた場合。 

5.退職金の中間精算を申請する日から逆算して 5 年以内に勤労者が｢債務者回生

および破産に関する法律｣によって個人回生手続き開始の決定を受けた場合。 

6.｢雇用保険法施行令｣第 28 条第 1 項第 1 号から第 3 号までの規定による賃金ピ

ーク制を実施して賃金が減る場合。 

7.その他天災地変などで被害を被ったなど、雇用労働部長官が定めて告示する事

由と要件に該当する場合。 

②使用者は、第 1 項の各号の事由によって退職金を既に精算して支給した場合、

勤労者の退職後 5 年になる日まで関連証明書類を保存しなければならない。 

 

使用者は、勤労者が無住宅者の住宅購入や保証金の負担、扶養家族に対する長期

療養などの事由がある場合には、勤労者が退職する前においても退職金を前もって

精算して支給することができる。 

 

 

2) 中間精算の単位期間 

 

上記の条件(勤労者退職給与保障法施行令第 3条)を満たした場合に限り中間精算

は可能であるが、中間精算の単位期間については法規定がないので労使間の協議に

よって中間精算の期間を決めることができる。 

 

 

3) 中間精算の回数など 

中間精算は、上記の施行令で定めた各種条件によって回数などに制限がある。 

 

 

4) 累進制と中間精算 

労使の間で別の定めがない場合には、中間精算以後の退職金を算定するための継

続勤労年数は、精算時点から改めて起算するのが原則である。ただし、累進制を実

施していて、中間精算後に労使間に紛争が予想される場合には、前もって中間精算

以後の退職金の算定方法を明確にしておく必要がある。 

 

 

5) 中間精算関連事例 

 

①中間精算以後勤務年数が 1 年未満の勤労者が退職する場合の退職金は、中間精

算によって残余勤労年数が 1 年未満になっても、事実上勤続年数は 1 年を超過
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しているので退職金の支給要件(1 年以上勤務)を満たしている。中間精算以後の

残余期間における退職金は、1 年間の退職金に比例して支給しなければならな

い。 

 

②中間精算以後の年次休暇の加算休暇計算は、退職金を中間精算した後、退職

金を算定するための継続勤労年数は精算時点から改めて起算される。しかし、

勤労年数と関係があるほかの勤労条件(昇進、昇給、号俸、賞与、年次休暇)

などは変動がないので年次休暇の加算休暇日数は変わらない。 

 

③中間精算実施以後に賃金引上げを遡及して適用するときにおける追加支給問題

について、賃金引上げが決定する前に退職金を中間精算した場合には、遡及して

引上げられた賃金分は別途の特約がない限り、退職金を算定するための平均賃金

は遡及適用されない。従って、退職金の差額による追加支給の義務は発生しない。 

 

 

(7) 勤労年数の算定 

 

 

1) 継続勤労年数の意義 

退職金は、使用者が勤労者に対し、｢継続勤労年数｣1 年につき平均賃金 30 日分

以上の退職金を支給するようにしている。｢勤労年数｣とは、勤労者が｢勤労契約を

締結し、それが解除されるまでの期間｣と解釈される。即ち、初めて就業した時の

就業形態(臨時職、日雇職または正規職)に関係なく、その事業場において勤労者と

しての身分を保有していれば、休職や休業、懲戒期間を問わず、事実上初めて就業

した日から退職や解雇、死亡した日までの勤労期間は継続して勤労したものとみな

す。ただし、軍服務期間や海外留学期間などについては例外を認めている。 

 

 

2) 勤労年数の起算日と締切日 

継続勤労年数は、入社日または勤労契約締結日など出勤義務がある日から起算さ

れる。退職日も締切日まで継続勤労年数に含めて出勤初日から退職当日までを勤労

年数計算の基礎とする。 

 

 

3) 辞表提出と退職日 

勤労者が辞表を提出して任意に退職するときは、原則として辞表受理日が退職日

となり、即時に辞表を受理しない場合には、就業規則などで定めがある場合にはそ

れに従い、定めがなければ民法の原理によって退職の効力日を判断しなければなら

ない(下記の雇用労働部例規を参照)。従って、勤労者が辞表を提出しても会社がこ

れを受理しない期間中は勤労者には出勤する義務がある。 
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退職の効力発生時期 (雇用労働部例規第 2012-51 号、2012 年 9 月 25 日) 

 

期間を定めていない勤労契約関係にある勤労者が、使用者に対して該当勤労

契約の解止(退職)の意思表示をした場合における勤労契約関係の終了時期(退職

の効力発生時期)に関しては、下記の基準によって処理する。 

 

1.勤労者が使用者に退職の意思表示(辞表の提出)をした場合には、使用者がこ

れを受理したり、もしくは当事者の間に契約終了時期に対する特約 (団体協

約や就業規則および勤労契約)があれば、各々その時期(辞表を受理した時期

または特約によって定めた時期)に契約解除の効力が発生することになる。た

だし、この場合、該当特約の内容が関係法規に抵触してはならない。 

 

2.この場合、使用者が勤労者の退職の意思表示(辞表の提出)をしたにもかかわ

らず、使用者が勤労者の退職の意思表示を受理しなかったり、または契約

の終了時期に関する特約がなければ、使用者が該当退職の意思表示の通告

を受けた日から 1 カ月が経過するときまでは契約解除の効力が発生しない

ため、雇用従属関係は存続するものとして取り扱わなければならない (民法

第 660 条第 2 項参照)。 

 

3.第 1 項および第 2 項の場合、使用者が勤労者に支給する賃金を一定の期間

給として定めて定期支給していれば、使用者が勤労者の退職意思の通告を

受けた後の 1 賃金支給期を経過したときに、契約解除の効力が発生するも

のとして取り扱わなければならない(民法第 660 条第 3 項)。 

 

退職に関する事例 

 

突然、職員が退職する場合は多く発生するが、そのような場合、具体的なケ

ースによって違いはあるが、通常、以下の措置を行うことができる。 

 

勤労者が突然退職したとしても、使用者は賃金を支給しなければならない。

ただし、勤労者の退職処理を行う時期に対し、勤労基準法で定めたものはなく、

強制労働が禁止されているので勤労者の退職はいつでも可能であるが、民法第

660 条によって契約の解除通告は 1 カ月後に解除の効果が生じるものとみなし

ている。そのため、勤労者はこの期間を無断欠勤を行うことが可能であるが、

退職金の算定のための平均賃金が減額され、会社としては退職金を下げること

ができる。また、損害賠償請求を請求することが可能であるが、損害の発生と

その金額、違法性を使用者が立証しなければならず、現実的には立証が困難で

あるため、法院では勤労者に対する損害賠償の請求を認めていない。 
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4) 継続勤続年数関連事例 

 

①軍服務期間 

兵役法によって、軍服務期間は昇進などの場合には実務に従事したものと認め

るが、退職金を算定するときは勤続期間に算入しなくてもよいというのが、判例

と行政解釈の一致した立場である。 

 

②事業場の休業期間 

会社の事情により休業した期間も、勤労者の身分を維持していれば継続勤労年

数に含める。 

 

③個人的な事由による休業、休職期間 

勤労者が私的な事由で勤労を提供しなかった期間については、勤労者としての

身分を保有している限り継続勤労年数に含めるべきだというのが一般的な解釈

である(原則的には継続勤労期間として認めながら、団体協約や就業規則などの

規定により合算しないこともあるという行政解釈もあるが、勤続期間に含めるべ

きだという解釈が主である)。 

 

④労働組合の専任期間 

労働組合の専任者として実際に勤務をしない期間も、勤労契約が維持されてい

れば継続勤労年数に含める。 

 

⑤争議行為期間 

争議行為によって勤務を提供しなかった期間も、その争議行為が適法であるか、

もしくは不法であるかに関係なく勤労契約が維持されていれば継続勤労年数に含め

る。 

 

⑥企業内外の人事異動と勤労年数 

企業内での配置転換、転勤などの人事異動があったとしても、これは企業との

勤労関係が断絶したものではないので退職金を計算するときに継続勤労年数に

算入する。ほかの企業への派遣勤務をする場合においても、原則的には継続勤労

と解釈される。グループ系列社に転出しながら元の会社との勤労関係を続けるか

否かは、勤労者の同意の有無や慣行など具体的な事実関係によって判断する。 

 

⑦企業譲渡、組織変更などの期間 

企業が廃業することなく同一性を維持していれば、勤労契約関係は合併会社(承

継会社)の使用者または営業譲受人に原則的に自動承継される。継続勤労として認

めなければならないので、会社の合併、譲渡、組織変更前の勤労年数は当然継続

勤労年数に含める。 
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(8) 退職給付制度の差等禁止 

 

 

1) 差等制度禁止の原則 

 

勤労者退職給与保障法第 4 条(退職給与制度の設定) 

第 1 項による退職給付制度を設定する場合において、一つの事業で給与およ

び負担金の算定方法の適用などに関して差等をおいてはならない。 

 

退職給与制度の設定において、同一の事業内に差等制度を適用してはならない。

例えば、一つの事業内に事務職勤労者だけに累進制度を適用し、生産職勤労者には

累進制度を適用しなかったりするなど、累進率に差等を付けるとこれは無効となる。 

 

地位や職種はもちろん、各々の工場や支店など作業部署や場所における差等も禁

止される。事業は経営上の一体が基準であるので、組織上有機的に運営される工場、

支社、支店、出張所などは総括して｢一つの事業｣になる。ただし、同じ事業場であ

っても全く異なる事業を行なっている勤労者には差等禁止制度が適用されない。 

 

すべての勤労者に同一に適用される退職金制度において、｢勤続期間の差異によ

る支給率や支給額の差異｣などは、法律上の差等制度ではないので可能である。 

 

 

2) 差等になる制度 

 

①職位、職種、職級に応じて異なるように適用される場合 

一つの事業内で職位別、職種別に異なる累進率を適用したり、同じ累進率で一

定職級以上の者に一定の年限を加えるなどのように、退職金の支給条件を異なる

ようにすることは禁止されている。 

 

②工場、支店、出張所別に異なるように適用される場合 

一つの事業内には一つの退職金制度を設けるべきであり、一つの事業に含まれ

る工場や支店、出張所、本社の間に差等をつけてはならない。 

 

 

3) 差等にならない制度 

 

①勤続期間別に差等適用 

勤続期間によって退職金の支給率を別にする規定が一つの事業内においてす

べての勤労者に一律的に適用される場合には、差等制度には該当しない。 

 

②一つの事業内に二つの団体協約がある場合における差等適用 

一つの事業内に組織対象が異なる労働組合が、各々で団体協約を締結すること

によって退職金制度が別々に適用される場合には差等と見なされない。法規定は、

一つの団体協約や就業規則の適用を受ける勤労者間の差等を禁止しており、適用

対象が異なる団体協約間の差等を禁止していない。 
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③就業規則の変更により退職金制度が変わる場合 

就業規則が有利または不利に変更されて、変更以前の退職金制度と変更後の退

職金制度が異なる場合には、その施行時期を前後して異なる退職金制度を適用す

るのは、差等制度に該当しない。 

 

④会社役員との差別 

会社の役員は、勤労基準法上の勤労者ではないので別の退職金制度を適用する

ことができる。 

 

⑤懲戒解雇者の累進率縮少 

すべての勤労者に共通的に適用される条件のもとで退職金が異なる場合には

差等とはみなさないので、懲戒解雇者に累進率を縮少して適用するのは差等では

ない。ただし、この場合、条件付与において合理性が必要であり、条件を満たさ

ずに適用される退職金制度に対しては法定退職金制度を下回ってはならない。 

 

 

(9) 退職金の精算期日 

 

勤労者退職給与保障法第 9 条(退職金の支給) 

使用者は、勤労者が退職する場合には、その支給事由が発生した日から 14 日

以内に、退職金を支給しなければならない。ただし、特別な事情がある場合に

は、当事者間の合意により支給期日を延長することができる。 

 

 

(10) 退職年金制度 

 

 

1) 退職年金制度の選択 

 

退職年金制度を選択しようとする場合には、勤労者代表(過半数の労組、労組が

ない場合には勤労者の過半数)の同意を得なければならない。選択された制度の内

容を変更しようとする場合には、勤労者代表の意見を聴取しなければならない。 

退職年金制度の形態は、事業場別に労使が協議して確定拠出型(DC)または確定

給付型 (DB)を選択することができる。 

 

＜確定拠出型と確定給付型の比較＞ 

区分 
確定拠出型 

(Defined Contribution) 

確定給付型 

(Defined Benefit) 

概念 

－労使が事前に負担する寄与金を確定 

－積立金を勤労者が自己責任で運用 

－勤労者が一定の年齢に達したとき

にその運用結果に基づいて給与を

支給 

－労使が事前に給与の水準を約定 

－勤労者が一定の年齢に達したと

きに約定による給与を支給 

寄与金 
確定(勤労者年間賃金総額の12分の1

以上) 

算出基礎率(運用収益率、昇給率な

ど)変更時に変動 
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給付 運用実績による。 
確定(継続勤労期間 1 年に対して 30

日分の平均賃金以上) 

リスク負担 物価、利子率変動時には勤労者負担 物価、利子率変動時には会社負担 

支給保障 
運用方法に元利金保障商品を含める

などの安定的な運用指導 

義務積立金制度(退職負債 60％) 

健全性監督など 

企業負担 縮小不可能 縮小可能(収益率が高い場合) 

通算制度 容易 
難しい(個人退職口座を通じた通算

可能)。 

年金処理 不要 必要 

選好階層 

(予想) 
短期勤続者および若年階層 長期勤続者 

主要対象 

(予想) 
年俸制、中小企業 大企業、既存社外積立企業 

 

 

2) 制度の設計および運用 

 

①退職年金規約の作成 

退職年金制度を設定する場合には、労使の同意を得て、『退職年金規約』を作

成し、雇用労働部長官に申告しなければならない。  

 

＜確定給付型退職年金制度＞ 

 

イ. 退職年金事業者(金融機関)の選定に関する事項 

－退職年金制度の資産管理および運用管理業務を委託する退職年金事業

者、即ち金融機関の選定を規約に定めるようにする(資産管理業務と運用

管理業務を遂行する金融機関を別の機関に委託することができる)。 

－労使が合意して決定 

ロ. 加入者に関する事項 

加入資格、加入時期、加入方法など 

 

 

ハ. 加入期間に関する事項 

退職年金制度は労使が合意した時点から施行することができるが、労使

が過去の勤務分から遡及して施行することで合意した場合には、遡及適用

することもできる。一方で、遡及適用を行わない場合は、中間精算制度に

制限のある退職金制度として維持することができる。  

ニ. 給与水準に関する事項 

－加入者の退職日を基準として算定した一時金が継続勤労期間 1年に対

して 30 日分の平均賃金に相当する金額以上になるようにしなければ

ならない。 

－年金受給額は支給期間により異なり、支給期間は最小 5 年を超える範

囲内であれば労使が多様に設定することができる。 
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ホ. 財政健全性の確保に関する事項 

－確定給付型の場合には、事業主が事実上の責任を取ることができない

場合に備え支払能力を確保するためのものである。 

－具体的な水準は勤労者退職給与保障法第 16 条に基づいて算定された

金額の 60％以上とする。 

ヘ. 給与の種類および受給資格などに関する事項 

－年金：年金は 55 歳以上であって、加入期間が 10 年以上の加入者に支

給すること。この場合、年金の受給期間は 5 年以上でなければならな

い。 

－一時金：年金受給要件を備えず、もしくは一時金の受給を希望する加

入者に支給する。 

ト. 運用現況の通知に関する事項 

年 1 回以上、定期的に加入者に運用現況に関する教育を行なわなければなら 

ない。 

チ. 確定給付型退職年金制度の廃止･中断に関する事項 

退職年金制度が廃止または運営が中断した場合には、廃止後または中断

された期間に対しては従来の退職金制度を適用しなければならない。 

 

 

＜確定拠出型退職年金制度＞ 

 

イ. 負担金の負担に関する事項 

使用者の負担水準は、現行退職金の使用者負担が勤続年数 1 年当り 

30 日(約 1 カ月分)の賃金(平均賃金)であるため、勤労者別｢年間賃金総額の

1/12(8.3％)以上｣を負担 

ロ. 負担金の納付に関する事項 

使用者の負担金納付頻度を毎年 1 回以上の範囲内で事業場の実情により自

律的に設定するが、加入者が退職するときは 14 日以内に未納付負担金を納付

する。 

ハ. 積立金の運用に関する事項 

加入者は、積立金の運用方法を自ら選定することができ、毎半期 1 回以

上運用方法を変更することができる。 

ニ. 積立金運用方法の提供などに関する事項 

－退職年金事業者から毎半期 1回以上リスクと収益構造が異なる三つ以

上の積立金運用方法が提示されていること 

－運用方法別の利益損失の可能性に関する情報など、加入者が運用方法

を選定することにおいて必要な情報が提供され、毎年 1 回以上の教育

を実施しなければならない。 

ホ. 中途引出に関する事項 

中途引出理由：無住宅者の住宅購入、加入者またはその扶養家族の 6 カ

月以上の療養、天災地変、その他担保提供が不可避であると雇用労働部長

官が定める事由と要件を備える場合に中途引出しが可能 

ヘ. その他：確定給付型を準用する。 

 

②業務の遂行(委託) 

積立金の運用管理および管理業務は、退職年金事業者に委託する。 
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退職年金事業者は次のとおりである。 

 

イ. 資本市場と金融投資法に関する法律による投資売買会社、投資仲介業者、

集合投資会社 

ロ. 保険業法による保険会社 

ハ. 銀行法による銀行 

ニ. 信用協同組合法による信用協同組合中央会 

ホ. セマウル金庫法によるセマウル金庫中央会 

ヘ. 産業災害補償保険法による勤労福祉公団 

ト. その他上記に準ずる事業者 

 

③その他 

使用者は、毎年 1 回以上、加入者に退職年金制度の運用などに関する教育を実

施(退職年金事業者に委託可能)する。 

雇用労働部長官は、必要な場合に退職年金の実施状況などに関する報告の要求、

現場調査などを実施することができる。 

勤労者が退職年金の給与を受け取る権利は譲渡したり担保として提供するこ

とができないが、住宅購入、加入者または扶養家族の 6 カ月以上の療養、天災地

変などの事由がある場合には積立金の 50％を限度とする担保提供が可能である。 

 

 

3)中小企業への退職年金基金制度の導入(雇用労働部の政策) 

 

①現在、中小企業の場合、退職年金の導入率が低く老後所得においても企業の   

規模別における両極化の現象が出てきており、退職年金に加入していたとして

も合理的な資産運用がなされず、退職後に引き出されることで老後の財源とし

て蓄積されていないなどの問題がある。 

 

②これを改善するために現行での勤労福祉公団における 30 人以下の事業場を対象

とした退職年金事業を改編し、｢中小企業退職年金基金制度｣を導入する。 

イ.勤労者に基金への加入の選択権を与える。 

ロ.労･使･政･専門家で構成された基金運営委員会において資産運営政策を決定す

る。 

ハ.勤労者の退職年金積立金に対する資産運用の受託を受け、一定期間の引き出

し制限を前提として市場金利よりも高い収益率(例:長期預金利子率+α)を保

障する。 

※収益率を保障する引当基金を創成 

ニ.新設事業場への退職年金の導入を義務化して加入を誘導する。 

 

③この制度が定着すれば、中小企業の退職年金の拡散を通した老後所得の保障と共

に中小企業における退職金滞納問題の解消にも寄与するものと期待している。 
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5. 企業買収･合併(M&A)と雇用承継の問題 
 

(1) M&A の意義 

 

M&A とは、｢MERGER｣&｢ACQUISITION｣の頭文字で通常｢企業の買収合併｣と

呼ばれている。企業が経営支配権獲得を目的として行うすべての行為を称し、｢法人

の合併｣、｢営業の譲渡譲受｣、｢株式売買｣など 3 個の類型に区分することができる。 

M&A における雇用調整問題は、M&A の方法、即ち法人の合併、営業の譲渡譲受、

株式売買などによって異なる。 

 

 

(2) 合併と雇用承継問題 

 

 

1) 合併の意義 

 

合併とは、2 個以上の法人が一つの法人に転換することで｢吸収合併｣と｢新設合

併｣がある。合併の手続きは、｢二つ以上の法人の理事会決議 → 代表者間による合

併契約書締結 → 合併貸借対照表の公示 → 株主総会の合併承認 → 債権者保護

のための公示催告→ 新株発行の割当て → 存続(新設)会社の報告総会 → 合併登

記｣の順で行なわれる。 

 

合併が完了すると、存続(新設)会社は消滅会社の権利義務を包括的に承継する(商

法第 235 条)。従って、合併当時の在職勤労者との勤労関係も当然承継され、合併

当事者間の契約で勤労者の全部または一部を承継しないことに合意したとしても、

これは無効になる。 

 

 

2) 合併と雇用承継問題 

 

合併時の雇用承継問題は、商法の規定(法第 235 条、第 530 条)によってそのまま

承継しなければならない。従って、雇用調整 (即ち、人員整理)が避けられない場合

には、合併前に二つ以上の会社が各々で雇用調整をした後に合併するか、そのまま

合併した後に雇用調整を実施しなければならない。 

 

この場合、解雇の正当性の確保が問題となるが、合併そのものだけでは正当性を

認められず、解雇回避努力や合理的かつ公正な解雇基準によって対象者を選定する

など、整理解雇要件を満たすか否かが正当性認定の関鍵となる。 
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(3) 営業の譲渡譲受(引受)と雇用承継問題 

 

 

1) 営業の譲渡譲受(引受)の意義 

 

営業の譲渡譲受とは、一定の営業目的によって組織化された有機的一体としての

機能的財産を移転することをいう。法人自体が消滅または統合されないという点で

合併とは異なる一種の債権契約であり、契約によって営業の一部分または負債や債

権などに対する一部選別的引き受けが可能となる。 

 

この手続きを見ると、｢両社の理事会決議および代表者間による営業譲受渡契約締

結→ 両社の株主総会での承認→ 各種財産の移転行為 (登記、債権譲渡通知、債務引 

受手続きなど) → 勤労者の引き受け時における新たな雇用契約締結｣の順で行われ

る。 

 

しかし、営業譲渡の場合には、前述のとおり合併とは異なり、権利義務の包括的

承継規定がない。従って、営業計算を構成する個々の財産(権利義務)に対する移転

手続きを各々行なっておかなければならない。譲受渡当事者間の契約によって権利

義務関係の移転の可否が定められるので、勤労者の雇用承継に関しても契約によっ

て多様な形態がありうる。 

 

 

2) 営業の譲渡譲受の意義と関連した判例におけるスタンス 

 

営業の譲渡譲受と関連して判例は、営業譲渡の意義について一括的に以下のよう

に定義している。 

 

＜関連判例＞ 

｢営業の譲渡とは、一定の営業目的によって組織化された総体、即ち物的、人

的組織をその同一性を維持しながら一体として移転すること｣である(大法

91.8.9、91 ハ 15225／95.6.28、93 ハ 33173／94.11.18、93 ハ 18938 など)。 

 

これによると事業運営に必要な物的施設だけを買い入れる場合には、これを営業

の譲渡とはみなされないため承継義務が発生する余地がなくなる。具体的事例が

｢営業｣の引き受かまたは｢資産｣だけを買い取るかによって、雇用承継問題の適用は

根本的に違ってくる。 

 

 

3) 営業の譲渡譲受承継に対する学説 

 

営業の譲渡譲受における雇用承継問題については、法規定に明文された規定がな

く、それぞれ異なる学説が対立している。 
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①当然承継説 

営業譲渡時にも会社合併の場合と同じく、譲渡当事者の約定の有無にかかわら

ず、従来の勤労関係が法律上当然に営業譲受人に包括的に承継されるとの見解で

あり、多くの労働法学者がこれを唱えている。 

 

②特約必要説 

譲受渡当事者の間に勤労関係の承継に関する明示的な特約または黙視的な合

意と、これに対する勤労者の同意がある場合に限り勤労関係が承継されるとの見

解であり、一部の商法学者が唱えている。 

 

③原則承継説 

営業譲受渡当事者の間に相反する特約がない限り、営業譲渡の合意のもとには、

原則的に勤労関係を包括的に承継するとの合意が含まれているものと推定され、

特約を通じて承継を排除する場合には、これに対する合理的な理由があれば有効

であるとの見解であり、大法院(最高裁判所)における判例の基本的な立場で一部

の労働学者が支持している。 

 

 

4) 雇用承継に対する判例の態度 

 

雇用承継問題について、学説上は当然承継説、原則承継説、特約必要説などの見

解が対立しているが、大法院判例では｢原則承継説｣に沿っている。 

 

＜関連判例＞ 

｢営業譲渡において、譲渡譲受当事者間に反対の特約がなければ勤労関係は承

継される。即ち、勤労者の一部を承継の対象から除外するとの特約があれば、

それによって承継排除も可能である。ただし、これは事実上解雇に該当するの

で、勤労基準法第 27 条第１項に定めたところによる正当な理由がなければなら

ない｣(大判 91.8.9、91 ハ 15234／大判 94.5.28、93 ハ 33173) 

 

判例のように原則承継説に従う場合、営業譲受渡時に勤労者も全員承継するとの

約定があるか、あるいは勤労者問題について何らかの約定がなければ、勤労関係は

承継される。 

しかし、譲渡譲受者の間で勤労者の一部を承継しないことに明示的に約定した場

合における雇用承継問題をみると、大法院では｢それは実質的な解雇に該当するの

で勤労基準法第 24 条および第 27 条に定めた正当な理由があるか否かを審査して

決定しなければならない｣と判示している。 

 

＜関連判例＞ 

｢譲渡譲受当事者の間に勤労関係一部を承継の対象から除外するようにした

特約がある場合には、それによって勤労関係の承継がされない場合もあるが、

そのような特約は実質的に解雇と同様であるので、勤労基準法第 27 条 1 項(新

法第 24 条)の正当な理由がある場合に有効である｣ 

(大法 94.5.28、93 ハ 33173／95.9.29、94 ハ 54245) 
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即ち、営業譲受渡の時に勤労者の一部を承継しないためには、解雇の正当性要件

を備えていなければならない。この時に適用される解雇の要件が通常の整理解雇の

要件と同じものであるか否かの点については、議論の余地があるが、営業譲受の時

に雇用承継を排除するためには、整理解雇の要件をすべて満たすときに限り、雇用

承継排除が有効であるという判例である。 

 

 

(4) 株式売買と雇用承継問題 

 

株式の売買は、既存会社の独立的な法人格および権利義務関係はそのまま維持され、

単純に株主だけ変動(譲受会社が相手会社の株式を獲得)される。実際の会社経営権の

移転は、株主総会を通じて譲受会社が指名する者が相手会社の理事会の過半数を占め

ることによって成立する(友好的 M&A の場合には、譲渡会社の大株主が自社の経営

陣の辞表を予めまとめて株式とともに提出し、敵対的 M&A の場合には、通常裁判所

から臨時株主総会の招集許可を受けて経営陣を改編する)。 

従って、法人自体には変動がなく会社と勤労者間の関係にも変動がなく、株式の売買に

より大株主が変わるだけで勤労者の雇用問題には影響を及ぼさない。 

 

 

(5) 雇用承継による勤労条件移転問題(雇用承継の効果) 

 

 

雇用関係が承継されると(その承継の原因が合併や営業の譲渡譲受に関係なく)譲渡

人と勤労者間の雇用関係は、譲受人と勤労者間の勤労関係に変更され、既存の譲受人

に属している勤労者の勤労関係とは別途で維持されるのが原則である。 

 

 

1) 勤労条件の存続問題 

 

営業譲渡によって、営業譲受人は営業譲渡人が従来の勤労者に対し、事業主とし

てもっていた地位をそのまま承継するものと解釈されるので、勤労関係が譲受人に

移転されても、勤労者の勤労条件には変動がない。 

 

譲渡人、譲受人、勤労者の三者間の合意によって、勤労条件の変更が許容される

ものと解釈される。その根拠は、合併の場合においては法律によって権利義務の包

括的承継が認められるが、営業譲渡においては譲受人の意志に基づいて自己の地位

を濫用してはならないとの法的趣旨から勤労関係の承継を認めている。従って、三

者間の合意がある場合には、退職金の中間清算または新たな勤労条件の約定などは

容認される。 

 

 

2) 団体協約の効力問題 

 

一般的に、ある企業が他企業を吸収合併することにより、被合併企業が消滅また

は両企業に各々の勤労者を対象とする労働組合が併存している場合には、合併以後
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の団体協約の効力は各々の労働組合が存続しているので、団体協約の有効期間まで

は各々に効力がある。ただし、団体協約の有効期間中においても労働組合の組織変

更など、事情の変更により団体協約の更新の必要性があり、労使当事者の合意の下

に新たな団体協約を締結する場合においてはそれに従うことになる。 

 

 

3) 就業規則の効力問題 

 

営業譲受人は、譲渡人と勤労者の間に形成された従前の勤労契約、就業規則、団

体協約を通して定められた勤労条件によって賃金を支給し労働時間を定めるなど、

使用者としての義務を負い、勤労者も従前と同様な内容の勤労関係上における義務

を果すことになる。 

 

就業規則の変更時に勤労者に不利益になる場合には、勤労者の同意を要するので、

合併または営業譲受の当時に承継される勤労者集団の同意がなければ、本来、有効

だった就業規則を勤労者に不利に変更することができない。 

 

このため、営業譲受人の事業場に異なる就業規則が併存する場合には、均等待遇

の原則の違反問題が提起されるが、これは営業譲渡による勤労関係の承継によって

差別的な勤労条件をもつ両勤労者集団が併存することによる不可避な問題であり、

長期的観点で両者が調整できるように処理するのが望ましい。 

 

＜関連判例＞ 

｢勤労関係を承継した後、使用者が一方的に従前の就業規則の内容よりも勤労

条件を勤労者に不利に変更するのが、社会通念上における合理性があると認めら

れなければその効力がない。従って、従前の就業規則がそのまま適用される｣ 

(大法 94.8.26、93 ハ 58714) 

 

 

4) 退職金などの問題 

 

①継続勤労年数算定問題 

使用者の退職金支給義務は、勤労契約の終了時に発生するので、営業譲渡以後

の退職による退職金の支給責任は譲受人にあると解釈される。また、勤労者の勤

続年数に関しては譲渡時以前の期間までも含むものと見なされる。事業の譲渡に

よって使用者の変更が発生しても、勤労者の勤続年数は譲受人に承継される。一

方、譲受渡によって退職金を受領(退職金の中間精算)を行う場合には既存の勤続

年数は継続しない。 

 

②退職金支給率問題 

譲渡前後の退職金支給率が異なる場合において、例えば、譲渡会社は単数制を

採用しており、譲受会社は累進制を採用していたり、もしくはその逆の場合には、

譲受会社は 退職金規程が差等化されないようにしなければならない。ただし、

この場合、勤労者に有利に変更するのは問題にならないが、不利に変更するとき

は、勤労者集団の同意を得なければならない。ただし、退職金制度が単一化され

ないときは譲受合併前の退職金規定を各々適用しなければならない。 
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＜関連判例＞ 

1. ｢会社の合併によって勤労関係が承継される場合には、従前の勤労契約上の

地位がそのまま包括的に承継されるため、合併当時に就業規則の改正や団

体協約の締結などを通じて合併後勤労者の勤労関係の内容を単一化するよ

うに変更調整する新たな合意がなければ、合併後の存続会社や新設会社は

消滅会社に勤務していた勤労者に対する退職金関係は従前と同じ内容で承

継するものとみなければならない｣(大判 94.3.8、93 ハ 1589) 

2. 営業譲渡の場合には、特段の事情がない限り勤労者の雇用関係もまた譲受人

によって継続的に承継されるものとして、営業譲受渡時の退職金を受領し

た事実だけで前会社との勤労関係が終了し、譲り受けした会社と新たな勤

労関係が始まったと判断するものではなく、勤労者が自分の意思によって

辞職届を提出し退職金の支払いを受け取ったならば、断絶に同意したもの

と判断する余地があるが、これとは違い、会社の経営方針による一方的な

決定で退職および再入社の形式を経ているものならば、退職金の支払いを

受けたとしても勤労関係は断絶しない(大判 2001.11.13、2000 ハ 18608)。 

 

 

5) 営業譲渡人の勤労者に対する債権･債務問題 

 

営業譲渡人が従来の勤労者に対して負担していた勤労基準法上の災害補償責任

なども、営業譲受人がこれを引き受けるものと解釈される。 

 

営業譲受人が負担する勤労者に対する債務は、営業譲渡当時に履行期に達してい

ることがあるかどうかが問題になることもある。営業譲受人が営業譲渡当時の債権

債務をそのまま承継することに対し、営業譲渡当時に既に発生していた債権債務で

あれば、履行期に到達していないとみなければならない。 

 

従って、営業譲渡以前に営業譲渡人と勤労者の間に未支給賃金に対する支給期限

延長の合意があった場合には、営業譲渡当時にその延長期限が到達しなかった場合

においても、営業譲受人は勤労者に対して営業譲渡人と同様の条件で未支給賃金に

対する支給義務がある。 
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6. 解雇の要件と手続き 
 

 

(1) 解雇の法規定 

 

 

1) 解雇関連法規定 

 

勤労基準法第 23 条(解雇の制限) 

①使用者は、正当な理由なく勤労者を解雇、休職、停職、転職、減俸、その他

の懲罰(以下、｢不当解雇など｣という)をすることができない。 

 

解雇は、勤労者本人の意思に反して使用者の一方的な意志表示により勤労契約を

終了させる点で、労働法上に一定の制限をおいている。勤労基準法では、｢正当な

理由｣なく解雇などの懲戒をすることができないと規定しており、勤労者を懲戒ま

たは解雇するためには｢正当な理由｣を備えていなければならないと明示している。 

 

解雇の正当な理由とは、法律には明示されていないものの、社会通念上の勤労者

の故意、過失と非能率など勤労者側の理由による場合と、やむを得ない経営上の必

要により減員する使用者側の理由による場合に区分される。 

 

 

2) 勤労者の帰責事由による解雇 

 

解雇の｢正当な理由｣のなかで、勤労契約を維持することができないほど勤労者に責

任がある場合、勤労契約や就業規則、団体協約などに規定されている場合には、それ

が勤労基準法に違反することなく社会通念上合理性が認められれば、それによる解雇

は正当な理由による解雇とみなされる。 

 

 

3) ｢正当な解雇事由に該当する勤労者の帰責事由｣の事例 

 

雇用労働部は、｢正当な事由に該当する勤労者帰責事由｣の事例 (勤労基準法上の解雇

に関する規定と関連した業務指針) として、勤基 1451-24180、84.12.10 で例示してい

る。 

ここで挙げられている事例は、事業場別の団体協約または就業規則に規定して施行

する正当な解雇事由に該当すると認められる。ただし、このような事例は、事業場

の事業の種類と規模、営業実態などにより運営しなければならない。また、当該勤

労者の地位、職種、職務内容その他の事情に合せて運営すべきものであり、一律的、

画一的に規定して施行する性質のものではないと説明している。 

 

①勤務態度の不良 

－原則的に正当な理由なく長期間無断欠勤し使用者の出勤督促に従わないこと、
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出勤や欠勤が一定でないなど平常出勤成績が不良で、使用者から 3 回以上注意

を受けてもこれを是正しないなど、勤務態度が不良と認められる場合 

－事業の業務都合上、合理的かつ、その基準および事由が正当な使用者の転勤命

令を拒否して職場規律を乱す行為 

－賭博、風紀紊乱などにより職場規律を乱しほかの勤労者に悪影響を与えるもの

と認める場合､その行為が事業場の外で行われる場合においても、これによる

当該事業場の名誉と信用を落とし、取引関係に悪影響を与えるものと認める場

合、または労使間の信頼関係を喪失させたものと認める場合 

－使用者の正当な業務上の指示に事由なく不服し、職場規律を乱して労使関係の

信頼を喪失させたものと認める場合 

－使用者が法的な安全保健上の措置を取り、正当な作業指示をしたにもかかわら

ず、 勤労者の故意または重大な過失により重大な災害を誘発した行為 

 

②違法行為   

－原則的に極めて軽微なものを除き、事業場における窃盗、横領、傷害など刑事

犯に該当する行為をした場合 

－通常極めて軽微な事案であっても、使用者が事前に予防または警告措置をした

ことが客観的に認められるにもかかわらず、勤労者が 2 回以上窃盗、横領、傷

害など刑事犯に該当する行為またはこれに類する行為をした場合 

－事業場外で行った窃盗、横領、傷害などの刑事犯に該当する行為であっても、

これにより当該事業場の名誉と信用を甚しく失墜させもしくは、取引関係に悪

影響を与える場合または労使間の信頼関係を喪失させたものと認める場合 

－業務と関連して収賄、背任、不正な金品を受領するなど刑事犯に該当する行為

をした場合 

－不法な不穏扇動と集団行動を主導して職場または社会秩序を乱すなど刑事犯

に該当する場合 

 

③経歴偽造その他 

－採用要件の未達など採用の主要要件となる経歴の偽造または不採用の要件と

なる経歴を偽造した場合 

－他事業に転職した場合 

 

 

4) 使用者の留意点 

 

勤労者が使用者の正当な職務上の命令を拒否すれば懲戒事由になるが、職務上の

命令が勤労契約の範囲内において有効でない場合には、不当懲戒になることがある。

実務的には、①人事発令の拒否、②延長勤労の拒否、③始末書の拒否などが主に問

題になる。 

 

①人事発令は、原則的に使用者の権限に属しているため、相応な裁量が認められる

が、人事命令が勤労基準法に違反していたり、権限乱用に該当する場合には正

当性が認められない。人事発令の正当性を認められるためには、 

－当該発令に対する業務上の必要性 

－人事異動による勤労者の生活上における不利益と比較刑量 

－労働組合または該当勤労者との協議など、信義誠実において要求される手続き
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を踏んでいなければならない(大法 1995.5.9, 93, 93 ダ 51263)。 

 

②延長勤労は、勤労者との合意があれば可能であるが(勤労基準法第 53 条)、各勤

労者との個別的な約定(勤労契約書)や各勤労者の合意権を制限しない範囲内で

団体協約として合意することも可能である。しかし、合意が全く存在しないの

ならば、延長勤労を拒否する勤労者に対して懲戒することはできず、また、入

社当時に合意を行っていたとしても当初の予想範囲を超えるほどの延長勤務を

会社が要求していれば勤労者は正当に拒否することができる(地法 2009.1.21, 

2008 ガ合 7066)。 

 

③非違行為の協議がある勤労者が始末書の提出を拒否することは、それ自体が使用者

による正当な業務上の命令を拒否することになるため、別途の懲戒事由になること

がある。しかし、勤労者に良心の自由に反する内容(例:本人は深く悔いており、今

後これに類似したことが再発したときには、いかなる処罰も受け入れることを誓約

する)の謝罪文や覚書を要求することは正当ではなく、勤労者がこれを拒否したと

しても懲戒事由とすることはできない(行法 2008.6.26, 2007 グ合 43426)。 

 

 

5) 解雇の禁止期間 

 

勤労基準法第 23 条(解雇などの制限) 

使用者は、勤労者の業務上の負傷または疾病の療養のための休業期間および

その後の 30 日間、または女性が産前・産後にこの法に規定された休業期間と

その後の 30 日間は、解雇をすることができない。ただし、使用者が第 84 条に

規定された一時補償を支給した場合、または天災・事変その他やむを得ない事

由によって事業継続が不可能になった場合は、この限りでない。 

 

勤労者を解雇する正当な事由があっても、業務上の負傷または疾病の療養のため

の休業期間とその後の 30 日間、女子の産前後の 90 日の休暇期間とその後の 30 日

間は解雇することができない。ただし、業務上の負傷または疾病期間であっても、

｢業務上の災害により療養補償を受けている者が 2 年を経過しても負傷と疾病が完

治しない場合において一時補償(勤労基準法第 84 条)をした場合｣には、解雇するこ

とができる。また、天災事変などやむを得ない事由により雇用労働部長官の認定を

受けた場合には、解雇禁止の期間中においても解雇することができる。 

 

 

6) 解雇手続きの正当性の問題 

 

勤労者を解雇または懲戒するときは、懲戒委員会を構成して審議し、もしくは懲

戒対象者に釈明の機会を与える手続きに対しては勤労基準法上での規定がなく、就

業規則や団体協約によって定めることができる。従って、このような懲戒委員会な

どの要件は使用者の法的な義務事項ではない。この懲戒委員会を定めている場合に

は、｢正当な理由｣に対する合理性と客観性を求められており、これを無視した解雇

などは無効となる。このような委員会を定めていない場合においても、別途の手続

きを取ることなく解雇などの懲戒をしても正当な事由があれば有効である。 
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 ＜関連判例＞ 
 

就業規則の懲戒の手続きに関する規定に、懲戒嫌疑者の出席および陳述機会

の付与などに関する手続きや懲戒委員会の構成に関していかなる規定もない場

合には、懲戒嫌疑者に出席、陳述の機会を与えなかったり、原告の会社で妥当

であると認められる方法で懲戒委員会を構成したとしても、懲戒の効力には影

響がないものとするが、就業規則などで勤労者を懲戒しようとするときに懲戒

委員会の決議を経るように明示している場合、このような手続きを踏まずに行

った懲戒処分は、原則的に効力を認めることができない(1996.2.9,大法 95 ヌ

1261)。勤労者に対する上記の懲戒委員会の解雇決議は勤労者にその学力に相応

したほかの部署への勤務転換を勧め、これに応じないときに勤労者を解雇する

こととする内容は、確定的な懲戒決議であるとみなすことができないため、結

局はこの事件の懲戒解雇は、懲戒委員会の決議を経ていないものとして手続き

上でも違法、無効であるとする(ソウル高法 96 グ 36083, 1997.06.03)。 

 

 

＜関連行政解釈＞ 
 

就業規則上、規定された｢停職｣(職務停止)処分を行いながら懲戒委員会を経

ていないことは手続き上の瑕疵がある不当な懲戒処分である(中労委 99 ブヘ

197, 1999.06.15 )。 

 

 

7) 解雇条項違反時の懲役または罰金 

 

勤労基準法の解雇条項(第 23 条第 2 項)を違反する場合には、5 年以下の懲役ま

たは 3,000 万ウォン以下の罰金に処する(勤労基準法第 107 条)。 

 

 

(2) 経営上の理由による解雇(整理解雇) 

 

 

1) 経営上の理由による解雇(整理解雇)の意義 

 

経営上の理由による解雇とは、 一般的に｢経済的、産業構造的、技術的な性質による

企業の経営合理化計画に従って、企業の採算や企業の合理的な経営の維持増進のために

余剰勤労者を減縮、もしくはその人員構成を変えるために行う解雇｣を意味する。 

 

経営上解雇の特徴には 

－通常の解雇が勤労者の一身上または形態上の事由によるものとは異なり、使

用者側の経営上の事情により行われ、 

－解雇対象者が特定されない段階から解雇案が提示され、 

－解雇者が複数であるため集団性をもっている。 
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2) 経営上の理由による解雇(整理解雇)の法規定 

 

勤労基準法第 24 条(経営上の理由による解雇の制限) 

①使用者は、経営上の理由によって勤労者を解雇しようとする場合には、緊迫

した経営上の必要がなければならない。この場合、経営悪化を防止するため

の事業の譲渡、引き受け、合併は、緊迫した経営上の必要があるものとみな

す。 

②第 1 項の場合において、使用者は解雇を避けるための努力を尽くし、合理的

でかつ公正な解雇の基準を定め、これによってその対象者を選定しなければ

ならない。この場合、男女の性を理由として差別してはならない。 

③使用者は、第 2 項による解雇を避けるための方法および解雇の基準などに関

し、当該事業または事業場に勤労者の過半数で組織された労働組合がある場

合にはその労働組合(勤労者の過半数で組織された労働組合がない場合には、

勤労者の過半数を代表するものをいう。以下、｢勤労者代表｣という)に対して、

解雇をしようとする日の 50 日前までに通報して誠実に協議しなければなら

ない。 

④使用者は、第 1 項の規定によって大統領令で定める一定規模以上の人員を解

雇しようとするときは、大統領令で定めるところにより、雇用労働部長官に

申告しなければならない。 

⑤使用者が、第 1 項乃至第 3 項による要件を備えて勤労者を解雇するときは、

第 23 条第 1 項による正当な理由がある解雇をしたものとみなす。 

 

 

勤労基準法第 25 条(優先再雇用など) 

①第 24 条の規定によって勤労者を解雇した使用者は、解雇した日から 3 年以

内に解雇された勤労者が解雇当時に担当した業務と同一の業務に勤労者を採

用しようとするときは、第 24 条によって解雇された勤労者が希望する場合

には、その勤労者を優先的に雇用しなければならない。 

② 政府は、第 24 条の規定によって解雇された勤労者に対して、生活安定、再

就職、職業訓練など必要な措置を優先的に取らなければならない。 

 

 

勤労基準法では、使用者が経営上の理由で勤労者を解雇しようとする場合には、 

① まず、緊迫した経営上の必要があり 

② 解雇回避の努力を尽くさなければならない。 

③ 合理的で公正な解雇の基準により対象者を選定しなければならない。 

④ 解雇回避方法と解雇基準を 50 日前までに勤労者代表に通報し誠実な協議をす

るように規定している。 
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3) 解雇事由などの書面通知 

 

使用者が勤労者を解雇しようとする場合には、解雇事由と解雇時期に対する書面通

知を要し、書面通知がなければ解雇の効力は発生しない。 

 

勤労基準法第 27 条(解雇事由などの書面通知) 

① 使用者が勤労者を解雇しようとする場合には、解雇事由および解雇時期を書

面にて通知しなければならない。 

② 勤労者に対する解雇は、第 1 項により書面にて通知すれば効力がある。 

 

－電子メールまたは文字メッセージを通した解雇通知 

 

勤労基準法第 27 条によると、使用者は勤労者を解雇しようとする場合、解雇

事由と時期を記載した文書を直接または郵便で交付または送付し、これを直接受

領した場合にのみその効力が認められている。しかし、近年の IT 技術の発達に

より経営環境が変わり、これに伴い解雇を通知する際に書面と通知の概念につい

て疑問になることが多くなっている。 

 

法院では、会社が電子決裁システムを完備して電子文書としてすべての業務の

起案、決済、施行過程を管理し、懲戒に関しても電子決裁システムを通して実務

者、管理者、人事部長などの順序で決裁を得た後に電子メールの形態で懲戒対象

者に懲戒処分に関する通知がなされるシステムを構築しており、本事件(解雇通

知)において、電子メールが電子的な情報形態として会社の内部電算網の記録貯

蔵装置に貯蔵され、原告もいつでも前述の電子メールをプリントアウトして保管

することができるという点を考慮したとき、会社内部の電算網を通して電子メー

ルの形態で懲戒免職の通知を行うことは、勤労基準法で定めた署名による解雇通

知に該当すると判断している(2012 年 11 月 22 日、2011 カ合 94948)。 

 

一方で、携帯電話の文字メッセージの場合、書面通知規定は使用者の不当な解

雇から勤労者の権益を保護するためのものであるという点から、厳格に解釈しな

ければならないという点や、携帯電話の文字メッセージは解雇者の署名捺印が存

在しないため、本来の意思を確認することが困難な点、原告が送った携帯電話の

文字メッセージに解雇の時期および事由が特定されていない点などを照らし合

わせると、原告が送った携帯電話の文字メッセージを書面と同一に扱うことはで

きないという判断を下している(2010 年 4 月 6 日、2009 グ合 31878)。 

 

雇用労働部では、従来、電子メールや文字メッセージなどを利用して解雇を通

知した場合には、勤労基準法第 27 条による書面解雇通報としてみなすことは困

難であるというスタンスを取っていたが、最近、上記のような法院の判断によっ

て電子文書は会社が電子決裁システムを完備し電子文書としてすべての業務の

起案、決裁、施行過程を管理する場合、例外的に可能であるとの立場に変わった

(勤労回税政策課-1128,2012 年 2 月 7 日)。 
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ここでの問題は、法院や雇用労働部がいう｢会社が電子決裁システムを完備し

て電子文書としてすべての業務の起案、決裁、施行過程を管理する｣ということ

は会社別にその内容と状態が違うため、事後的な判断によって解雇の有効性が変

わってくるという点であり、電子メールや携帯電話の文字メッセージを通した解

雇通知は、消極的な姿勢をとることがよいものと考えられる。 

 

 

4) 緊迫した経営上の必要 

  

緊迫した経営上の必要性の要件は、整理解雇においてほかの要件などに先行する前

提条件である。一般的に緊迫した経営上の要件とは、企業の総資本収益率、固定資本

の構成比率、決算財務諸表、過去と現在の営業実績、債務状況などを通じて判断する

ことができる。 

 

しかし、このような情報を通して経営を分析するのは現実的に難しいので、人件

費の変動状態、時間外勤務の増大問題、赤字部分に対する継続営業の適否、株式配

当などの間接資料を利用することができる。 

 

このような経営上の与件を考慮するときに、一時的な経営悪化であるときは整理

解雇の正当性を確保することができない。緊迫した経営上の必要性の適否は、一部

の事業部門または支店だけを基準として判断してはならず、事業の全体を対象とし

て総合的に判断しなければならない。 

 

大法院(最高裁判所)では最近、次のように経営上の必要性を広く解釈する態度を

みせている。 

 

＜関連判例＞ 

① 整理解雇の要件において、企業経営上の必要性とは、企業の人員削減措置が

営業実績の悪化という企業の経済的な理由だけではなく、生産性の向上、競

争 力の回復または増強に対処するための作業形態の変更、新技術の導入と

いう技術的な理由と、そのような技術革新により生じる産業の構造的な変化

を理由として実際行われており、そのようにする必要性が充分であることを

勘案すれば、必ずしも企業の倒産を回避するものと限定する必要はなく、人

員削減が客観的にみて合理性があると認めるときは緊迫した経営上の必要性

があるとみるのが妥当である。 

② 整理解雇の要件としての｢緊迫した経営上の必要｣とは、企業の倒産を回避す

るためのケ－スだけを許容するものではないので、企業に従事する人員を削

減するのが客観的にみて合理性があると認めるときは、緊迫した経営上の必

要があるものとみなければならない。 

 

 

5) 解雇回避の努力 

 

整理解雇の要件である緊迫した経営上の必要性が認められても、勤労者と使用者

間に存在する信義誠実の原則に基づいて、使用者は解雇をしないために最善の努力

を尽くさなければならない。解雇は最後の手段として行われるときにその正当性を
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確保することができる。 

 

企業が経営上の事情により勤労者を解雇するための必要な要件のうち、解雇回避

のために努力を尽くすこととは、使用者が勤労者の解雇範囲を最小化するために経

営方針と作業方式の合理化、事務所規模の縮小、雇用再契約の停止、新規採用の禁

止、延長勤労や勤労時間の短縮、一時休職および希望退職の活用ならびに転勤など

の可能な措置を取ることを意味する。 

 

一方、特定企業において要求される解雇回避の努力の内容は、その企業の経営上

の解雇時点における特殊状況を総合的に勘案して判断しなければならない。 

 

 

6) 合理的で公正な基準 

 

解雇対象者を合理的でかつ公正な基準により選定するときに勤労者の犠牲を最

小限に減らすものであり、このような合理性と公正性が欠ければ、緊迫した経営上

の必要性と解雇回避の努力が認められても解雇自体が無効になることがある。 

 

解雇対象者の選定基準は、団体協約や就業規則に定めておくのが望ましいが、そ

のような規定がない場合には、使用者が勤労者側との合意を経て合理的でかつ公正

な原則を定めたうえ選定基準を定めなければならない。この場合、勤労者の生活保

護の側面からと企業利益の側面から、適切な選定基準を設定するのが望ましい。 

 

大法院(最高裁判所)は、解雇対象者の選定基準と関連して一般的な基準を提示せ

ず、個別事案別に合理的でかつ公正な基準の適否を判断しており、下級審判例では

これをより具体化している。原則的に勤労者は社会的・経済的な弱者に該当するた

め、各自の事情に照らし合わせ、より保護されるべき勤労者からの順で、解雇対象

から除外すべきとの立場をみせている。 

 

＜関連判例＞ 

①解雇対象者の選別においては、減員の原因になる経営合理化の措置によって

廃止される職務機能と、その職級や職責および賃金水準上相互代替ができる

ほど同一または類似した職務に従事している勤労者だけを選別の対象とす

る。 

②整理解雇の場合、勤労者の一身上の事由でない使用者側の経営上の必要によっ

て解雇することになるので、年齢、勤続期間、扶養義務の有無、財産、健康状

態などの勤労者各々の事情に基づき、その社会的な位置を考慮して相対的・社

会的な保護の必要が少ない勤労者から解雇しなければならず、勤務成績、業務

能力など使用者側の利害関係と関連した事情は 2 次的に考慮しなければなら

ない。 

 

 

7) 勤労者代表との誠実な協議 

 

整理解雇が正当性を確保するためには前述の要件のほかに、勤労者代表との誠実

な協議という要件も満たしていなければならない。協議は、解雇しようとする日の
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50 日前までに通報し、労働組合または勤労者の代表と解雇回避方法および解雇対

象者選定基準、経営上における解雇の必要性を通知しなければならない。 

 

これは、勤労契約で生じる信義誠実の原則上、使用者が労働組合または勤労者代

表機構にその間の諸般事情と対処方案を説明する義務があるとみているため、勤労

者代表との誠実な協議は、団体協約や就業規則に根拠規定がある場合は勿論、その

ような根拠規定がない場合においても勤労基準法に基づき当然行わなければならな

い。 

 

 

8) 経営上の理由による解雇計画の申告 

 

勤労基準法施行令第 10 条(経営上の理由による解雇計画の申告) 

①法第 24 条第 4 項により、使用者は 1 カ月間に次の各号のいづれか一つに該

当する人員を解雇しようとする場合には、最初に解雇しようとする日の 30

日前まで雇用労働部長官に申告しなければならない。 

1.常時勤労者数が 99 人以下の事業または事業場：10 人以上 

2.常時勤労者数が 100 人以上 999 人以下事業または事業場：常時勤労者数

の 10％以上 

3.常時勤労者数が 1,000 人以上の事業または事業場：100 人以上 

②第 1 項による申告には、次の各号の事項を含めなければならない。 

1.解雇の事由 

2.解雇予定人員 

3.勤労者代表との協議内容 

4.解雇の日程 

 

勤労基準法施行令第 10 条により使用者が経営上の理由による解雇をする場合、

1 カ月間合算して 99 人以下の事業場では 10 人以上、100 人以上 999 人以下の事業

場では常時勤労者数の 10％以上、1,000 人以上の事業場では 100 人以上の勤労者

を解雇しようとするときは、雇用労働部長官に申告しなければならない。 

 

 

9) 不当解雇などの救済申請と履行強制金 

 

使用者が勤労者に対して正当な理由なく不当解雇などをした場合には、勤労者は

労働委員会に救済を申請することができる(法第 28 条第 1 項)。救済申請は、不当

解雇などがあった日から 3 カ月以内に行なわなければならない(同条第 2 項)。 

 

労働委員会は、関係当事者から証拠の提出を受けて当事者を審問し、不当解雇など

の事実が認められるときは、使用者に救済命令をする。勤労者が原職復帰を望まない

場合には、解雇期間中の賃金相当額以上の金銭補償を命ずることができる(法第30条)。 

 

使用者は、地方労働委員会の救済命令に不服を申し立てるときは通知を受け取っ

た日から 10 日以内に中央労働委員会に再審申請をし、その決定に不服を申し立て

るときは 15 日以内に行政訴訟法による裁判を提起することができる(法第 31 条)。 
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(3) 解雇の予告および解雇予告手当 

 

 

1) 解雇の予告 

 

勤労基準法第 26 条(解雇の予告) 

使用者は、勤労者を解雇(経営上の理由による解雇を含む)しようとするとき

は、少なくとも 30 日前にその予告をしなければならず、30 日前に予告をしな

いときは、30 日分以上の通常賃金を支給しなければならない。ただし、天災・

地変その他やむを得ない事由により事業継続が不可能な場合、または勤労者が

故意に事業に重大な支障を招いたり財産上の損害を及ぼした場合として雇用労

働部令で定める事由に該当する場合には、この限りでない。 

 

使用者が勤労者を解雇する場合には、勤労基準法第 26 条により解雇日の 30 日

前に解雇予告するか、それを行わない場合は 30 日分以上の通常賃金を解雇予告手

当として支給しなければならない。 

 

 

2) 解雇予告の除外 

 

解雇予告において、使用者における不可抗力な天災・地変その他やむを得ない事

由により事業の継続が不可能な場合には、解雇予告の適用から除外される。 

また、勤労者が故意に事業に重大な支障を招いたり財産上の損害を及ぼした場合と

して雇用労働部令で定める事由に該当する場合においても同様である。 

 

勤労基準法施行規則第 4 条別表(解雇予告の例外になる勤労者の帰責事由) 

1.納品業者から金品や供応の提供を受け不良品を納品してもらい生産に支障をき

たした場合。 

2.営業用車両を任意で他人に代行運転させて交通事故を起こした場合。 

3.事業の機密やその他の情報を競争関係にあるほかの事業者などに提供し、事業に

支障をきたした場合。 

4.虚偽事実を捏造し流布したり不法集団行動を主導し、事業に莫大な支障をきたし

た場合。 

5.営業用車両運送の収入金を不当に着服するなど、職責を利用し公金を着服、長期

流用、横領または背任した場合。 

6.製品または原料などを盗んだり不法に搬出した場合。 

7.人事･経理･会計担当の社員が勤労者の勤務状況の実績を操作したり虚偽の書類

などを作成し、事業に損害を及ぼした場合。 

8.事業場の器物を故意に破損し生産に莫大な支障をきたした場合。 

9.その他、社会通念上故意で事業に莫大な支障をきたしたり、財産上の損害を及ぼ

したと認められる場合。 
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3) 解雇予告の適用除外 

 

勤労基準法第 35 条(解雇予告の適用除外) 

第 26 条の規定は、次の各号のいづれか一つに該当する勤労者には適用しない。 

1.日雇勤労者であって継続して 3 カ月を超えて勤務をしていない者 

2.2 カ月以内の期間を定めて使用された者 

3.月給勤労者で 6 カ月に達しない者 

4.季節的業務に 6 カ月以内の期間を定めて使用された者 

5.修習使用中の勤労者 

 

 

勤労基準法施行令第 16 条(修習勤労の定義) 

法第 35 条 5 号において｢修習使用中の勤労者｣とは、修習使用した日から 

3 カ月以内である者をいう。 

 

勤労基準法第 35 条においては、勤労契約の形態により一定の制限をおいて解雇

予告の関連条項の適用から排除している。 

 

 

 

 

7. 労働組合 
 

 

(1) 労働組合の設立と解散 

 

 

1) 労働組合の構成人員 

 

労働組合を構成できる最小の人数基準に対しては、｢勤労基準法｣および｢労働組

合および労働関係調整法｣などの労働法規では規定されていない。ただし、旧法で

は、｢勤労者 30 人以上または 5 分の 1 以上の賛成がある設立総会の議決がなけれ

ばならない｣と規定して、その最小人数に対する制限を置いていた。 

しかし、法改正 (1987.11.28) によりその条項が削除され、現行法には｢労働組合の構

成に対する最小人数の制限｣がなくなった。また、労働組合は団体組織として構成され

なければならないので、組合員は最小ニ人以上にならなければならないと解釈される。 

 

 

2) 労働組合の設立申告 

 

労働組合および労働関係調整法第 10 条(設立の申告) 

①労働組合を設立しようとする者は、次の各号の事項を記載した申告書に第 11

条による規約を添付して、連合団体である労働組合と二つ以上の特別市、広
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域市、特別自治市、道ならびに特別自治道にまたがる単位労働組合は雇用労

働部長官に、二つ以上の市･郡･区(自治区をいう)にまたがる単位労働組合は

特別市長･広域市長･道知事に、その他の労働組合は特別自治市長･特別自治道

知事･市長･郡守･区庁長(自治区の区庁長をいう。以下、第 12 条第 1 項におい

ても同様)に提出しなければならない。 

     1.名称 

2.主たる事務所の所在地 

3.組合員数 

4.役員の氏名および住所 

5.所属する連合団体がある場合にはその名称 

6.連合団体である労働組合においては、その構成労働団体の名称、組合員数、

主たる事務所の所在地および役員の氏名・住所 

②第 1 項による連合団体である労働組合は、同種産業の単位労働組合を構成員

とする産業別連合団体または全国規模の産業別単位の産業別単位労働組合を

構成員とする総連合団体をいう。 

 

第 12 条(申告証の交付) 

①雇用労働部長官、特別市長、広域市長、特別自治市長、道知事、特別自治道

知事または市長･郡守･区庁長(以下、｢行政官庁｣という)は、第 10 条第 1 項に

よる設立申告書を受け付けたときは、第 2 項前段および第 3 項を除き、申告

証を 3 日以内に交付しなければならない。 

②行政官庁は、設立申告書または規約が記載事項の洩れなどにより補完が必要

な場合には、大統領令で定めるところにより、20 日以内の期間を定めて補完

を要求しなければならない。この場合、補完された設立申告書または規約を

受付けたときは、3 日以内に申告証を交付しなければならない。 

③行政官庁は、設立しようとする労働組合が次の各号の 1 に該当する場合には、

設立申告書を差し戻さなければならない。 

1.第 2 条第 4 号各目の一つに該当する場合 

2.第 2 項の規定によって補完を要求したにもかかわらず、その期間内に補

完しない場合 

④労働組合が申告証の交付を受けた場合には、設立申告書が受け付けられたと

きに設立されたものとみなす。 

 

勤労者団体が組合を結成して法的資格を備えた労働組合として設立するためには、

法第 10 条の規定によって設立申告をしなければならない。設立申告書は、法定申告

事項を記載して規約と共に提出しなければならない。管轄行政官庁は、単位労働組

合においては特別市長･広域市長･道知事が、連合団体である労働組合と二つ以上の

特別市･広域市･特別自治市･道にまたがる単位労働組合は雇用労働部になる。 

 

申告書を受け付けた行政官庁は、補完を要求しもしくはその申告書を差し戻す場合

を除き、3 日以内に申告証を交付する。 
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3) 事業(場)単位の労組設立の自由保障 

 

労働組合および労働関係調整法第 5 条(労働組合の組織･加入) 

勤労者は自由に労働組合を組織したり、これに加入することができる。ただし、

公務員と教員に対しては別の法律で定める。 

 

 

事業または事業場単位において、勤労者は自由に労働組合を設立したり、加入した

りすることができる。 

 

 

4) 労働組合の解散 

 

労働組合および労働関係調整法第 28 条(解散事由) 

①労働組合は、次の各号の 1 に該当する場合には解散する。 

1.規約で定めた解散事由が発生した場合 

2.合併または分割により消滅した場合 

3.総会または代議員会の解散決議がある場合 

4.労働組合の役員がなく、労働組合としての活動を 1 年以上しなかったも

のと認められる場合であって、行政官庁が労働委員会の議決を得た場合 

②第 1 項第 1 号から第 3 号までの事由により労働組合が解散したときは、その

代表者は解散した日から 15日以内に行政官署にこれを申告しなければならな

い。 

 

同法施行令第 13 条(労働委員会の解散決議など) 

①法第 28 条第 1 項第 4 号において、｢労働組合としての活動を 1 年以上しなか

ったものとみとめられる場合｣とは、継続して 1 年以上組合員から組合費を徴

収した事実がなく、総会または代議員会を開催した事実がない場合をいう。 

②法第 28 条第 1 項第 4 号による労働組合解散事由がある場合には、行政官庁が

管轄労働委員会の議決を得たときに解散されたものとみなす。 

③労働委員会は、第 2 項による議決において、法第 28 条第 1 項第 4 号による解

散事由の発生日以後の当該労働組合の活動を考慮してはならない。 

④行政官庁は、法第 28 条第 1 項第 4 号による労働委員会の議決があり、法第

28 条第 2 項による解散申告を受け付けたときは、遅滞なくその事実を管轄労

働委員会(法第 28 条第 2 項による解散申告を受けた場合に限る)および当該事

業または事業場の使用者または使用者団体に通報しなければならない。 

 

労働組合が設立され運営中に解散する場合は大きく二つに分けられる。① 組合

の事情により自ら解散、消滅する場合と、② 組合の活動がないため行政官庁の解

散命令によって解散する場合である。 

 

法第 16条 1項 7号によって｢組合の合併、分割または解散に対する事項は、総会(ま

たは代議員会)の議決｣を得なければならず、同法第 2 項によって｢在籍組合員(または
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代議員)過半数の出席と出席組合員(または出席代議員)3 分の 2 以上の賛成｣を得なけ

ればならない。 

 

即ち、組合の解散決議は、組合員または代議員過半数出席と出席組合員または代

議員 3 分の 2 以上の賛成がなければならない。解散決議によって組合が解散される

場合には、その代表者は解散日から 15 日以内に行政官庁に申告しなければならな

い。 

 

休眠労働組合の場合には、労働組合の役員がなく、労働組合としての活動を１年

以上しなかったものと認められる場合であって、行政官庁が労働委員会の議決を得

た場合と定めている。労働組合としての活動を１年以上しなかったものと認められ

る場合については、｢継続して１年以上組合員から組合費を徴収した事実がないか、

もしくは総会または代議員会を開催した事実がない場合｣と定めている。このような

解散事由があり、行政官庁が労働委員会の議決を得たときに解散されたものとみな

す。 

 

 

 

 

8. 団体交渉と団体協約 
 

(1) 団体交渉 

 

1) 団体交渉の締結権限 

 

労働組合および労働関係調整法第 29 条(交渉および締結権限) 

労働組合の代表者は、その労働組合または組合員のために使用者または使用者団

体と交渉し団体協約を締結する権限を有する。 

 

団体交渉は労使間で団体協約を行なうための手続きである。法律では団体交渉権

を労働組合の代表者にあると明示(慣例による交渉権限には協約締結の権限も含ま

れると解釈される)して、団体交渉の妥結後または協約締結後に｢労働組合執行部の

改編｣と｢組合員の認淮拒否｣などによる再交渉または再締結を禁止している。 

 

 

2) 交渉窓口の単一化の原則および例外的許容 

 

労働組合および労働関係調整法第 29 条の 2(交渉窓口の単一化手続き)  

一つの事業または事業場において、組織形態に関係なく、勤労者が設立したり、

加入したりする労働組合が二つ以上ある場合は、労働組合は交渉代表労働組合(二

つ以上の労働組合組合員を構成員とする交渉代表機構を含む。以下、同じ)を定め

て交渉を要求しなければならない。ただし、第 2 項によって交渉代表労働組合を

自律的に決定する期限内に、この条で定める交渉窓口の単一化手続きを経ないこ

とに使用者が同意する場合は、その限りではない。 
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使用者と交渉しようとする労働組合に事業(場)で交渉の代表となる労組を定め

て交渉を要求する義務を課す(第 29 条の 2 第 1 項)。 

－一つの事業(場)内に組織されている労組は原則的に組織対象が重複している

ため、組織形態に関係なく交渉を単一化(1社1交涉)する。 

 

ただし、一定期限(自律的交渉代表労組の決定期限)内に使用者が同意する場合に

は、労組別の個別交渉が可能になるように容認する(第 1 項)。 

－該当期間内に使用者の明示的な同意がなければ、過半数代表労組が交渉権をも

つ次の段階に自動的に転換する。 

－自律的交渉代表労組の決定期限は、交渉を要求した労働組合が確定または決定

した日から14日目にまでを期限とする(同法施行令第14条の6)。 

 

 

3) 交渉代表労働組合の決定 

 

○交渉窓口の単一化手続きに参与する労組の確定 

特定労組の交渉要求があるときから事業場内のすべての労組が参与する交渉

窓口の単一化手続きが開始するようにする。交渉要求の開始時点や、特定労組に

よる交渉要求の事実をほかの労組に通知する方式など、具体的な内容は施行令で

定める。 

 

－大統領令で委任した事項：労組の交渉要求、参与方法、および交渉代表労組の

代表期間など交渉窓口の単一化手続きなど 

 

労働組合および労働関係調整法施行令第 14 条の 2(労働組合の交渉要求の時期お

よび方法)  

①労働組合は、該当の事業または事業場に団体協約がある場合は法第 29 条第 1

項または第 29 条の 2 第 1 項によってその有効期間満了日以前の 3 カ月になる

日から使用者に交渉を要求することができる。ただし、団体協約が二つ以上あ

る場合には、先ず訪れる団体協約の有効期間満了日以前の 3 カ月になる日から

使用者に交渉を要求することができる。 

②労働組合は、第 1 項によって使用者に交渉を要求するときには、労働組合の名

称、その交渉を要求した日現在の組合員数など、雇用労働部で定める事項を記

した書面としなければならない。 

 

団体協約満了日以前の一定期限(例:3カ月)内に交渉が要求できるようにし、交

渉要求事実を使用者が公告して、ほかの労組に交渉参与の機会を与えた後、交渉

窓口の単一化手続き参与労組を確定する。 
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4) 労使両側の誠実交渉の義務 

 

労働組合および労働関係調整法第 30 条(交渉などの原則) 

①労働組合と使用者または使用者団体は、信義に基づいて誠実に交渉して団体

協約を締結しなければならず、その権限を乱用してはいけない。 

②労働組合と使用者または使用者団体は、正当な理由なく、交渉または団体協

約の締結を拒否したり怠ってはならない。 

 

労働組合と使用者または使用者団体は、信義により誠実に交渉して団体協約を締

結しなければならず、その権限を濫用してはならない。また、正当な理由なく交渉

または団体協約の締結を拒否したり怠ってはならない。 

 

 

(2) 団体協約 

 

1) 団体協約の作成 

 

労働組合および労働関係調整法第 31 条(団体協約の作成) 

①団体協約は、書面をもって作成し当事者双方が記名捺印しなければならない。 

②団体協約の当事者は、団体協約の締結日から 15 日以内に、これを雇用労働部

長官に申告しなければならない。 

③雇用労働部長官は、団体協約の内容のうち違法な内容がある場合には、労働

委員会の議決を得て、その是正を命ずることができる。 

 

団体協約は、労使双方が署名捺印した書面をもって作成する。労使は協約締結日

から 15 日以内に行政官庁に申告しなければならず、行政官庁は協約内容のうち違

法な部分に対しては労働委員会の議決を得て是正を命ずることができる。 

 

 

2) 団体協約の効力 

 

労働組合および労働関係調整法第 33 条(基準の効力) 

①団体協約に定めた勤労条件、その他勤労者の待遇に関する基準に違反する就

業規則または勤労契約の部分は、これを無効とする。 

②勤労契約に規定されていない事項または第 1 項の規定によって無効とされた

部分は、団体協約で定める基準による。 

 

団体協約とは、労使間に組合員の勤労条件などの個別的な勤労関係と、使用者と

労働組合間の集団的な労使関係に適用する規律を定めた協定である。個別的な勤労

関係を定めた勤労条件と勤労者の待遇に関する部分は、就業規則と勤労契約よりも

優先して適用される。従って、団体協約で定める事項より劣った就業規則と勤労契

約は無効になり、その部分は団体協約に従うことになる。 
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3) 団体協約の有効期間 

 

労働組合および労働関係調整法第 32 条(団体協約の有効期間) 

①団体協約には、2 年を超過する有効期間を定めることができない。 

②団体協約にその有効期間を定めていない場合または第 1 項の期間を超過する

有効期間を定めた場合には、その有効期間は 2 年とする。 

③団体協約の有効期間が満了するときを前後して、当事者双方が新たな団体協

約を締結するために団体交渉を継続したにもかかわらず、新たな団体協約が

締結されなかった場合には、別途の約定がある場合を除き、従前の団体協約

はその効力満了日から 3 カ月まで継続して効力を有する。 

ただし、団体協約にその有効期間が経過した後においても、新たな団体協約

が締結されないときは、新たな団体協約が締結されるときまで従前の団体協約

の効力を存続させるとの趣旨の別途の約定がある場合には、それに従うものと

し、当事者一方が解除しようとする日の 6 カ月前まで相手方に通告すること

によって、従前の団体協約を解止することができる。 

 

団体協約の有効期間は 2 年を超過することができない。労使は 2 年を超過しな

い期間内で有効期間を定めなければならず、その期間の定めがない場合には、有効

期間は 2 年になる。 

また、協約効力の満了後、新たな協約が締結されない場合には、特約がなければ

既存協約の効力を 3 月間延長適用して協約更新の猶予期間を設けている。 

労使が合意して新協約が締結されるときまで既存の協約を適用するとの団体協約

の自動延長条項に合意し、これを認めて解除しようとする場合には、6 カ月前に相

手方に通告することによって既存の協約を解除することができる。 

 

 

4) 団体協約の効力拡張 

 

労働組合および労働関係調整法第 35 条(一般的拘束力) 

一つの事業または事業場に常時使用されている同種の勤労者の半数以上が、

一つの団体協約の適用を受けることになったときは、当該事業または事業場に

使用されるほかの同種の勤労者に対しても、当該団体協約が適用される。 

 

団体協約は、一般的にその締結当事者である労働組合の組合員に対して効力を及

ぼすものであるが、一定の要件のもとでその効力範囲を事業場全体に拡げる制度

(全地域に拡大する制度もあるが、特殊な場合であるので省略する)をもっている。 

 

一つの事業または事業場に同種の勤労者過半数以上が一つの団体協約の適用を

受ける場合には、ほかの同種の勤労者に対してもその効力を拡げて適用することは、

組織勤労者の保護と非組織勤労者の保護を確認したものである。 
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(3) 団体協約締結関連事例 

 

1) 労組側の労使同数の人事委員会構成要求 

 

団体交渉の目的が組合員の勤労条件を維持、改善するための勤労条件と関連する

事項は、団体交渉の対象となる。労組の代表者は、その組合員のために勤労条件、

その他の事項に関して交渉する権限があり、使用者は正当な要求に応ずる義務があ

るが、使用者の経営権(人事権などを含む)に属する事項に対しては義務的に交渉を要

求することができない。 

 

ただし、人事経営に関する事項でも勤労条件に影響が及ぶ場合、または使用者の

人事決定権を制限するものではなく一定の人事基準と原則を設定するなどの場合

には、団体交渉の対象とすることができる。しかし、採用または解雇時の労使合意、

人事(懲戒)委員会の労使同数構成などは使用者の人事決定権を事実上排除するもの

であり、使用者の人事決定権の本質的な部分を侵害するものであるので、団体交渉

の対象にならない。 

 

 

2) 自動更新協定の締結 

 

団体協約の有効期間の満了時を前後して協約更新のための交渉を続けても妥結

されない場合には、従前の団体協約は有効期間の満了日後 3 カ月までは継続して効

力をもつことになり、新協約を締結するときまで既存の協約を適用するとの｢自動

延長条項｣を締結することができる。 

 

｢自動更新協定｣とは、団体協約の期間満了の一定期間前に当事者の一方が協約の

改廃申請をしない場合には、既存の協約は再び同一期間に亘り効力が自動的に延長

されるとの内容であり、自動延長協定とは区別される。一般的にこの協定は｢協約

の有効期間満了前１月以内に当事者の双方が協約の改正を申請しないときは、この

協約は自動的に更新される｣という内容で規定される。自動更新協定は法規定上の

協約有効期間の規定に抵触せず、労使間が合意して締結することができる。 

 

 

3) 協約の有効期間内に再交渉 

 

労使双方の合意により適法に締結された団体協約は、企業内の労使関係を規律す

る秩序規範であり、その団体協約の有効期間は平和協定期間であるので遵守しなけ

ればならない。団体協約の有効期間中の改廃は、労使間の自律により決定する事項

であるが、この条項を設ければ労組側の再交渉要求の余地ができる。労組側が協約

有効期間中に、｢労組執行部の改編｣または｢組合員の拒否｣により団体協約の再締結

を要求する場合があるが、協約改廃不可条項があればこれを防止することができる。

使用者側からみると協約の有効期間中に再交渉をしないとの条項は重要なもので

あり、労使双方の合意により｢補充協約｣を締結することができる。 
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9. 労働争議と争議調整の手続き 
 

 

(1) 労働争議と争議行為 

 

 

1) 労働争議と争議行為 

 

労働組合および労働関係調整法第 2 条(定義) 

5.｢労働争議｣とは、労働組合と使用者または使用者団体(以下、｢労働関係当事者｣

という)間に賃金、労働時間、福祉、解雇その他待遇など勤労条件の決定に関

する主張の不一致によって発生する紛争状態をいう。この場合、主張の不一致

とは、当事者間に合意のための努力を継続しても、それ以上自主的交渉による

合意の余地がない場合をいう。 

6.｢争議行為｣とは、罷業、怠業、職場閉鎖その他労働関係当事者が、その主張を

貫徹することを目的として行う行為とこれに対抗する行為であって、業務の正

常な運営を阻害する行為をいう。 

 

法律上における｢労働争議｣は、｢勤労条件の決定に関する労働関係当事者間の主

張の不一致｣状態と定義し、｢争議行為｣は当事者がその主張を貫徹する目的で行う

行為とこれに対抗する行為であり、正常な業務を妨害する行為と定義している。 

｢労働争議｣が発生した場合、労働関係当事者の一方はこれを相手方に書面を以って

通報しなければならず(法 45 条 1 項)、労働委員会は、関係当事者一方が｢労働争議｣

の調停を申請したときは遅滞なく調停を開始しなければならない(法 53 条第 1 項)。

当事者が｢争議行為｣を開始するためには法定調整手続きを経るようにしているの

で、法律上は労働争議と争議行為はその発生時期が異なる。 

 

 

2) 争議行為の基本原則と制限事項 

 

労働組合および労働関係調整法第 37 条(争議行為の基本原則) 

①争議行為はその目的や方法および手続きにおいて、法令、その他社会秩序に

違反してはならない。 

②組合員は、労働組合によって主導されない争議行為をしてはならない。 

 

 

労働組合および労働関係調整法第 41 条(争議行為の制限と禁止)  

①労働組合の争議行為は、その組合員の直接･秘密･無記名投票によって組合員の

過半数の賛成によって決定されなければ行うことができない。第29条の2によっ

て交渉代表労働組合が決定された場合には、その手続きに参与した労働組合の

組合員全員(該当事業または事業場に所属する組合員に限る)の直接･秘密･無記

名投票による過半数の賛成によって決定されなければ争議行為を行うことがで

きない。 
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②｢防衛事業法｣によって指定された主要防衛産業体に従事する勤労者のうち、電

力、用水、および主として防衛物資の生産に従事する者は争議行為を行うことが

できない。また、主として防衛物資の生産に従事する者の範囲は大統領令で定め

る。 

 

 

労働組合および労働関係調整法第 42 条(暴力行為などの禁止) 

①争議行為は、暴力、破壊行為または生産、その他主要業務に関連する施設と

これに準ずる施設であって、大統領令で定める施設を占拠する形態でこれを

行うことができない。 

②事業場の安全保護施設の正常な維持運営を停止、廃止または妨害する行為は、

争議行為としてこれを行うことができない。 

③行政官庁は、争議行為が第 2 項の行為に該当すると認められる場合には、労

働委員会の議決を得て、その行為の中止を命じなければならない。ただし、

事態が緊迫し労働委員会の議決を得る時間的余裕がないときは、その議決を

得ずに、遅滞なくその行為の中止すること通報しなければならない。ただし、

事態が緊迫し労働委員会の議決を得る時間的余裕がないときには、その議決

を得ず即時にその行為を中止することを通報することができる。 

④第 3 項但書の場合には、行政官庁は、遅滞なく労働委員会の事後承認を得な

ければならず、その承認を得られなかったときは、その命令はそのときから

効力を喪失する。 

 

 

①争議行為の基本原則 

法令上の争議行為は、その目的や方法および手続きにおいて、法令、その他社

会秩序に違反してはならないと規定している。争議行為が正当な範囲を超えて行

なわれる場合には、民刑事上の免責対象にならない。 

   

②組合員過半数の賛成 

争議行為を開始するためには、調整前置期間が終了(法第 45 条)するほか、組

合員過半数以上の賛成が必要である。争議行為の賛反投票などは総会を経なけれ

ばならないが、総会の招集が不可能なときは個別部署での投票も可能である。即

ち、必ず組合員過半数以上の賛成を受けなければならず、代議員大会で議決する

ことができない。 

 

交渉代表労働組合が決定された場合には、交渉窓口単一化に参与した組合員全

員の過半数の賛成によって議決しなければならない。 

交渉代表労働組合が協約当事者であり、交渉代表の選定などに参与した各労働組

合は独自的な交渉権と協約締結権をもつことではないため、争議行為の賛反投票

は組合員全員の過半数の賛成によって決議しなければならない。 

 

③防衛産業体勤労者の争議行為禁止 

軍事用に提供する物資を生産する企業で、一定の保安要件と施設基準を備えて政

府の指定を受けた防衛事業体(防衛産業に関する特別措置法第 2、4 条)に勤務する勤

労者のうち、大統領令で定める業務に従事する勤労者には、争議行為が禁止される。 
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④暴力、破壊行為などの禁止 

暴力や破壊行為による争議行為は禁止される。一般的に｢暴力行為｣とは、人間の

生命、身体に対する不法な力による行使であり、刑法上の暴行、脅迫に該当する行

為をいう。｢破壊行為｣とは、財産の一部または全部に不法な力を行使してその財産

の効用を滅失または減損させる行為であり、刑法上の損壊に該当する行為を意味す

る。 

 

⑤生産その他主要施設の占拠禁止 

労働組合がストライキの効果を高めるため事業場を占拠する職場占拠や篭城

を戦略として選択する場合には、生産に関連する主要施設の占拠により操業が中

断される事態を防止するため、争議行為中であっても生産その他主要施設の占拠

は禁止される。生産施設に準ずる施設として占拠が禁止される施設は、電気、電

算、通信施設と鉄道船舶、航空とそれぞれの施設および爆発危険がある物質と有

毒物保管貯蔵場所などである(施行令第 21 条)。 

 

 

⑥安全保護施設の維持 

安全保護施設の正常な維持、運営を停止、廃止または妨害する争議行為は禁止

されている。これは、安全保護施設が人間の生命や身体に被害を与えるもので、

争議行為の本質から離れるためである。行政官庁は、争議行為が安全保護施設を

妨害する場合には、労働委員会の議決を得てその行為の禁止を命ずることができ

る。 

 

 

3) 争議行為の主体 

 

争議行為は、団体交渉や団体協約締結能力がある当事者、即ち、労働組合により

行なわれるという趣旨により、組合員は労働組合によって主導されない争議行為を

してはならない。これを違反した者は 3 年以下の懲役または 3,000 万ウォン以下の

罰金に処する(法第 89 条第 1 号)。 

 

 

4) 労働組合の責任 

 

労働組合および労働関係調整法第 38 条(労働組合の指導と責任) 

①争議行為は、その争議行為と関係がない者または勤労を提供しようとする者の

出入、操業その他正常な業務を妨害する方法で行われてはならず、争議行為の

参加を呼びかけまたは説得する行為においては、暴行、脅迫を使用してはなら

ない。 

②作業施設の損傷または原料、製品の変質もしくは腐敗を防止するための作業

は、争議期間中であっても正常に遂行されなければならない。 

③労働組合は、争議行為が適法に遂行できるように指導、管理、統制する責任がある。 
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①出入り、操業その他正常業務妨害の禁止 

争議行為は、その争議行為と関係がない者または勤労を提供しようとする者の

出入や操業、その他正常な業務を妨害する方法で行われてはならない。つまり、

労働争議と関係のない外部の者や取引先の職員が事業場に出入することを妨害

してはならず、勤労を提供しようとする組合員や非組合員、管理職社員の出入と

操業を妨害したり正常な業務を妨害してはならない。 

 

②平和的ピケッティング 

争議行為への参加の呼びかけや説得する行為においては、暴行、脅迫を使用し

てはならない。ピケッティングとは、ストライキに参加しなかった勤労者が事業

場に出入することを阻止したりストライキへの参加に協力することを要求する

補助的争議行為であって、暴行、脅迫をしてはならない。 

 

③必須作業の遂行義務 

争議行為による作業の停止は一時的な現象であり、争議行為の終了後再び現場

に復帰して作業を継続することになる。従って、作業施設の損傷または原料、製

品の変質もしくは腐敗を防止するための作業は継続する必要があり、安全保護施

設の正常運営を妨害する行為を行なってはならない。 

 

④労働組合の指導と統制 

労働組合は、争議行為が適法に遂行されるように指導、管理、統制する責任があ

る。 

 

 

5) 争議行為中の使用者の採用または代替禁止 

 

労働組合および労働関係調整法第 43 条(使用者の採用制限) 

①使用者は争議期間中、その争議行為により中断された業務の遂行のために当該

事業と関係のない者を採用または代替させることができない。 

②使用者は争議行為期間中、その争議行為により中断された業務を請負または下

請に出すことができない。 

 

使用者は、争議行為期間中、争議行為により中断された業務の遂行のために外部

の者を採用したり代替することができず、また、その業務を請負または下請に出す

ことも禁止される。しかし、当該事業と関係のある者の採用または代替は可能であ

るため、事業場内の管理職員や非組合員、ストライキ不参加者などを業務に転換さ

せて操業を継続することができる。 
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6) 調整前置主義 

 

労働組合および労働関係調整法第 45 条(調整の前置) 

①労働関係当事者は、労働争議が発生したときは、ある一方がこれを書面を以っ

て相手方に通報しなければならない。 

②争議行為は、第 5 章第 2 節乃至第４節による調整手続きを経ることなくこれ

を行うことができない。ただし、第 54 条による期間内に調停が終了されず、

または第 63 条による期間内に仲裁裁定が成立しない場合には、この限りでな

い。 

 

労働争議が発生したときには、ある一方が相手方に書面をもって通報しなければ

ならない。争議行為は、労働争議発生後の法的な調整手続き(調停と仲裁)を経るこ

となく、これを行うことができない(争議調整手続き参照)。 

 

 

7) 正当な争議行為の法的効果 

 

①民･刑事上免責 

 

労働組合および労働関係調整法第 3 条(損害賠償請求の制限) 

使用者は、この法に基づく団体交渉または争議行為によって損害を受けた場

合には、労働組合または労働者に対してその賠償を請求することができない。 

 

 

労働組合および労働関係調整法第 4 条(正当行為) 

刑法第 20 条の規定は、労働組合の団体交渉、争議行為、その他の行為として、

第 1 条の目的を達成するために行った正当な行為に対して適用される。ただし、

いかなる場合においても、暴力または破壊行為は、正当な行為と解釈されては

ならない。 

 

正当な争議行為に対しては民事上の損害賠償責任および刑事上の責任を問わない。 

 

②争議行為と賃金支給 

 

労働組合および労働関係調整法第 44 条(争議行為期間中の賃金支給要求の禁止) 

①使用者は、争議行為に参加して勤労を提供しない勤労者に対しては、その期間

に対する賃金の支給義務がない。 

②労働組合は、争議期間に対する賃金の支給を要求し、これを貫徹する目的で争

議行為をしてはならない。 

 

正当なストライキに参加する期間中は勤労者の労務提供義務は停止されており、

ストライキ期間中の勤労者は事実上勤労を提供していないため、｢No work No 

pay｣の原則が適用される。 



Copyright © 2015 JETRO. All rights reserved. 

 

105 

しかし、使用者による原因の提供で誘発したストライキ参加などの期間は、賃金

支給の義務があるという判決が下されている。 

 

＜関連判例＞ 

該当勤労者に対する無効な解雇が直接的な原因となり争議行為が発生した場

合など、争議行為の期間のうち、勤労を提供しなかったことも、使用者に帰責事

由があると判断することのできる特別な事情がある場合には、依然として賃金請

求を行うことができる。不当解雇などで正常的な勤労を提供しても、賃金の支給

を受け取ることができなくなった勤労者が、その期間のうち、ほかの職場に就職

したり起業したとしても、特別な事情がない限り、これは不当解雇という使用者

の帰責事由によって招いたものであり、その就職や起業などができたので解雇は

なかったととして、従来の職場で勤務することができなかったものとみなすこと

ができないためである(大法 2010 ダ 99279,2012.9.27)。 

 

通常、無労働無賃金の原則によって事業主は、ストライキ期間の賃金は支給す

る義務はない。しかし、使用者に帰責事由があったと判断される特別な事情があ

る場合には、賃金支給義務を認めるよう大法院では判断している。 

 

 

8) 違法な争議行為の責任 

 

①民事責任 

労働組合の争議行為が正当でない場合には、当該争議行為により発生した損害

に対しては民事上の責任が免責されないため、勤労者は損害賠償をしなければな

らない。このときの民事上における損害賠償責任対象は、労働組合はもちろん、

組合員個人も該当する。 

  

②刑事責任 

正当でない争議行為をした場合には、法律上の刑事免責対象にならない。従っ

て、違法な争議行為が刑法上の犯罪に該当する場合には、争議行為に参加した勤

労者個人は刑事的制裁を受けることになる。 

 

③懲戒処分 

使用者は正当でない争議行為に参加した組合員に対しては、懲戒処分をするこ

とができる。懲戒処分は、一般組合員もその対象になるが、一般的に争議行為を

指示主導した組合幹部に対する責任追及の一環として行なわれている。 

 

 

(2) 争議調停手続き 

 

 

1) 一般事業の労働争議調停制度 

 

①労働争議の調停 

  

イ.労働争議が発生すれば、ある一方が相手方に書面をもって通報しなければなら
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ず、争議行為は法規定による調停手続きを経ることなくこれを行なうことがで

きない(法第 45 条)。 

 

ロ.労働委員会は、当事者一方が労働争議の調停を申請したときは遅滞なく調停を

開始しなければならないが(法第 53 条)、当事者は雇用労働部令で定めるところ

により管轄労働委員会に調停を申請しなければならない(同法施行令第 24 条第

1 項)。 

 

ハ.労働委員会が労働争議の調停を行った場合には、遅滞なく調停委員会を構成し

(同法施行令第 26 条)、調停委員会は労使政を代表する調停委員 3 人で構成され

る(法第 55 条第 2 項)。 

  

ニ.調停委員会は、当事者双方を出席させて主張の要点を確認しなければならず(法

第 58 条)、調停案を作成して当事者に提示しその受諾を勧告する(法第 60 条)。 

 

ホ.調停は、調停の申請があった日から一般事業は 10 日、公益事業は 15 日以内

に終了しなければならず、当事者間の合意により同期間内に延長することがで

きる(法第 54 条)。 

 

ヘ.調整委員会は、労使双方または一方が調停案の受諾を拒否してこれ以上調停が

行われる余地がないと判断されるときは、調停の終了を決定し、これを当事者

双方に通報しなければならない(法第 60 条第 2 項)。 

 

②仲裁 

 

イ.労働委員会は、次の事由により仲裁を行う(法第 62 条)。 

ⅰ)当事者双方が共に仲裁を申請したとき 

ⅱ)当事者一方が団体協約により仲裁を申請したとき 

 

ロ.労働委員会が仲裁する場合には、遅滞なく仲裁委員会を構成(同法施行令第 28

条)しなければならず、仲裁委員は公益委員 3 人で構成する(法第 64 条)。 

 

ハ.労働争議が仲裁に回付されたときは、その日から 15 日間は争議行為をするこ

とができない(法第 63 条)。 

 

ニ.労働委員会が仲裁をしたときは、遅滞なくその仲裁裁定書を当事者にそれぞれ

送達し(同法施行令第 29 条)、仲裁裁定は効力発生期日が明示された書面を作成

する(法第 68 条)。 

 

ホ.当事者は、仲裁裁定が違法もしくは越権によるものと認める場合には、送達日か

ら 10 日以内に中央労働委員会に再審を申請することができる(法第 69 条 1 項)。 

 

ヘ.中央労働委員会は、地方労働委員会が行った仲裁裁定を再審したときは、遅滞な

くその再審決定書を当事者と関係労働委員会に送達しなければならない(同法施

行令第 29 条 2 項)。 

 

ト.中央労働委員会の仲裁裁定または再審決定が違法もしくは越権によるものと
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当事者が認める場合には、送達日から 15 日以内に行政訴訟を提起することが

できる(法第 69 条第 2 項)。 

 

チ.再審または行政訴訟を提起しなかったときは、その仲裁裁定または再審決定は

確定され、この確定された仲裁裁定または再審決定は団体協約と同様な効力を

もつことになる(法第 70 条)。 

 

 

(3) 争議行為の正当性関連事例 

 

 

1) ピケッティング 

 

ピケッティングとは、ストライキに加担せず操業を継続しようとする者に対し、

平和的説得や口頭と文書による言語的説得の範囲内で正当性が認められるのが原

則であり、暴行、脅迫または威力と実力による阻止や物理的強制は正当化されない。 

 

 

2) 職場占拠 

 

職場占拠は、ストライキ時に使用者による妨害を防止し変化する情勢に機敏に対

処するため、退去せずに使用者の意思に反して職場に滞留する争議手段である。使

用者による占有を完全に排除せず、その操業も妨害しない部分的併存的占拠である

場合に限り正当性が認められ、これを超えて使用者の企業施設を長期間に亘り全面

的排他的に占有するのは使用者の施設管理権に対する侵害であり不当である。 

 

 

3) 職場閉鎖後の職場占拠   

 

勤労者の職場占拠が開始当時には適法なものであっても、使用者がこれに対応し

て適法に職場を閉鎖すれば、使用者の事業場に対する物権的支配権が全面的に回復

されるので、使用者は占拠中の勤労者に正当に事業場からの退去を要求することが

できる。退去の要求を受けた以後の職場占拠は違法になるため、適法に職場閉鎖を

断行した使用者から退去要求を受けても応じずに職場占拠を継続した行為は、退去

不応罪として扱われる素地がある。 

 

 

4) 延長勤労拒否 

 

延長勤労が当事者との合意により行なわれても、勤労者を煽動して勤労者が通常の延

長勤労を集団的に拒否して会社業務の正常運営を阻害すれば、これは争議行為とみなす。 

 

 

5) 集団休暇 

 

勤労基準法上における年次有給休暇の使用は、勤労者の自由意思に任せているが、

正当な争議行為の目的でなく、業務妨害の手段として多数の勤労者が集団的かつ一
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斉に年次有給休暇を申請し、同時に欠勤したことで会社業務の正常な運営を阻害し

た場合には、業務妨害行為となる。 

 

判決の事例 

大法院において、｢怠業｣も争議行為の一つとして労働組合および労働関係調整

法により無労働無賃金の原則が適用されると判決が下された。 

 

労働組合および労働関係調整法第 44 条によると、 

①使用者は争議行為に参加して勤労を提供しない勤労者に対しては、その期間中

の賃金を支給する義務はない。 

②労働組合は、争議行為の期間に対する賃金の支給を要求し、これを貫徹する目

的として争議行為を行うことはできない、と無労働無賃金の原則について規定

している。 

｢怠業｣とは、職務遂行の課程において使用者の指揮･命令に従わず、労働組

合の指揮･統制のもとで不完全な労務を提供して作業能率を低下させる争議行

為の一種であるため、能率低下の限度内ではその正当性が認められる。しかし、

怠業行為の核心は能率低下にあるため、正常な状況よりも資材を著しく使用し

たり、不良品の生産したり、機械を破損させたりすれば、その正当性に問題が

生じる。即ち、怠業によって意図的に資材の浪費、不良品の生産が引き起こさ

れれば、積極的なサボタージュとなり正当性が認められなくなるが、故意では

なくこのような状況が生じた場合には、刑事上の責任を負わなければならない

かどうかについての議論になる。後者の場合、使用者は職場閉鎖として対抗す

ることができる 

 

 

 

 

10. 労使協議会 
 

 

(1) 労使協議会の意義および適用対象 

 

 

1) 意義 

 

勤労者参与および協力増進に関する法律第 1 条(目的) 

この法は、勤労者と使用者双方の参加と協力を通じて労使共同の利益を増進す

ることにより産業の平和を図り、国民経済の発展に寄与することを目的とする。 

 

同法第 3 条(定義) 

1.｢労使協議会｣とは、勤労者および使用者が参与と協力を通じて、勤労者の福祉

の増進と企業の健全な発展を図るために構成する協議機構をいう。 

 

労使協議会とは、労使が相互協助することで勤労者の福祉増進と企業の健全な発

展を図ることを目的として構成する協議機構である。労働組合が勤労者団体の力に

より労使間の相互利害の対立的な部分を獲得することを主な目的としているならば、
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労使協議会は労使が相互の共同利害事項を相互の協力を通じて獲得することを目的

としている点で差がある。 

 

労使協議会は、対立的な労使関係を止揚して協助的な側面を強化するため、生産性

の向上や勤労者福祉の増進など団体交渉で扱わない事項を主な協議の対象にしており、

労働組合が組織されてない事業場では労使間の対話の窓口としての機能ももっている。 

使用者は、労使協議会を通じて勤労者の実質的な協助と参与の幅を拡大し、労使問

題だけではなく、経営全般にわたり勤労者への理解を図り、勤務意欲を高めて企業

の競争力と生産性を向上させることに活用することができる。 

 

 

2) 労働組合との構成および運営目的の比較 

 

①｢労働組合｣の構成と運営目的 

－設立および構成：勤労者が主体となって自由に組織または加入 

－目的：団体の力で勤労条件の維持改善、経済社会的な地位向上を図る。 

－運営：労使間の勤労条件に対する団体交渉を通じて協約を締結 

－任務：勤労者の勤労条件の維持･改善という固有目的活動、労働組合団体の管理運営 

 

②｢労使協議会｣の構成と運営目的 

－設置対象：勤労者を 30 人以上使用するすべての事業場 

－目的：労使双方の参与と協力を通じて労使共同の利益を増進 

－構成：労使同数各 3 人以上 10 人以内 

－運営：労使協議会への案件の上程にともなう会議を運営 

－任務：労使共同の利益を増進する事項の協議および議決 

 

 

3) 設置対象 

 

勤労者参与および協力増進に関する法律第 4 条(労使協議会の設置) 

①労使協議会(以下、｢協議会｣という)は、勤労条件の決定権を有する事業または

事業場単位で設置しなければならない。ただし、常時 30 人未満の勤労者を使

用する事業または事業場は、この限りでない。 

②同一の事業に地域を異にする事業場がある場合には、当該事業場においても

設置することができる。 

 

労使協議会を義務的に設置する事業場は、常時 30 人以上の勤労者を使用する事業

または事業場である。協議会は、勤労条件の決定権がある事業または事業場単位に

設置し、一つの事業に従事する全体勤労者数が 30 人以上の場合には、当該勤労者が

地域別に分散していてもその主たる事務所に設置しなければならない。一つの事業

に地域を異なる事業場がある場合には、その事業場においても設置することができ

る。 
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(2) 労使協議会の構成 

 

勤労者参与および協力増進に関する法律第 6 条(労使協議会の構成) 

① 協議会は、勤労者と使用者を代表する同数の委員によって構成し、各 3 人以

上 10 人以内とする。 

② 勤労者を代表する委員(以下、｢勤労者委員｣という)は、勤労者が選出し、勤

労者の過半数で組織された労働組合がある場合には、労働組合の代表者およ

び当該労働組合が委嘱する者とする。 

③ 使用者を代表する委員(以下、｢使用者委員｣という)は、当該事業または事業

場の代表者およびその代表者が委嘱する者とする。 

④ 第 2項および第 3項による労働者委員または使用者委員の選出および委嘱に

関し必要な事項は、大統領令で定める。 

 

 

①協議会の構成 

協議会は、勤労者と使用者を代表する同数の委員で構成して、各 3 人以上 10

人以内とする(同法第 6 条第 1 項)。 

 

 

②勤労者委員 

勤労者を代表する委員は勤労者が選出するが、勤労者の過半数で組織された労

働組合がある場合には、労働組合の代表者とその労働組合が委嘱する者とする

(同法第 6 条第 2 項)。 

勤労者の過半数で構成された労働組合が組織されてない事業または事業場の

勤労者委員は、勤労者の直接、秘密、無記名投票により選出するものとし、事業

場の特殊性によりやむを得ない場合には、作業部署別に勤労者数に比例して勤労

者委員を選出する勤労者(委員選挙人)を選出して、委員選挙人の過半数の直接、

秘密、無記名投票により勤労者委員を選出することができる(同法施行令第 3 条)。 

 

③使用者委員 

使用者を代表する委員は、当該事業または事業場の代表者とその代表者が委嘱

する者とする(法第 6 条第 3 項)。 

 

④議長 

協議会の議長は、委員のうち互選して、労使を代表する委員のうち各一人を共

同議長とすることができる(法第 7 条第 1 項)。 

 

⑤委員の任期および待遇 

委員の任期は 3 年としかつ連任することができるものとし、委員は非常任・無

報酬で活動する(法第 8 条第 1 項、法第 9 条第 1 項)。 

 

⑥勤労基準法と労働組合および労働関係調整法との差異 

勤労基準法、労働組合および労働関係調整法、勤労者参与および協力増進に関
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する法律における勤労者代表権限および議決効力について、｢勤労基準法｣上での

労働組合の委員長(または、勤労者の過半数を代表する者)と｢労働組合および労働

関係調整法｣上における委員長と、｢勤労者参与および協力増進に関する法律｣上

の勤労者委員は、その権限が微妙に異なる。そのため、｢勤労基準法｣上の勤労者

代表が行わなければならい業務を｢勤労者参与および協力増進に関する法律｣上

の勤労者委員が行なう場合には、その法的効力は維持されない。 

例を挙げると、年次有給休暇の代替に関して｢勤労基準法｣上の勤労者代表では

ない｢勤労者参与および協力増進に関する法律｣上の勤労者委員が書面合意した

場合、これは有効な年次有給休暇の代替として認められない。 

 

 

(3) 労使協議会の運営と任務 

 

1) 協議会の運営 

 

①会議  

協議会は 3 カ月ごとに定期会議を開催し、必要時に臨時会議を開催することが

できる(法第 12 条)。会議は労使委員の各過半数の出席で開催し、出席委員 3 分

の 2 以上の賛成により決議する(法第 15 条)。 

 

②協議会規程 

協議会は、その組織の運営に関する規程を制定しもしくは変更する場合には、

協議会の設置日または変更日から 15 日以内に雇用労働部長官に提出しなければ

ならない(法第 18 条)。協議会規定には委員数、勤労者側委員の選出と登録に関

する事項、使用者委員の資格に関する事項、協議会の開催時間を勤労時間に含め

る内容、協議会の招集･会期など、運営に関する事項、苦衷処理委員および処理

に関する事項などを規定しなければならない(同法施行令第 5 条)。 

 

③会議録の作成･備置 

協議会は、開催日時および場所、出席委員、協議内容および合意事項、その他

の討議事項を記載した会議録を作成し 3 年間備置しなければならず(法第 19 条)、

出席委員全員が署名捺印しなければならない(同法施行令第 6 条)。 

 

 

2) 協議会の任務 

 

①協議事項(法第 20 条第 1 項) 

－生産性の向上と成果配分 

－勤労者の採用、配置、教育訓練 

－勤労者の苦衷処理 

－安全保健、作業環境改善、健康増進 

－人事労務管理の制度改善 

－配置転換･再訓練･解雇などの雇用調整の一般原則 

－作業と休憩時間の運用、福祉増進 

－賃金制度の改善 

－新技術の導入、作業工程の改善、作業心得の制定･改訂 
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－社員持株会、勤労者の財政形成の支援 

－職務発明などの報償 

－福祉増進 

－勤労者監視設備の設置 

－女性勤労者の保護および仕事･家庭生活の両立を支援するための事項 

 

②議決事項(法第 21 条) 

－教育訓練、能力開発の基本計画樹立 

－福祉施設の設置と管理 

－社内勤労福祉基金の設置 

－苦衷設置委員会で解決されない事項 

－各種の労使共同委員会の設置 

 

③履行義務 

勤労者と使用者は、協議会で議決された事項を誠実に履行しなければならない 

(法第 24 条)。 

 

 

(4) 苦衷処理 

 

勤労者参与および協力増進に関する法律第 26 条(苦衷処理委員) 

すべての事業または事業場には、勤労者の苦衷を聴取してこれを処理するた

めに苦衷処理委員を置かなければならない。ただし、30 人未満の勤労者を使用

する事業または事業場は、この限りでない。 

 

勤労者 30 人以上使用するすべての事業場は、勤労者の苦衷を聴取してこれを処理

するために苦衷処理委員会を設置しなければならない。苦衷処理委員は労使を代表す

る 3 人以内の委員で構成し、協議会がある場合はその委員の中から選任し、協議会が

ない場合には使用者が委嘱する。任期は 3 年とし連任することができる(法第 27 条)。 

 

 

 

 

11. その他 
 

 

(1) 就業規則 

 

 

1) 就業規則の意義 

 

就業規則とは、事業場で勤労者が遵守すべき規律または勤労条件に関して具体的

な内容を定めたすべての規則をいう。勤労契約は、使用者と勤労者が個別的に締結

するのが原則であるが、企業の勤労関係はある程度定型化されており、勤労条件を

就業規則に画一的、統一的に定めるのが一般的である。就業規則は、個別事業場に

おいて法令以外に勤労関係を律する規範である。 
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2) 就業規則の作成申告義務 

 

常時 10 人以上の勤労者を使用する事業場は、就業規則を作成して雇用労働部長

官に申告しなければならない(勤労基準法第 93 条)。 

就業規則には、当該事業または事業場全体に適用される次の事項を規定しなけれ

ばならない。 

1.始業･終業時刻、休憩時間、休日、休暇および交代勤労に関する事項 

2.賃金の決定･計算･支給方法、賃金の算定期間･支給時期および昇給に関する

事項 

3.家族手当の計算･支給方法に関する事項 

4.退職に関する事項 

5.勤労者退職給付保障法第 4 条による退職金･賞与および最低賃金に関する事

項 

6.勤労者の食事代、作業用品などの負担に関する事項 

7.勤労者のための教育施設に関する事項 

8.産前産後休暇、育児休職など勤労者の母性保護および仕事および家庭の両立

支援に関する事項 

9.安全･保健に関する事項 

10.勤労者の性別･年齢または身体的条件などの特性にともなう事業場環境の

改善に関する事項 

11.業務上災害と業務外災害扶助に関する事項 

12.表彰と制裁に関する事項 

13.その他当該事業または事業場の全体の勤労者に適用される事項 

 

このほかに行政指導により性差別およびセクハラ禁止条項を設けなければならな

い。 

 

 

3) 就業規則の作成と変更手続き 

 

就業規則は使用者が作成･変更するのが原則であるが、作成、変更時に勤労者の

過半数の意見を聴き、不利益に変更するときは同意を得なければならない。勤労者

の過半数で組織された労働組合がある場合には、その労働組合の意見を聴かなけれ

ばならない(勤労基準法第 94 条)。 

 

 

4) 就業規則の関連事例 

 

①定年延長の条項と就業規則の不利益変更問題 

定年延長(満 60 歳以上)は人事積滞を招来するため、その事業場の多くの勤労者

に不利であっても定年の延長による勤労者本人および家族の生活保護という点

を勘案すれば、社会通念上これを不利益な変更と見ることはできない。 
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②交替制の変更による延長勤労手当減少の不利益問題 

3 組 3 交替制を 4 組 3 交替制に変えるなど勤務時間制度を勤労者に有利に変更

して延長勤労の機会が減る場合、全体の通常賃金額が減額されなければ、これは

不利益変更に該当しない。 

 

 

(2) 勤労者と使用者の範囲 

 

 

1) 勤労者 

 

勤労基準法の保護対象になる勤労者は、職業の種類を問わず、事業または事業場

で賃金を目的に勤労を提供する者である(勤労基準法第 2 条)。即ち、勤労者とは、

使用従属関係にある者がその相手方から労務提供の代価として賃金の支給を受け、

使用者の指揮と命令を受けてその監督の下に勤労を提供している者であって、その

具体的な判断は次の基準による(雇用労働部行政指針：勤基 01254－6463、88.4.8)。 

－勤労者は業務の遂行において、使用者の正常な業務遂行命令と指揮監督に対

して拒否することができない。 

－始業と終業時間が定められ、作業場所が一定場所に特定される。 

－業務の内容が使用者によって定められ、業務の遂行過程も具体的な指揮監督を受

ける。 

－支給された金品が業務処理の手数料(手当)の性質でない純粋な勤労の代価で

なければならない。 

－上記の内容が満たされ、服務違反に対しては一般勤労者と同様に懲戒などの

制裁を受けなければならない。 

 

 

2) 使用者 

 

勤労基準法上の義務対象である使用者は、事業主または事業経営担当者、その他

勤労者に対する事項に関して事業主のために行為する者をいう(勤労基準法第 2 条)。 

即ち、勤労契約の当事者である者を含めて、勤労基準法を遵守する義務がある者も

使用者の範囲に含められる。場合によっては、勤労者の身分を保有しながら使用者

の範囲に属する相対的な概念である。 

 

 

3) 勤労者と使用者関連事例 

 

①登記理事の退職金適用問題 

 

商法上の理事は、商法第 382 条第 2 項において｢会社と理事の関係は、委任に

関する規定を準用する｣と規定しており、株式会社の理事は原則的に勤労基準法

上の勤労者とはみなされない。 

 

さらに民法第 40 条には｢理事の任命に関する規定｣を定款への記載事項とし、
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同法第 49 条には｢理事の氏名、住所｣を法人の登記事項に明示しているものの、

これは業務代表権と業務執行権を公的に証明することで第三者にこれを知らせ

ることがその目的であり、勤労基準法上の勤労者とみなさない根拠としている。 

     

しかし、理事であっても業務執行権をもたずに、実質的に業務執行権をもつ者か

らの指揮監督を受けて勤労を提供し、その代価としての賃金を受け取っているとき

は、使用者としての地位とともに勤労者としての地位も同時にもっていると解釈さ

れる。 

 

②実習生の勤労者資格問題 

学校卒業予定の委託実習生の技術実習は、学習の延長であり授業時間と同様な

学習過程の一部であって、実習費の支給を受ける場合においても勤労者とはみな

さない。ただし、実習の内容と照し合せて実質的に勤労提供の性格が強く、使用

従属関係が認められれば、それは勤労者として判断される。また、資格試験合格

後の研修も勤労者とみなす。 

 

③パ－トタイマ－の勤労者可否  

パ－トタイマ－も｢職業種類を問わず、事業または事業場で賃金を目的に勤労

を提供する者｣で勤労者に該当する。 

 

 

④嘱託社員の勤労者資格 

嘱託社員も｢職業種類を問わず、事業または事業場で賃金を目的として勤労を

提供する者｣で勤労者に該当する。 

 

 

⑤経営顧問の勤労者資格 

顧問は、事業主または事業経営担当者などの経営に関する諮問に応じる者であ

り、一定額の報酬を受取っていても事業経営担当者の範囲に属し、その身分関係

も使用従属関係にあるとはいえないので、勤労者とみることができない。 
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第 3 章  社会保険制度 
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1. 社会保険制度の概要 

 

 

＜4 大社会保険の概要および料率表＞ 

 

区 分 雇用保険 労災保険 国民年金 健康保険 

目的 

失業予防、雇用

促進および勤

労者の職業能

力開発 

業務上負傷、疾

病、身体障害ま

たは死亡など

の災害の救済 

国民の老齢、廃

疾または死亡に

よる年金支援 

疾病、負傷に対

する予防、診断、

治療 

適用対象事業場 勤労者を使用するすべての事業場 

(国民年金･健康保険は常時勤労者数一人以上であるすべての事業場) 

加入(適用) 

対象者 
下記参照 

資格取得 入社日 入社日 入社日 入社日 

資格喪失 退職日の翌日 退職日の翌日 退職日の翌日 退職日の翌日 

申告期限 

該当日が属す

る月の翌月 15

日まで 

該当日が属す

る月の翌月 15

日まで 

該当日が属す

る月の翌月 

15 日まで 

適用日から 

14 日以内 

保険料 

勤労者 

報酬月額の 

0.65％ 

(失業給与) 

なし 課税対象勤労

所得の 4.5％ 

報 酬 月 額 の

3.035％＋健康

保険負担金の

6.55％ 

使用者 

失業給与： 

報酬月額の 

0.65％ 

雇用安定および

職業開発事業：

0.25～0.85％ 

(事業規模別差) 

報酬月額×業

種別労災保険

料率 

課税対象勤労

所得の 4.5％ 

報 酬 月 額 の

3.035％＋健康

保険負担金の

6.55％ 

主管機関 
雇用労働部（雇用センター、 

勤労福祉公団） 

国民年金 

管理公団 

健康保険公団 
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＜4 大社会保険の適用対象＞ 

 

区 分 国民年金 健康保険 雇用保険 

適用対象 

事業場に従事する 18

歳以上 60 歳未満の使

用者および勤労者 

すべての事業場の勤労

者および使用者と公務

員および教職員 

｢勤労基準法｣事業に

による勤労者 

適用除外対象 

* 1 カ月未満の日雇勤

労者および短時間勤

労者 

* 月 60 時間未満の短

時間勤労者。ただ

し、生計を目的に 3

カ月以上勤労を提

供したときは除く。 

* 法人の理事のうち、

課税対象の所得が

ない者 

 

* 1カ月未満の期間に雇

用される日雇勤労者 

* 非常勤勤労者また

は 1カ月の所定勤労

時間が月 60 時間未

満の時間制勤労者 

* 非常勤教職員または

1 カ月の所定勤労時

間が 60 時間未満の

時間制公務員および

教職員 

* 勤労者のないまたは

非常勤勤労者などの

みを雇用している事

業場の事業主 

* 失職日基準 65 歳以

上のものは失業給与

の支給除外 

* 月 60 時間未満の者

(1 週間所定勤労時

間が 15 時間未満の

者を含む)。ただし、

生計を目的に 3 カ月

以上勤労を提供す

る者と 1 カ月未満の

日雇勤労者の場合

には雇用保険適用

対象者となる。  
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＜課税基準および非課税主要項目＞ 

 

保険の種類 課税基準所得 
車両補助金（月

20 万ｳｫﾝ限度） 

食代（月 10 万

ｳｫﾝ限度） 

育児補助金（月

10 万ｳｫﾝ限度） 

雇用保険 

報酬月額（実費

弁償的な給与

を除外したす

べての賃金） 

控除 控除 控除 

労災保険 報酬月額 控除 控除 控除 

国民年金 

所得月額（勤労

所得から非課

税所得を除外

した所得） 

控除 控除 控除 

健康保険 

報酬月額（年間

報酬総額 /勤務

月数） 

控除 控除 控除 

所得税 勤労所得金額 控除 控除 
控除 

 

 

* 研究開発費は月 20 万ウォンを限度として国民年金、健康保険で非課税項目として認

定される。研究開発費の要件は IT 産業であって、研究室があることと、韓国産業技術

振興協会（KOITA)からの認証が必要である。 
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＜車両補助金と食事代の扱い＞ 

 

車両補助金 

全勤労者に定時的、一率的に支払う場合 賃金○ 

出勤日数により変動的に支払うか、一部勤労者に支払う

場合 
賃金× 

食事代 

勤労契約、就業規則などに規定されている食費で、勤

務日数に関わらず全勤労者に一率的に支払う場合 
賃金○ 

出勤日数により差等に支払う場合 賃金× 
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＜雇用･労災保険の徴収体系＞ 

 

* 賦課告知制度の業務フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険関係成立申告 保険関係成立申告：成立日から 14日以内 

勤労者雇用情報申告 

（月平均報酬申告） 

－入社時：勤労者雇用申告  翌月 15日まで 

－退職時：勤労者雇用終了申告  翌月 15日まで 

－転勤時：勤労者転勤申告  転勤日から 14日以内 

－休職時：勤労者休職等申告  休職日から 14日以内 

－変更時：勤労者情報変更申告  変更日から 14日以内 

*月 60時間未満の者など、大統領令で定める者は申告免除 

*労働部長官に被保険資格に関する申告をする場合には申告省略 

月平均保険料算定 

賦課、告知、納付 

－保険料算定：勤労者別月平均報酬合計額 Ｘ 保険料率 

*月平均報酬：勤労者個人別前年度報酬総額を個人別勤務月

数で割った金額 

－告知：納付期限 10日前(当該月の末日）まで到着 

－納付：当該月の翌月 10日まで 

月平均報酬変更 －変更申告：月平均報酬変動(引き上げ、引き下げ）の場合 

－適用時点：月平均報酬変動(引き上げ、引き下げ）の申告を

した翌月から 

報酬総額などの申告 －前年度に支払った報酬総額の申告案内(公団）：1月末 

－前年度報酬総額申告(事業主）：2月末まで 

－消滅申告：消滅日から 14日以内 

－勤労者に支払った報酬総額申告：消滅日から 14日以内 

－保険料精算(返還、追加徴収） 

年度中廃業、倒産の場合 

－前年度の報酬総額÷前年度の勤務月数(10 月以降、新たに雇

用された勤労者の場合は勤務開始日から) 

月平均報酬算定 

－当該年度報酬総額で精算(返還、追加徴収） 

－公団職権精算：報酬総額の未申告、申告内容が事実と異なる

場合 

－精算差額は精算を行った月の保険料に合算徴収 

保険料精算 
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2. 労災保険の雇用情報管理制度 

 

(1) 勤労者雇用情報申告の種類 

 

種 類 事  由 申告期限 申告書式 

勤労者雇用 

申告 
勤労者を新しく雇用した場合 翌月 15 日 ｢勤労者雇用申告書｣ 

勤労者雇用 

終了申告 

勤労者と雇用関係を終了し

た場合 
翌月 15 日 ｢勤労者雇用終了申告書｣ 

勤労者転勤 

申告 

勤労者がほかの事業場に転

勤する場合 

事由発生日か

ら 14 日以内 
｢勤労者転勤申告書｣ 

勤労者休職 

などの申告 

勤労者が休業などの事由に

より勤労しないことになっ

た場合 

事由発生日か

ら 14 日以内 
｢勤労者休職など申告書｣ 

勤労者情報 

変更申告 

勤労者の氏名または住民登

録番号が変更された場合 

事由発生日か

ら 14 日以内 
｢勤労者情報変更申告書｣ 

 

 

(2) 日雇勤労者の雇用情報申告 

 

区 分 申告方法 留意事項 

日雇勤労者 

｢勤労内容確認申告書｣を提出した場

合、勤労者雇用情報申告をしたとみな

す。同申告書を提出した月（毎月 15

日まで）の月別保険料に合算告知 

普通の雇用情報申告でも可能 

 

 

(3) 雇用情報の申告除外勤労者 

 

区 分 申告方法 留意事項 

1 カ月間所定勤

労時間が 60 時

間未満の者。 

外国人勤労者 

勤労者の雇用や、雇用終了、転勤、休

職、情報変更などのすべての雇用情報

に対して省略可能 

保険料の賦課対象から除外さ

れるものではない 
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(4) 労災保険特例者の勤労者雇用情報管理 

 

1) 海外派遣者の雇用情報管理 

 

区 分 内        容 

雇用情報申告

内容 

－｢海外派遣者労災保険加入申請書｣を提出した場合、｢勤労者雇用申

告書を｣提出したとみなす 

－｢海外派遣者労災保険関係変更申告書｣を提出した場合、｢勤労者雇

用情報変更申告書｣を提出したとみなす 

雇用日および

雇用終了日 

－雇用日 

・派遣予定者：出国日 

・派遣された者：労災保険加入申請書を受け付けた日の翌日 

－雇用終了日：派遣終了日の翌日 

 

 

2) 特殊形態勤労従事者の雇用情報管理 

 

区 分 内        容 

申告対象 －特殊形態勤労者のうち、適用除外申請をしていない者 

雇用情報申告

内容 

－適用除外申請をしていない者および再適用申請をした特殊形態勤

労者は｢勤労者雇用申告書｣を提出したとみなす 

－離職申告をした特殊形態勤労者は｢勤労者雇用終了申告書｣を提出

したとみなす 

－｢特殊形態勤労従事者労災保険関係明細変更申告書｣を提出した勤

労者は｢勤労者雇用情報変更申告書｣を提出したとみなす 

雇用日および

雇用終了日 

－雇用日 

・入社者のうち、適用除外申請をしていない勤労者：入社日 

・再適用申請をした勤労者：再適用日 

－雇用終了日：離職の翌日 
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3. 保険料賦課告知 
 

(1) 月平均報酬 

 

区 分 内        容 

月平均報酬 

算定 

－前年度 10 月以前入社勤労者：前年度報酬総額を前年度勤務月数で

割った金額 

－その他勤労者：入社日から 1 年間支払うことになった報酬総額を勤

務月数で割った金額 

月平均報酬 

適用 

－前年度 10 月以前入社勤労者：毎年 4 月から翌年 3 月まで 

－その他勤労者：入社月から翌年 3 月まで。ただし、当該年度 10 月

以後入社者は次の年度の 3 月まで 

 

 

(2) 月別保険料の算定 

 

区 分 内        容 

月別保険料 

算定 
勤労者全体の個人別の月平均報酬の合計額×保険料率 

日割計算によ

る月別保険料

算定 

月の中間入社者･退職者、転勤者、休業•休職者、育児休職者、産前後

休暇者などは月別保険料の日割り計算 

調査などによ

る月別保険料

算定 

事業主の報酬総額申告漏れおよび申告内容が事実を異なった場合 

－公団が調査して算定した金額 

－国税庁などの有関機関に報酬などを申告した場合、その金額 

－報酬などに関する資料を確認することが困難な場合、基準報酬 

 

 

(3) 報酬総額の申告 

 

区 分 内        容 

意義 
報酬総額申告は毎年の保険料の精算と翌年度の保険料賦課資料であ

る月平均報酬算定の基礎資料 

報酬総額の 

申告 

－毎年 2 月末まで前年度勤労者に支払った報酬総額 

－事業の廃止、終了などの事由で保険関係が消滅した場合には 14 日

以内に報酬総額を申告 

雇用情報申告除

外者（その他勤

労者） 

－1 カ月間所定勤労時間が 60 時間未満の者 

－外国人勤労者 

・個人別の月平均報酬を算定せず、報酬総額のみ申告 

申告方法 
－常時 10 人未満事業場：書面および電子媒体 

－常人 10 人以上事業場：電子媒体による申告 
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4. その他徴収制度 
 

(1) 保険料などの軽減に関する特例 

 

区 分 内        容 

意義 
保険料算定基準が報酬となったことから急激な保険料の増加が予想

される事業場の限時的な財政負担緩和 

内容 

賃金総額対比報酬総額が 120％を超過する場合 

次の計算式に基づいて算出した比率により保険料から軽減 

前年度賃金総額対比報酬総額比率－1.2 

  前年度賃金総額対比報酬総額比率 

雇用情報申告除

外者（その他勤

労者） 

－1 カ月間所定勤労時間が 60 時間未満の者 

－外国人勤労者 

・個人別の月平均報酬を算定せず、報酬総額のみ申告 

申告方法 
－常時 10 人未満事業場：書面および電子媒体 

－常人 10 人以上事業場：電子媒体による申告 

 

 

(2) 海外派遣者の保険加入申請制度 

既存の海外派遣勤労者以外に｢期間の定めのある事業｣を追加し、建設業などの事業

に対しても海外派遣保険加入申請が出来るようにする。 

 

 

(3) 延滞金徴収例外上限線 

延滞金の徴収例外金額を 3,000 ウォン未満から 250 ウォン未満に変更 

 

 

(4) 個別料率適用対象の拡大 

常時 30 人以上の事業場に個別料率を適用したものを常時 20 人以上に、その対象

を拡大 

 

 

(5) 徴収特例制度廃止 

雇用、労災保険料の賦課基準および賦課方法が月別の告知方式に変更されることに

より既存の徴収特例制度を廃止 
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(6) 石綿(アスベスト)被害救済分担金の徴収 

 

区 分 内        容 

適用範囲 

産業災害補償保険法による産業災害補償保険(労災保険）の保険関係

が成立されているすべての事業または事業場の事業主 

－前前年度の常時勤労者数が 20 人以上である事業主 

－保険料徴収法第 8 条第 1 項の適用を受ける建設工事 

分担金算定 報酬総額×分担金率 

徴収方法 労災保険料に統合して徴収 
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第 4 章 雇用労働政策(2015 年) 
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1. 最低賃金額の引き上げ 

 
(1) 2015 年 1 月 1 日から最低賃金が時給 5,580 ウォンに引き上げられる。 

 

－日給として換算すると 8 時間基準で 44,640 ウォン、月給として換算すると週 40

時間基準で月 1,166,220 ウォン(5,580 Ｘ 209 時間)となる。 

 

－最低賃金の適用を受ける勤労者とは勤労基準法上の勤労者を指すため、常用勤労者

だけではなく臨時職･日雇職･時間制勤労者、外国人勤労者などの雇用形態や、国籍

に関係なくすべてに適用される。 

 

－ただし、同居する親族のみを使用する事業と家事使用人、精神障害や身体障害で勤

労能力が著しく低く、雇用労働部長官の認可を受けた者に対しては、最低賃金を適

用しない。 

 

 ･ なお、修習使用中の者として、修習使用された日から 3 カ月以内の者(1 年未満

の期間制勤労者は除く) は最低賃金額の 10％(時給 5,580 ウォン)を減額するこ

とができる。2015 年からは監視または断続的勤労に従事している勤労者も最低

賃金(100％)が全面的に適用される。 

 

【最低賃金額の引き上げ】 

▸ 推進背景: 最低賃金委員会の審議･議決により 2014 年 8 月 1 日に雇用労働

部長官が決定･告示 

▸ 主要内容: 最低賃金額 時間給 5,580 ウォン 

▸ 施行日  : 2015 年 1 月～12 月 

 

 

 

 

2. 小規模事業場の低賃金勤労者に対する社会保険料の支援拡大 
 

(1)小規模事業場における低賃金勤労者と事業主の社会保険加入を拡大と社会安全網

の強化のために社会保険料(雇用保険･国民年金)の負担分の 50％を支援する事業

をしてきたが、2015 年からはより多くの勤労者と事業主が恩恵を受けられるよう

に対象者の範囲を拡大する。 

 

(2)主要内容 

 －支援対象: 10 人未満の事業場における 1 カ月当りの報酬が 140 万ウォン未満の

勤労者と該当事業者 

 －支援水準: 雇用保険･国民年金の保険料負担分 50％を支援 
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3. 60 歳以上の高齢者雇用支援金の支援期間を延長 
 

(1)2014 年末に廃止予定であった｢60 歳以上の高齢者雇用支援金｣が 2017 年末まで 3

年間延長された。 

 

 

(2)2015 年からは警備勤労者などに対する支援基準率を緩和(23％→12％)して、該当

従事者に対する支援を強化する。 

 

 

(3)なお、施行令の改正を通して従来の定年条件を緩和して支援する。 

－(従来)事業開始以降、勤労者の定年を設定した事実がないこと→ 

(変更)定年を設定していない事業場であること(申請日現在、事業場での定年がな

かったり、廃止された場合を含む) 

 

 

 

 

4. 出産育児期の雇用安全に対する支援金の支援金額拡大 
 

－2015 年 1 月から、期間制や派遣勤労者である妊娠ㆍ出産の女性勤労者を雇用安定

のために無期契約職への転換時に支援金を拡大する。 

 

－従来は、2014 年までに育児休職や出産前後休暇または妊娠中に契約が満了する期

間制などの女性勤労者を無期契約職へ転換したとき、事業主に最初 6 カ月は月 30

万ウォン、その後の 6 カ月は月 60 万ウォンを支給していたが、2015 年 1 月からは

最初 6 カ月は月 40 万ウォン、その後の 6 カ月は 80 万ウォンに拡大する(年間 540

万ウォン→720 万ウォン)。 

 

－なお、育児期に勤労時間短縮勤務を与えた事業場に対しても 2015 年下半期から支

援金を 20万ウォンから 30万ウォンに(大企業は 10万ウォンから 20万ウォン)拡大

される予定である。 
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5. 採用手続きの公正化に関する法律の施行 
 

－2015 年からは、採用試験で不合格になった求職者は該当企業に提出していた採用

書類を取り戻すことができる。求人会社は、採用書類の返還請求期間を必ず求職者

に知らせなければならず、求職者が返還を要求する場合には 14 日以内に書類一切

を返還しなければならない(返還請求の期間は採用可否の確定日から)。 

 

－これによって求人会社は、返還請求期間まで採用書類を保管しなければならず、請

求期間が過ぎれば個人情報保護法によって、採用書類を破棄しなければならない。 

 

－求人会社は、求職者に採用日程と採用可否、採用審査が遅延する場合にはその事実

をホームページに掲示したり電子メールの送信などの方法で知らせなければなら

ない。採用書類提出にかかる費用以外一切の費用を求職者に負担させることはでき

ず、やむを得ない事情がある場合には管轄の雇用労働庁の承認を得て採用審査費用

の一部を負担させることができる。 

 

－このような内容を含んだ採用手続きの公正化に関する法律と施行令は 2015 年 1 月

1 日から事業場の規模によって段階的に施行される予定である。 

▸常時勤労者 300 人以上の事業場、公共機関、国家および自治団体：2015 年 1 月 1 日 

▸常時勤労者 100 人以上 300 人未満事業場：2016 年 1 月 1 日 

▸常時勤労者 30 人以上 100 人未満事業場：2017 年 1 月 1 日 

▸常時勤労者 30 人未満の事業場への導入は未定 

 

 

 

 

6. 失業者や勤労者の区別なく誰もが希望し必要な職業訓練への参

加が可能に 
 

－失業者は失業者訓練課程に、勤労者は在職者訓練課程に参加できたが、2015 年 1

月からは失業者と勤労者の区別なしに訓練過程に参加が可能になった(失業者の場

合は訓練時間が 40 時間以上の事業主訓練に参加が可能) 

 

－なお、求職者が職業訓練を受けて同一の業種に就職した場合には、本人が負担した

訓練費用についてはその全額を支援する。 
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7. 保健管理者の選任対象を建設業にまで拡大 
 

－従来、建設業は保健管理者の選任義務がなかったが、2015 年 1 月 1 日以降は工事金

額 800億ウォン(土木工事業は 1,000億ウォン)以上または常時勤労者 600人以上の工

事現場については有資格者の保健管理者を選任しなければならない。  

 

 

 

 

 

8. 障害者雇用負担金の算定方式および適用単価の変更 

 

－雇用しなければならない障害者数を雇用していない会社に対して課す障害者雇用

負担金の算定方法と負担基礎額を変更することにより、正確な負担金額を申告でき

るようする。障害者の義務雇用数に達していない人数を区分してそれぞれ異なる負

担基礎額を適用させていた方式から、達していない人数に対して単純化された負担

基礎額を適用させる方式に変更する。 

 

－なお、2015年から適用する負担基礎額が不足人員一人当たり月71万ウォンに変更する。 

 

－障害者の雇用状況によって最大 1 カ月当たり最低賃金額(1,166,220 ウォン)まで賦

課を可能にする。 

 

障害者義務雇用人数に対して雇用している障害勤労者の割合 

1/2 以上 3/4 未満 1/4 以上 1/2 未満 1/4 未満 
障害者を一人も 

雇用しない場合 

781,000 ウォン 852,000 ウォン 923,000 ウォン 1,166,220 ウォン 

 

－負担基礎額：71 万ウォン(障害者の義務雇用人数に対して雇用している障害者勤労

者の割合が 3/4 以上の場合に適用) 
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9. 時間選択制雇用の拡大に向けた支援の強化 
 

－(採用型)従来は最低賃金の 130％以上を支給する時間選択制雇用を創出すれば支援

を受けることができたが、2015 年 1 月からは中小企業に限り支援要件を

最低賃金の 120％以上に調整した。このことで企業への間接労務費の負担

を軽減させる効果が予想される。 

 

－(転換型)全日制勤労者が必要なときに、一定期間のみ勤労時間を減らすことができ

るよう、時間選択制の転換制度を導入した事業主に対する財政支援を新設

する。 

 

－(改善型)従来の期間制である時間制勤労者を無期契約に転換する事業主に対する財

政支援を新設する。 

 

 

 

 

10. 中小企業勤続奨励金 
 

－中小企業に就職した高卒勤労者の長期勤続を誘導し、熟練技術の習得と中小企業の

求人難解消のために導入する。 

 

－勤続 1 年ごとに年 100 万ウォンを支給し、最大 3 年間支給する。 

 

 

 

 

11. 賃金ピーク制導入の支援強化 
 

2015 年から勤労時間短縮型の賃金ピーク制を導入する事業主に対する支援が新設

される。 

 

－定年を延長または再雇用して、1 週当たりの所定勤労時間を 15 時間以上 30 時

間以下に短縮し賃金が 30％以上低くなった場合、勤労者に対して年間 500 万ウ

ォン限度として最大 5 年間を支援し、事業主にも勤労時間を短縮した長期勤続

者一人当たり月 30 万ウォンを最大 1 年間支援する。 

 

－なお、2015 年から賃金ピーク制の導入で賃金が減額される勤労者に対する政府支

援を拡大し、年間の支援上限額を従来の 840 万ウォンから 1,080 万ウォンに拡大

する。 
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付録 1 2014 年の産業･規模別賃金および勤労時間

全体規模(5人以上) 20.4 20.9 15.6 171.4 177.1 164.1 12.9 117 3,189,995 3,377,970 2,660,111 201,445 516,414 1,387,123

中小規模(5~299人) 20.5 21.1 15.8 172 178.3 166 12.2 119.3 2,835,501 3,008,213 2,503,984 172,250 331,978 1,390,313

大規模(300人以上) 20 20.3 13.4 168.9 172.2 156.6 15.6 93.8 4,678,408 4,826,509 3,271,741 315,818 1,238,950 1,353,590

全体規模(5人以上) 21.5 21.9 13.7 179.4 182.9 163 20 110.3 3,480,231 3,589,002 2,750,187 308,472 530,343 1,353,046

中小規模(5~299人) 22 22.5 13.1 189.1 194.2 171.5 22.7 105.2 3,173,874 3,293,199 2,606,334 312,027 374,838 1,236,128

大規模(300人以上) 20 20 20.5 147.8 147.5 136.3 11.3 163.6 4,481,854 4,516,755 3,201,367 297,319 1,018,068 2,582,173

全体規模(5人以上) 21.1 21.3 17.2 185.4 186.9 161 25.9 138.5 3,505,897 3,570,059 2,476,303 388,626 705,131 1,439,486

中小規模(5~299人) 21.2 21.4 16.9 187.1 189 163.8 25.3 136 2,871,236 2,928,820 2,278,644 324,592 325,584 1,305,803

大規模(300人以上) 20.8 20.8 19.5 180.2 180.4 152.6 27.8 158.8 5,470,006 5,510,338 3,074,384 582,382 1,853,573 2,525,696

全体規模(5人以上) 19.9 19.9 18.5 170.5 170.9 157.6 13.3 145.2 5,553,594 5,612,973 4,174,628 335,155 1,103,190 1,539,236

中小規模(5~299人) 19.8 19.9 17.8 168.9 169.3 157.6 11.8 139.6 5,342,015 5,405,397 4,028,595 302,033 1,074,769 1,406,724

大規模(300人以上) 19.9 19.9 20.2 173.6 173.7 157.6 16.1 158.4 5,940,775 5,991,440 4,440,885 395,545 1,155,010 1,853,179

全体規模(5人以上) 21.5 21.9 13.3 177.8 181.8 168.1 13.7 101.1 2,811,776 2,905,747 2,454,927 221,803 229,016 984,407

中小規模(5~299人) 21.5 21.9 13.3 177.8 181.8 168.1 13.7 101.1 2,811,776 2,905,747 2,454,927 221,803 229,016 984,407

規模5(300人以上) - - - - - - - - - - - - - -

全体規模(5人以上) 18.3 20.9 15 148.5 168.8 165.5 3.3 122.4 2,496,551 3,028,212 2,752,228 61,278 214,706 1,812,566

中小規模(5~299人) 18.3 21.1 15 148 170.2 167 3.2 122.2 2,297,156 2,718,328 2,513,962 56,484 147,882 1,806,835

大規模(300人以上) 19 19.2 16.9 155.5 157.3 152.6 4.7 137.7 5,282,508 5,593,161 4,724,390 100,958 767,812 2,214,933

全体規模(5人以上) 21 21.2 17.8 172.3 174.2 168.1 6.1 135.7 3,206,051 3,321,379 2,777,486 95,635 448,258 1,051,804

中小規模(5~299人) 21.1 21.3 17.8 172.8 174.9 168.8 6.1 135.7 3,094,125 3,208,616 2,704,700 94,523 409,393 1,043,821

大規模(300人以上) 20.1 20.1 17.1 165 165.7 160.1 5.7 134.6 4,707,902 4,788,167 3,724,264 110,097 953,806 1,298,134

全体規模(5人以上) 21.3 21.4 17.7 173.1 174.8 161.4 13.4 133.5 2,804,531 2,866,565 2,223,210 244,012 399,342 1,343,314

中小規模(5~299人) 21.5 21.6 18.3 172.7 174.2 162 12.2 135.9 2,568,820 2,618,658 2,078,617 221,432 318,609 1,368,677

大規模(300人以上) 20.2 20.5 15.1 175 177.5 158.3 19.2 123.4 3,937,399 4,064,237 2,921,762 353,102 789,372 1,234,897

全体規模(5人以上) 21.1 22.9 16.6 175.2 198.9 191.1 7.8 116.1 1,784,850 2,172,211 1,942,964 95,190 134,057 822,883

中小規模(5~299人) 21.1 23 16.6 175.5 200 192.4 7.6 115.9 1,738,812 2,116,224 1,928,355 92,216 95,653 822,062

大規模(300人以上) 19.6 20.4 15.2 166.3 173.7 161.2 12.5 126 3,133,263 3,544,960 2,301,181 168,104 1,075,674 868,483

全体規模(5人以上) 19.9 20.1 16 161.9 164.3 159.2 5.2 111.5 3,904,990 4,039,213 3,474,445 111,720 453,047 1,121,043

中小規模(5~299人) 19.9 20.2 15.5 161.6 164.7 160.1 4.6 104.9 3,561,527 3,701,801 3,302,261 97,051 302,490 960,197

大規模(300人以上) 19.8 19.9 19.3 162.8 163.2 156.2 6.9 151.4 5,069,902 5,156,862 4,044,793 160,313 951,757 2,101,691

全体規模(5人以上) 19.9 19.9 19 163.4 163.9 158.6 5.2 141.5 5,233,974 5,314,895 3,810,710 115,554 1,388,631 1,380,751

中小規模(5~299人) 20 20 18.9 164.3 164.8 159.5 5.3 141.4 5,001,690 5,088,086 3,630,284 116,513 1,341,290 1,376,564

大規模(300人以上) 19.6 19.6 19.5 160.1 160.3 155.3 5 142.5 6,101,168 6,150,682 4,475,576 112,023 1,563,083 1,415,550

全体規模(5人以上) 19.5 19.5 18.3 190.1 191 188.4 2.5 158.3 2,322,523 2,350,891 2,157,576 53,513 139,802 1,266,666

中小規模(5~299人) 19.5 19.6 18 192.4 193.2 191 2.2 157.7 2,229,792 2,254,543 2,069,269 47,497 137,777 1,251,191

大規模(300人以上) 18.6 18.5 20.3 158.5 158.3 151.1 7.2 162.8 3,623,015 3,733,988 3,425,250 139,872 168,865 1,380,217

全体規模(5人以上) 20.1 20.2 16.1 163.3 164.2 160.2 3.9 123.9 4,418,760 4,484,220 3,798,418 65,335 620,467 1,476,899

中小規模(5~299人) 20.2 20.3 15.6 164.4 165.6 161.5 4.2 119.4 3,873,175 3,939,068 3,420,607 66,472 451,989 1,411,755

大規模(300人以上) 19.9 19.9 19.7 160.4 160.5 157.2 3.3 152.5 5,823,737 5,866,237 4,756,210 62,451 1,047,576 1,886,471

全体規模(5人以上) 20.5 20.8 17 171.9 176.7 167.4 9.4 121.5 1,923,960 2,004,725 1,719,584 118,193 166,948 1,080,067

中小規模(5~299人) 20.8 21 18.6 171.9 176.6 166.6 10 132.3 2,042,838 2,142,932 1,814,059 124,022 204,850 1,201,504

大規模(300人以上) 19.9 20.4 11.1 171.9 177 168.7 8.3 82 1,707,829 1,767,639 1,557,518 108,192 101,929 635,884

全体規模(5人以上) 19.2 20.1 13.3 152 163.8 158.8 5 72.8 3,374,567 3,709,134 3,316,756 62,336 330,041 1,119,137

中小規模(5~299人) 19.7 20.1 15.9 157.5 164.9 159.2 5.6 93.4 3,227,931 3,461,522 3,166,330 68,165 227,026 1,177,098

大規模(300人以上) 17.2 20.1 8.5 127 158 156.5 1.5 34.8 4,042,651 5,062,814 4,139,127 30,472 893,215 1,011,914

全体規模(5人以上) 20.7 20.8 18 169.6 171.9 164.6 7.3 117.1 2,699,561 2,772,773 2,282,258 136,349 354,166 1,066,152

中小規模(5~299人) 20.9 21.1 17.6 170.8 173.9 167.1 6.7 108.9 2,183,760 2,247,037 2,027,653 120,447 98,938 893,026

大規模(300人以上) 19.9 19.9 19.6 165.7 166.1 157 9.1 153.4 4,236,944 4,315,072 3,029,169 183,000 1,102,904 1,832,444

全体規模(5人以上) 19.6 21.3 14.2 158.9 178.1 164.7 13.4 96.7 2,398,211 2,862,956 2,393,132 194,431 275,393 884,251

中小規模(5~299人) 19.9 21.5 14.3 159.4 178.2 165.7 12.6 93.7 2,288,458 2,695,342 2,323,070 178,363 193,910 864,857

大規模(300人以上) 17.8 19.9 13.5 154.7 176.4 155 21.3 112.4 3,295,014 4,471,375 3,065,453 348,617 1,057,305 988,546

全体規模(5人以上) 20.4 21.9 11.6 162.9 176.6 172 4.6 81.2 2,248,959 2,509,282 2,201,911 74,729 232,642 696,910

中小規模(5~299人) 20.5 22 11.5 162.8 176.7 172.3 4.4 81 2,205,958 2,463,708 2,176,213 70,416 217,078 695,085

大規模(300人以上) 19.6 19.7 18.3 171.1 171.7 157.8 14 145.1 4,711,838 4,792,803 3,489,493 290,842 1,012,469 1,345,574

常用所定実勤労
時間(単位:時間)

規模別

全体

B. 鉱業(05~08)

臨時･日雇勤労
日数(単位:日)

全体勤労時間
(単位:時間)

常用総勤労時間
(単位:時間)

M. 専門、科学および技術

　サービス業(70~73)

N. 事業施設管理および
　事業支援サービス業
　(74~75)

C. 製造業(10~33)

D. 電気･ガス･蒸気および

　　水道事業(35~36)

F. 建設業(41~42)

G. 卸売および小売業

　(45~47)

H. 運輸業(49~52)

P. 教育サービス業(85)

Q. 保健業および社会福祉

　サービス業(86~87)

R. 芸術、スポーツおよび
　余暇関連サービス業
　(90~91)

S. 協会および団体、修理
　およびその他個人サービ
　ス業(94~96)

全体勤労日数
(単位:日)

常用勤労日数
(単位:日)

I. 宿泊および飲食店業

　(55~56)

J. 出版、映像、放送通信
　および情報サービス業
　(58~63)

K. 金融および保険業

　(64~66)

L. 不動産業および賃貸業

　(68~69)

常用特別給与
(単位:ウォン)

臨時･日雇賃金
総給与(単位:ウォ

ン)

E. 下水･廃棄物処理、
　原料再生および環境復
　元業(37~39)

常用超過勤労時
間(単位:時間)

臨時･日雇勤労
時間(単位:時間)

全体賃金総額
(単位:ウォン)

常用賃金総額
(単位:ウォン)

常用定額給与
(単位:ウォン)

常用超過給与
(単位:ウォン)

産業分類別(1~1)

 

（出典:雇用労働統計 http://laborstat.molab.go.kr） 
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付録 2 日系企業がアクセスしやすい人材派遣会社 

NO. 会  社  名 ホームページ 連絡先 住  所 

1 ソハン企業 http://www.infojob.co.kr 02-2217-0051 ソウル市東大門区踏十里洞 

2 サムグアイアンドシー http://www.samkoo.com 1588-2239 ソウル市銅雀区新大方洞 

3 ユニエス http://www.unies.com 1566-9797 ソウル市江南区宣陵路 

4 イーケイマンパワー http://www.ekmanpower.co.kr 02-569-5437 ソウル市江南区大峠洞 

5 ケイテックマンパワー http://www.k-tec.co.kr 1577-1986 ソウル市瑞草区瑞草洞 

6 韓国コネクション http://www.connection.co.kr 02-786-8751 ソウル市永登浦区汝矣島洞 

7 エイチアルエヌ http://www.hrn.co.kr 02-525-9221 ソウル市瑞草区方背洞 

8 ワークゾーン http://www.workzone.co.kr 02-3276-8088 ソウル市麻浦区白凡路 

9 チョイスマンパワー http://www.choice-ms.co.kr 02-780-0593 ソウル市永登浦区国際金融路 

10 マンパワーコリア http://www.manpower.co.kr 02-6677-9900 ソウル市江南区三成洞 

11 インタービズシステム http://www.interviz.co.kr 02-786-0071 ソウル市永登浦区汝矣島洞 

12 ウィドスタッフス http://www.ws1.co.kr 02-6000-3690 ソウル市江南区永東大路 

13 (株)ハンギョンディスコ http://www.keddisco.com 02-364-9999 ソウル市中区中林洞 

14 テンプスタッフコリア(株) http://www.tempstaff.co.kr 02-557-6604 ソウル市中区南大門路 

15 (株)ジョブコリア http://www.jobkorea.co.kr 1588-9350 ソウル市江南区三成洞 

16 セブンシーズコンサルティング(株) http://www.7seas.co.kr 02-6248-7100 ソウル市江南区三成洞 

17 (株)エルマールコリア http://www.elmarkorea.co.kr 02-777-3101 ソウル市江南区巡和洞 

18 (株)パソナコリア http://www.pasona.co.kr 02-3450-1531 ソウル市江南区大峠洞 

19 ジェーエーシーリクルートメントコリア(株) http://www.tempstaff.co.kr 02-2183-0511 ソウル市江南区駅三洞 

20 (株)エイジェックコリア http://www.agekke.co.kr 02-6207-3900 ソウル市中区南大門路 

注)会社名に㈱が付いている会社は、日系資本が出資している会社である。 
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